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プロフィール

1985年	 �東京大学大学院�工学研究科�産業機械工学を修了し、NRIの前身である�
旧・野村総合研究所に入社。以来、経営コンサルタントとして活動。

1994年	 	台北事務所長、翌年には台北支店長に就任。アジアを中心としたグローバルでの�
事業立ち上げを数多く経験。

2004年	 	執行役員�コンサルティング第三事業本部長兼アジア・中国事業コンサルティング�
部長に就任。�
2010年に常務執行役員�コンサルティング事業本部長、2013年には常務執行役員�
コンサルティング事業担当、コンサルティング事業本部長、システムコンサルティング
事業本部長に就任。�
ITソリューション部門と連携して、新規顧客獲得の実績を挙げる。

2015年	 	代表取締役�専務執行役員�ビジネス部門担当、コンサルティング事業担当に�
就任。長期経営ビジョン「Vision2022」のもと、成長戦略の策定を先導。

2016年4月	 代表取締役社長に就任。

此
こ の も と

本  臣
し ん ご

吾
代表取締役社長 



ごあいさつ
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　2016年4月より代表取締役社長に就任しました此本です。どうぞ宜しく
お願いいたします。

　NRIは今、「潮目が変わる」重大な局面にさしかかっています。顧客企業
のグローバル事業展開はますます加速しており、顧客からの信頼を維持し
続けるためには、グローバルな対応力が求められています。また、社会はデ
ジタルエコノミーによる「新しいITの時代」へと大きく変化しています。こ
のような変化の潮流をしっかりと見定め、NRIはあえて8ヵ年という長期の
経営ビジョン「Vision2022」を掲げました。このビジョンは、私たちのコー
ポレート・ステートメントである「未来創発」を実現するために描いた2023
年3月期までのストーリーです。その実現に向けて、2016年4月からの新
体制のもとで、3ヵ年の中期経営計画をスタートさせました。50年以上の
歴史の中で培ってきた「洞察力」「実現力」「共創力」という3つの強みにさら
に磨きをかけ、成長戦略を推進することで、事業領域のすそ野を広げ、その
先の成長を加速する土台を築きます。そして、健全で持続的な成長と中長
期的な企業価値の向上に邁進していきます。

　「Vision2022」の実現に向けた私たちの思いを“Share� the�Next�
Values!”という言葉に込めました。NRIの社員一人ひとりが、この思いを
持って、新たな価値の実現に向けて挑戦していきます。

●2001年
・中国オフショア開発本格化

●2000年
・ユビキタスネットワーク社会を
展望した論文・書籍を発表
●2000年
・ インターネット専業証券会社向け
オンライントレードシステム稼働

●1979年 
・ セブン-イレブン・ジャパンの
「新発注システム」稼働

●1970年 
・野村證券「総合オンラインシステム」稼働
●1970年
・大阪万博の入場者予測などの調査
●1974年 
・「STAR」稼働（リテール証券会社向け）

●1988年
・グローバルな
政策研究活動を推進

●1987年
・「I-STAR」稼働
（ホールセール証券会社向け）

●1993年
・「T-STAR」稼働
（投資信託運用
会社向け）

●1997年
・「BESTWAY」稼働
（銀行等向け）

・ 
制度設計からシステム構築までを支援

 

年●2012

年●2012

・「Value Direct」稼働（銀行向け）

・東京第一データセンター開設
（世界最高水準のデータセンター）

●2011年 
・東日本大震災復興に
向けた提言活動など

ITソリ
ューシ

ョン

リサー
チ・コ

ンサル
ティン

グ

0

1,000

3,000

売上高（左軸） 営業利益（右軸）

65 07.3 09.3 15.3 16.3 19.3
（予）

77.9 82.9 87.9 92.3 97.3 02.3

（億円）
5,000

2,000

4,000

200

400

600

800
（億円）

0

ITバブル
崩壊

バブル
景気崩壊

リーマン
ショック

Vision2015

1965年
4月

1966年
1月

Vision 

2022

1988年1月
合併

（分社化）

野村證券調査部

旧・野村総合研究所

（分社化）

野村證券電子計算部

野村コンピュータ
システム設立

（注1） 1987年以前は旧・野村総合研究所と野村コンピュータシステムの合算値
（注2） 1988～1996年はNRIの単体業績値、1997年以降は連結業績値
（注3） 1989年は決算期変更のため6カ月決算（’88/10～’89/3）。便宜上「6 2」でグラフ化

●2007年 
・ 中国での活動を
さらに本格化
清華大学・野村総研
中国研究センター設立

●1990年代後半
・ 年金制度改革への提言と確定
拠出年金対応システム開発

東証一部
上場

新生・NRI
誕生

●2014年●2014年
「NISA」制度導入

NRIのあゆみと持続的な成長

創立50周年



　2016年3月期の売上高は4,214億円（前期比
3.8%増）、営業利益は582億円（同13.2％増）で
す。コンサルティング、金融ITソリューション、産業IT
ソリューションの各セグメントともに増収となったこ
とに加え、前期の不採算案件の解消により収益性が
改善し、増益となりました。親会社株主に帰属する
当期純利益は426億円（同9.7％増）でした。売上
高、営業利益、親会社株主に帰属する当期純利益と
も、過去最高を更新しました。

売上高

4,214億円
前期比+3.8%

営業利益

582億円
前期比+13.2%

親会社株主に帰属する
当期純利益

426億円
前期比+9.7%

フリー・キャッシュ・フロー

61億円
受注残高

2,283億円
前期比+0.5%

ROE

10.6%
前期比△0.2ポイント

1株当たり当期純利益*

188円
前期比+11円

1株当たり年間配当金

80円
前期比+10円*

グローバル関連事業
売上高

239億円

社員数

10,757名
前期比+1,745名
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CSR活動の概要を
わかりやすく説明

PDFファイル「CSR報告書2016」電子版
3つの重点テーマを中心とした取り組みや
関連情報を詳細に説明
http://www.nri.com/jp/csr/
2016年9月末に公開予定

インターネット上「CSR活動File」
NRIの事業や活動をCSRの視点から具体的
かつタイムリーに解説
http://www.nri.com/jp/csr/activities/

IR情報
http://www.nri.com/
jp/ir/index.html
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http://www.nri.com/
jp/csr/index.html

NRIオピニオン
http://www.nri.com/
jp/opinion/index.html

財務情報

コーポレートホームページ CSR報告書

非財務情報

企業活動全般について紹介

統合レポート2016の編集方針
2014年からNRIでは、企業価値創造活動の全体像をわかりやすく、かつ、簡潔にお伝えするために、企業価値に関わる重要な財

務・非財務情報について関連づけながら説明する統合レポートを発行しています。これにより、機関投資家をはじめとするステー
クホルダーの皆様とのより深いコミュニケーションを目指しています。なお、ホームページやCSR報告書ではより詳細な情報を掲
載しています。併せてご参照ください。

http://www.nri.com/jp/

*NRIは2015年10月1日付で普通株式1株につき1.1株の割合で株式分割をおこ
なっていますが、当期の期末配当はこれにともなう1株当たり配当金の調整は
おこなわないため、年間で実質14円の増配となります。
*1株当たり当期純利益は、前期の期首に株式分割がおこなわれたと仮定して算
出した値を記載しています。

野村総合研究所2

注意事項
●�本統合レポートは、2016年3月期の業績および今後の経営戦略
に関する情報の提供を目的としたものであり、㈱野村総合研究所
（NRI）が発行する有価証券の投資勧誘を目的としたものではな
く、また何らかの保証・約束をするものではありません。本統合レ
ポートに記載されている意見や見通しは、統合レポート作成時点
におけるNRIの見解であり、その情報の正確性および完全性を保
証または約束するものではなく、また今後、予告なしに変更される
ことがあります。本統合レポートのいかなる部分も一切の権利は
NRIに帰属しており、電子的または機械的な方法を問わず、いかな
る目的であれ、無断で複製または転送等をおこなわないようお願
いいたします。

●�本レポート内の“NRI”は、一部“NRIグループ”全体を指す場合が
ありますが、便宜上“NRI”と統一表記しています。

2016	in	Summary 目次
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統合レポート2016の構造と主な内容
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攻めのCSR

守りのCSR

NRIらしい
社会貢献

Dream up the future.
未来創発

企業理念

コーポレート・ステートメント

本業の責任、
社会とのきずな

使命

新しい社会のパラダイムを
洞察し、その実現を担う

お客様の信頼を得て、
お客様とともに栄える

洞察力

人材
実現力 共創力

長期経営ビジョン「Vision2022」
（2016年3月期～2023年3月期）

独自の強み

CSR方針

NRIは、統合により、リサーチ・コンサルティングからIT
ソリューションまで一貫したサービスを提供する先進
的な企業となりました。

特に証券業における豊富なノウハウを活かして、金融ITソリューションに
大きな強みを持っています。

野村證券
調査部

旧・野村総合
研究所

野村證券
電子計算部

野村
コンピュータ
システム設立

分
社
化

シンクタンクとITソリューション企業の
合併（日本初）

リサーチ・コンサルティング

ITソリューション

分
社
化

1965年4月

1966年1月

新生・野村総合研究所
誕生

1988年1月

創立
50周年

2015年4月

東証一部
上場

2001年12月

金融IT
ソリューション

60.0%

産業IT
ソリューション 
24.1%

（2016年3月期）

製造・
サービス業等
11.8%

流通業
12.3%

コンサルティング 6.7%
IT基盤サービス 6.8%
その他 2.4%

証券業
29.4%

保険業
13.5%銀行業

8.9%

その他
金融業等
8.1%

セグメント別
外部売上高
構成比
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お客様や業界・社会に関する
深い知見をもとに未来を洞
察し、短期的な成果よりも、
長期的で社会的な意義を志
向したナビゲーションを提供
する力

生産性の向上と既存事業の拡大に取り組みつつ、グローバ
ルやデジタルビジネス分野等の新領域において、事業基
盤の確立や実績づくりを進めていきます。

お客様のニーズを理解し、お客様とと
もに考え、パートナー企業とともに知恵
を絞って変革を共創し続けるカル
チャー。ユーザー企業を出自とするNRI
ならではの力

金融や流通の分野で鍛え抜かれたテク
ノロジーと、やり遂げる強い意志でソ
リューションを創り、データを分析する能
力を磨き続けることで、お客様や業界・
社会にとっての価値を真に実現する力

Share

Next

Values

多様な人材の総力の結集や、
成果と喜びの分かち合い

新しい時代に向けたパラダイム
の洞察とビジネスモデルの創造

イノベーションによって生み出
される新しい価値や多くの人の
価値観
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①未来に向けた持続可能な社会づくり
②人々の暮らしを支える情報インフラの提供
③イノベーションを創出する人づくり
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人的資本

・ 優秀で
 層の厚い人材

知的資本

・ 共同利用型
 サービス
・ 先を見据える力
・ NRIブランド
製造資本

・ 大規模システム
 構築・運用力
・ 高品質・安全な
 データセンター

社会・関係資本

・ 強固な顧客基盤

財務資本

・ 強固な財務体質
・ 豊富なフリー・
 キャッシュ・フロー
・ 高い財務信用力

企
業
理
念

支える仕組み

コーポレート
ガバナンス リスク管理 品質管理 人材育成

コンサルティングとシステムが併走して
継続的に価値を提供「コンソリューション」

社会の変革をリードする
情報発信や提言

社会や顧客に提供する
Values & Benefits

顧客にとって価値ある
サービスやソリューション

安全で安心できる
サービスやソリューション

イノベーションを支える人材

NRIブランド向上

持続的な成長

サービスやソリューションの
高度化

対応・
先取り Input Outcomes &

ナビゲーション

ソリューション

分析・提案

データの
　更新・蓄積

ITの
　構築（更新）
　　・拡張

　　ＩＴを
　利用した
オペレーション

事
業
・
社
会
の
ト
レ
ン
ド
＆
顧
客
ニ
ー
ズ
・
課
題

ナ
ビ
ゲ
ー

シ
ョ
ン

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン

コンサルティング

システム開発

運用アウトソーシング

共同利用型サービス

（複数顧客への横展開）
詳細は特集P24‒25ご参照

詳細は特集P28‒29ご参照

「ナビゲーション×ソリューション」の
連携で価値を提供

資本

NRIの企業価値向上

ビジネスモデル

NRIとは

野村総合研究所6

NRIは社会や顧客の課題を発見し解
決策を導く「ナビゲーション」と、そ
の課題の解決をITを利用してサポー
トする「ソリューション」を融合させ
た「ナビゲーション×ソリューショ
ン」を軸とした価値創造をおこなっ
ています。

ナビゲーションの核は、コンサル
ティング事業です。

ソリューションはシステム開発、運用
アウトソーシング、共同利用型サー
ビスから構成されています。

コンサルティング、システム開発、運
用アウトソーシングのプロセスの繰
り返しで蓄積されたノウハウを活用
して開発された共同利用型サービ
スが、NRIの高い収益性に貢献して
います。

今後は、コンサルティングとソリュー
ションが顧客と併走してビジネスIT
を構想・推進する新たなビジネスモ
デル「コンソリューション」を拡大し
ていきます。

価値創造プロセス
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NRIとは

野村総合研究所8

NRIは創立以来、顧客第一の精神でサービスを提供しながら、顧客とともに成長してきました。長年の金融業向け	
ITソリューション提供の実績をベースにした幅広い顧客基盤が特徴です。さらに、力強い事業ポートフォリオ実現の
ために、産業分野の顧客基盤の拡大も推進しています。

運用アウトソーシングや共同利用型サービスの提供、システム開発の一部であるエンハンスメント（保守・運用）が	
継続性の高い事業です。これらの継続的な事業が6割を超える安定した収益構造がNRIの強みのひとつです。

強固な顧客基盤と安定した収益構造

幅広いサービスと強固な顧客基盤

継続的な事業が6割を超える安定した収益構造
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同業他社との売上高・営業利益率比較 同業他社との従業員１人当たり売上高・営業利益比較 

（2016年3月期）（2016年3月期）

売上高（億円）
（出所）各社決算資料よりNRI作成

（%）

NRI
NTTデータ

伊藤忠テクノソリューションズ新日鉄ソリューションズ
日本ユニシス SCSK

ITホールディングス

NRI

TIS

日本ユニシス

SCSK

NRI

伊藤忠
テクノソリューションズ新日鉄住金

ソリューションズ

NTTデータ

１人当たり売上高（百万円）

TIS 日本ユニシス

SCSK

NRI
伊藤忠
テクノソリューションズ

新日鉄住金
ソリューションズ

NTTデータ

業界トップクラスの高い収益力と生産性

NRIは、社員、国内パートナー、中国を中心とする海外オフショアパートナーの3つの人的リソースを効果的に組み合
わせ、付加価値の高いサービスを提供しています。

景気の動向による業績の変動はありますが、NRIはこれまで長期的に売上高、利益の両面で成長を達成してきまし
た。また、NRIは業界トップクラスの収益力（営業利益率）と生産性（1人当たり売上高・営業利益）を誇っています。

層の厚い人材、高い収益力と生産性

価値を支える優秀で層の厚い人材

　NRIとパートナー企業はNRIの
経営方針の共有や品質向上に向け
た連携など、様々な活動を通じて
長年にわたり信頼関係を構築して
きました。
　そして特に専門性の高い業務ノ
ウハウと情報技術力を持つパート
ナー企業とは「e-パートナー契約」
を交わして、プロジェクト運営など
で密接に連携しています。
　e-パートナーは、2016年3月末
現在で国内外合わせ8社となって
います。（注）2016年3月末現在

事業を支える人材 パートナー企業との協業 パートナー要員数の推移

個別契約会社

基本契約会社
e-パートナー

・約7,500人
・強固な協力関係

＜中国＞ 
・約4,000人
・1990年代前半から
　始まり、19地域21社に
＜その他地域＞
・インド、ベトナムなどにも拡大　

NRI社員

国内
パートナー

海外
オフショア
パートナー

・10,757人
（うちコンサルタントは
　約950人、
　IT技術者は
　約8,500人）
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財務・非財務ハイライト

野村総合研究所10

売上高 （億円） 営業利益・営業利益率 （億円／%）セグメント別外部売上高 （億円）

4,059

3,422

金融IT
ソリューション

2,528

産業IT
ソリューション 
1,015

（2016年3月期）

営業利益 営業利益率

12.7

514

13.8

582
4,214

526

15.4

親会社株主に帰属する当期純利益 （億円） 設備投資額・減価償却費 （億円）

281

388

426

364

310

483

研究開発費 （億円）

49

42

51

フリー・キャッシュ・フロー （億円）

576

△161

61

総資産・純資産・自己資本比率 （億円／%）

5,932

総資産 純資産
自己資本比率

設備投資額（無形固定資産）
設備投資額（有形固定資産）
減価償却費

受注残高 （億円）

2,271

1,431

258

3,624

2,073

57.0

金融ITソリューション
産業ITソリューション IT基盤サービス その他
コンサルティング

開発・製品販売
運用サービス 商品販売
コンサルティングサービス

1,462

554

172

56
26

2,283

1,497

585

118
46
35

65.6

4,034

6,216

66.2

4,254

66.2

4,254

製造・
サービス
業等
496

流通業
518

コンサルティング
283

IT基盤サービス
287

その他
99

証券業
1,238

保険業
570銀行業

375

その他
金融業等
343

227
165

175

188 83

325

280280

202202

2,066

154

1,367

471

2,129

111

1,451

521

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3末 10.3末 11.3末 12.3末 13.3末 15.3末08.3末 14.3末 16.3末

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

（注）記載金額は、億円未満（1株当たり当期純利益・配当金は円未満）を切捨てて表示しています。
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ROE・ROA （%）1株当たり年間配当金*1・配当性向*2（円／%）

63

社員数 （人）

1株当たり当期純利益*1 （円）

125

176

188

14.3末 16.3末

海外拠点要員数 （人）

260

898

2,243

15.3末

情報処理技術者*3 （人）

ROAROE

15.1

13.3
10.8

10.0

10.6

10.0

離職率 （%）

2.9
3.2 3.3

2.2

5.4
5.8

1株当たり年間配当金 配当性向

NRI単体
うち女性

NRIグループ

*NRI単体+出向者 *NRI単体 *NRI単体

5,711

4,714

720

9,012

5,972

1,088

10,757

5,9795,979

1,1241,124

上級専門職に占める女性の割合 （%）

11.3 12.3 13.3 15.3

CO2排出量*4 （トン-CO2）

14.3

オフィスデータセンター

90,214
80,483

93,404

76,112

17,292

16.3

80,366

63,794

16,572

63,794

16,572

61,681

18,802

*4 地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法）
*4 に規定されている電力会社の実排出係数を
*4 使用して算出しています。

36.5

76

41.141.1
45

35.7

209

816

657

861

625

836

320

298

279

876

743

909

743

1,093

360

333

4,622 5,336

246

848

693

886

689

951

341

317

4,971

ITサービスマネージャー

ITストラテジスト

合計

システムアーキテクト

プロジェクトマネージャー

ネットワーク
スペシャリスト

データベース
スペシャリスト

情報セキュリティ
スペシャリスト

システム監査技術者

*NRI単体＋出向者

*1 NRIは、2015年10月1日付で、普通株式１株につき1.1株の割合で株式分割をおこなっています。
　 1株当たり当期純利益・配当金は、株式分割の影響を過年度分について遡及して算出しています。
*2 配当性向は、NRIグループ社員持株会専用信託に対する配当金を含めて計算しています。

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.309.3 10.3 11.3 12.3 13.3 15.308.3 14.3 16.3

09.3末 10.3末 11.3末 12.3末 13.3末 15.3末08.3末 14.3末 16.3末 09.3末 10.3末 11.3末 12.3末 13.3末 15.3末08.3末 14.3末 16.3末

09.3末 10.3末 11.3末 12.3末 13.3末 15.3末08.3末 14.3末 16.3末

*3 情報処理技術者は、経済産業大臣の指定試験
*3 機関である独立行政法人情報処理推進機構が
*3 実施している資格試験です。
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人材戦略についてはP30-31、環境についてはP53ご参照
より詳細な財務データについてはP54–55ご参照
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社長メッセージ

新たな領域へ果敢に挑戦し 
グローバル化とビジネスITの推進で 
さらなる成長を
2015年4月から、長期経営ビジョン「Vision2022」をスタートさせました。既存の強みに磨
きをかけてさらなる高みを目指すとともに、グローバル化やITの新潮流を見据えた新しい
挑戦を開始しています。今回、社長への就任とともに「Vision2022」の前半に該当する３ヵ
年の中期経営計画（2017年３月期～2019年３月期）を発表しました。新しい体制のもと、
中長期的な力強い成長を目指していきます。

代表取締役社長
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改革への基盤を築きつつ着実な成果の積み上げ
――「Vision2015」の総括

　8期にわたって進めてきた長期経営ビジョン「Vision2015（以下、
V2015）」が着実な成果とともに幕を閉じました。業界の中でも突出し
て高水準な収益性を保ちつつ、業界平均を上回る成長を達成すること
ができたと考えています。また、特定の顧客への依存度の大幅な低減
や産業分野の事業拡大、NRIの大きな強みである業界標準ビジネスプ
ラットフォーム（共同利用型サービス）の拡大など、力強い事業ポート
フォリオに向け、確実に前進することができました。

既存の強みだけに頼らない新たな飛躍を目指す
「Vision2022」

　V2015の最終年度と重なるかたちで2015年4月にスタートした新
たな長期経営ビジョン「Vision2022（以下、V2022）」は、既存の強み
であるIPにしっかりと磨きをかけるとともに、グローバル化の飛躍的拡
大や、ビジネスIT領域での新たな価値創造など、さらなる挑戦を図るも
のです。ビジョン・ステートメント「Share� the�Next�Values!」には、そ
の実現に向けた思いを込めました。
　「Values」は顧客に新しい価値を提供するとともに、NRI自身の価値
観も変えていくこと、「Share」はこれを顧客との「共創」、あるいはコン
サルティングとITソリューションの「共創」で実現していくことを意味し

【共同利用型サービス】

個別顧客向けのシステム構築
で培った技術・ノウハウを盛り込
み、顧客に必要な業務を標準化
したうえで、システムとしてNRI
が独自に開発・提供するサービ
ス。継続性の高い事業であり、
NRIの高い収益力の源泉のひ
とつである。リテール証券会社
向け総合バックオフィスシステ
ム「STAR」や銀行等向け投資
信託窓口販売口座管理システム
「BESTWAY」が代表例。
P24–25ご参照

【IP (Intellectual Property)】

NRI固有の業界ナレッジや業界
標準のサービスなど、価値提供
の源泉となる知的財産。「STAR」
や「BESTWAY」などの業界標準
ビジネスプラットフォームもそ
のひとつ。
P24–25ご参照

1

2

3

4

5

２大顧客依存からの脱却
（２大顧客「以外」）

グローバル化の飛躍的拡大
（アジアからグローバルへ）

ＩＰのラインナップ強化
（業界ナレッジ、業界標準ビジネスプラットフォーム等）

ビジネス価値創造の推進
（ビジネスＩＴとコンソリューション）

生産革新のさらなる追求
（国内得意領域の生産性向上）

多様な人材の連携と結集
（ビジネス創造とグローバル経営）

「Vision2015」の主な成果

２大顧客「以外」の拡大

外部売上高構成比
2008年3月期 2016年3月期

産業関連分野の顧客大型化

共同利用型サービスの拡大

グローバル関連事業の売上拡大

58%

19%

12%

1%

74%

24%

22%

6%

「Vision2015」の主な成果

産業分野の拡大

業界標準ビジネス
プラットフォームの拡大

グローバル関連事業の拡大
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ています。NRIらしいステートメントであり、社内外で共有していきたい
と考えています。
　以下の５つを柱とする成長戦略を推進することで、営業利益1,000
億円、グローバル関連事業売上高1,000億円など、高い目標の達成を
目指します。

グローバル化の飛躍的拡大

　V2022の新領域への挑戦の中核となるのは、「グローバル化の飛躍
的拡大」と「ビジネス価値創造の推進」です。いずれもこれから加速して
いく大きな潮流であり、他社にはできないNRIらしいソリューションを
提供していかなければなりません。
　まず、グローバル化については、既にグローバル関連事業売上高�
が売上高の約3割を占めるコンサルティング事業に対して、ITソリュー

1

2

3

4

5

グローバル化の飛躍的拡大
（アジアからグローバルへ）

ＩＰのラインナップ強化
（業界ナレッジ、業界標準ビジネスプラットフォームなど）

ビジネス価値創造の推進
（ビジネスＩＴとコンソリューション）

生産革新のさらなる追求
（国内得意領域の生産性向上）

多様な人材の連携と結集
（ビジネス創造とグローバル経営）

「Vision2022」成長戦略の５つの柱

「Vision2022」の数値目標

営業利益

営業利益率

グローバル関連事業売上高

ROE

1,000億円

14%以上

1,000億円

14％
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ションの事業規模はまだまだ低い水準です。顧客企業のグローバル事
業展開はますます加速しており、顧客からの信頼を維持し続けるために
は、グローバルな対応力が求められています。グローバル関連事業の
売上高1,000億円というのは高い目標ですが、しっかりと取り組んでい
きます。これまでV2015で力点をおいてきた中国・アジア地域に加え、
欧米での事業拡大にも目を向けています。ビッグデータやFinTech、AI
（人工知能）など、欧米発の先端的なIT技術やビジネスモデルを獲得
することで新領域への事業拡大にも積極的に取り組んでいきます。
詳細は特集P26–27ご参照

ビジネス価値の創造＝デジタルエコノミーへの対応

　もうひとつの「ビジネス価値創造の推進」は、ビジネスにおけるIT利
用の潮流変化を見定めた戦略です。その変化とは、これまでの事務効
率化を主眼としたIT投資から、新たな事業創出のためのIT投資へと、企
業の投資のシフトが進んでいることです。
　NRIはこれまで、顧客のバックオフィスの業務・コスト効率化の要求に
対し、高品質のシステムを開発し、そこで蓄積した業務知識とノウハウ
を活かして共同利用型サービスへ展開するビジネスモデルを強みとし
てきました。
　しかし、近年、デジタルマーケティングやFinTechなど、既存ビジネ
スを一変させるイノベーションをもたらすデジタルエコノミーの波が
訪れる中で、これからはITの利用で新しい事業を創出し、経営やビジネ
スモデルそのものを直接変えていくことが求められます。私たちが「ビ
ジネスIT」と呼ぶこうした仕組みは、顧客自身も模索している状況であ
り、「目指す成果を得るために、何をすればよいか」という最上流の段
階からスタートします。これには、顧客のシステム部門だけでなく、現
場のビジネス部門との連携が必要です。しかも、ここで構築するシス
テムは、日々利益を生み出すための事業活動と深く結びついているた
め、構築して終わりではなく、常に改善し続けなければなりません。ス
ピーディな試行錯誤を繰り返して成功を目指すビジネスモデルといえ�
ます。
　したがってNRIの関わり方も、コンサルティング部門が課題の解決策
を導き、その解決にシステムが必要な場合にはITソリューション部門に
バトンタッチするというこれまでのやり方だけではなく、構想の最初の
段階からITソリューション部門も加わり、顧客とNRIのコンサルティン
グ部門・ITソリューション部門が一体となり、仮説検証のサイクルを迅

【ビッグデータ】

サイトへのアクセス記録、ツイッ
ター上の書き込み、コールセン
ターへの問い合わせなど、近年
に急増し、かつ整理や構造化がさ
れていない膨大なデータ群で、こ
れらを分析してマーケティングな
どに活かすことも含めていう。

【デジタルマーケティング】

Webメディア（電子商取引、ソー
シャルメディアなど）や実店舗と
いった顧客が接する全チャネル
から集めたビッグデータを活用
し、個々の顧客ニーズに合わせ
た価値を提供するサービス。

【FinTech】

金融（F i n a n c e）とI T技術
（Technology）を融合させ、新
たなサービスを提供することを
指す概念。

【ビジネスIT】

顧客のビジネスの拡大に直接貢
献するIT。これに対して、顧客の
内部事務の効率化に資するITを
「コーポレートIT」という。
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速に回していくことが必要です。従来のビジネスモデルをさらに磨くと
ともに、「コンソリューション」という一体併走型のビジネスモデルを新
たに確立することを目指しています。
　私はコンサルティング部門出身ですが、こうしたビジネスITによる価
値提供を実際に経験したことがあり、NRIの強みがここで発揮できるこ
とを確信しています。例えば、㈱資生堂が20代の顧客開拓に向けて開
設した総合美容Webサイト「ワタシプラス」の構築においては、コンサ
ルタントとして構想段階から関わりました。このプロジェクトにより、膨
大なデータの分析を商品開発や販売にフィードバックし、従来方式の
マーケティング手法を上回る成果をもたらすことができました。こうし
たビジネスを、今後、より大規模に展開していくことを目指しています。
NRIは、顧客と一緒にビジネスを創造していく大きなポテンシャルを
持っていると考えており、これを次の成長のためにもっと引き出さなけ
ればならないと思っています。
詳細は特集P28–29ご参照

中期経営計画の位置付け

　V2022の新しいチャレンジの中核となる「グローバル化」と「ビジネ
ス価値創造」の2つのテーマは、NRIの長期的な成長に不可欠ですが、
成果が出てくるまでにある程度の時間を要すると考えています。既存
の強みを活かした成長を併せて推し進める必要があります。
　この点を踏まえつつ策定したのが、2017年3月期からの3ヵ年を対
象とする中期経営計画です。策定にあたり多くのメンバーを巻き込む
ことで、全員が計画の当事者となることを目指しました。
　中期経営計画では、V2022の5つの成長戦略を短期・中期・長期の3つ
の視点で整理しました。
中期経営計画の事業展開イメージについては、特集P22–23ご参照

　これまで述べた2つの新規分野での成長の中核テーマは長期視点で
考えており、中期経営計画の中では「グローバル化」と「ビジネスIT」への
先行投資として、まずは事業基盤の確立に向けた仕込みや実績づくりを
進めていきます。
　グローバル化では、国内顧客のグローバル展開にともなう現地支
援、既存のIPを活用した市場参入、欧米のIP獲得による新領域への展
開をおこない、グローバル関連事業の基盤構築を推し進めます。具
体的には、現地企業との提携による既存の業界標準ビジネスプラット

【コンソリューション】

ビジネスITを企画・構想する段
階から、コンサルティングとソ
リューションが顧客と併走して
オープンなイノベーションに取
り組み、その後も実現と効果検
証のサイクルを繰り返しながら、
成果とリスクを顧客と分かち合
う新たなビジネスモデル。
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フォームの海外展開、あるいはNRIにない技術・ノウハウを持つ欧米企
業のM&Aなど、様々なアプローチで取り組みを進めていきます。
　また、ビジネスITの創出では、デジタルマーケティングにおけるデー
タ分析の実証実験やブライアリー・アンド・パートナーズのノウハウの
横展開、FinTechの事業機会の探索、ブロックチェーン技術の実証実
験などを進めます。コンサルティングからITソリューションまでを一貫
して提供できる総合力を活かしてNRIらしいビジネスを是非つくってい
きたいと思っています。

業界標準ビジネスプラットフォームの拡大と 
国内顧客の大型化

　「IPのラインナップ強化」については、中期的な視点で、業界標準ビジ
ネスプラットフォームの領域拡大や、国内顧客の新規獲得と大型化を
推進していきます。
　業界標準ビジネスプラットフォームにおいては、従来のサービスに加
え、証券・資産運用分野での周辺業務（カスタマーサポートや会計処理
など）を引き受けるBPO（Business�Process�Outsourcing）サービ
スを組み合わせて提供することで、顧客領域・サービス領域ともに拡大
を図ります。ITインフラを自前で抱え、制度改正や新技術、情報セキュ
リティに対応させていくことに疲弊し、限界を感じている企業は多いと
実感しています。また、限られたIT予算内でビジネスITに力を入れる中
で、コーポレートITのコスト効率化ニーズは一層拡大することが見込ま
れます。そのため、NRIの業界標準ビジネスプラットフォームの導入モ
チベーションが高まると考えられ、中長期的な成長余地は大きいと見
込んでいます。
詳細は特集P24–25ご参照

　国内顧客の新規獲得と大型化では、業界を代表する企業に対してコ
ンサルティングとITソリューションの両部門が連携した継続的アプロー
チで関係を深め、大型ITソリューション案件の獲得を目指すプライムア
カウント戦略をさらに強化します。これまでは、特に産業分野で活動を
推進してきましたが、金融分野でも取り組んでいきます。コンサルティ
ングとITソリューションの連携がさらに進むよう、産業ITソリューション
の経験が豊富な専務執行役員をコンサルティング管掌に任命しまし
た。また、金融ITソリューション、産業ITソリューションのそれぞれにつ
いて、常務執行役員をプライムアカウント戦略の責任者に任命してい
ます。

【ブロックチェーン技術】

「信頼できる第三者」を介在させ
ずに参加者相互による分散型の
合意形成を実現し、全ての取引
の監査証跡管理を可能にする�
技術。 イ
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利益と人的リソースの余裕を生み出す生産革新

　「生産革新のさらなる追求」は、さらなる収益性アップを目指して取り
組むテーマです。具体的には、プロジェクト監理強化などによる開発プ
ロジェクトの品質・生産性向上や、システム開発体制の最適化などを進
めます。
　予期せぬ大型不採算案件の発生は、先行投資や基盤づくりに取り組
む余裕を奪うばかりか、数値目標の達成にも影響します。このため、不
採算案件の発生抑止に向けて、常に仕組みを見直し改善していくこと
が必要です。
詳細は品質管理P48−49ご参照

　システム開発体制を最適化するために、NRIが提供する複数の業界
標準ビジネスプラットフォームにおける類似した機能部分の開発・保守
体制の統合を進めることで、生産性の向上を目指しています。これは、
業界標準ビジネスプラットフォームの魅力を高めるとともに、ビジネス
ITなど新しい分野での事業拡大に取り組む人的リソースの余裕を生み
出す面でも非常に重要です。

求める人材

　「多様な人材の連携と結集」は、V2022の実現に向けて他の全ての
戦略の土台となるものですが、特にグローバル人材や、新事業の創造
ができる人材を増やしていく必要があります。
　NRIでは専門的な知識と能力を身につけたプロフェッショナルとなる
ことを重視しており、この方針に沿って、人材育成を進めています。これ
は非常に大切であり、今後も不変です。一方で、コンサルティング部門
とITソリューション部門、さらにパートナー企業のメンバーなどが混成
チームをつくってお互いの能力を引き出しつつ議論を重ねてビジネス
を創っていく、あるいはグローバルで全く文化や風土が異なる人間と
協働するといった場合には、異質であることの価値を認め切磋琢磨し
合うことが必要です。V2022の実現には、リスクのとれる起業家的人
材が必要であり、さらに、こうした共創する姿勢を持つ人材も増やして
いきます。V2022の目標達成を通じて、プロとしてだけでなく、人間と
しても成長できたと多くの社員が思えるような企業にしていきたいと
思っています。
　ダイバーシティでは、「女性の活躍」「グローバル社員の活躍」「障が
い者が働きやすい環境づくり」などに向けて取り組んでいます。「女性
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の活躍」については、上級専門職の女性比率は5.8％とまだ低い水準
にありますので、2019年3月末までに7％以上とすることを目標として
います。ダイバーシティ推進組織を軸に、リーダー育成プログラムなど
様々な取り組みを実施していきます。
　また、急速に拡大している海外の現地社員が従来以上に活躍できる
仕組みの構築を急ピッチで進めています。現地社員への権限移譲や取
締役への登用なども不可欠ですが、これらに向けたNRIの意識改革も
大切です。
詳細は特集P30–31ご参照

成長への資金活用と資本効率向上

　V2022で掲げた力強い成長の実現に向けて、新規事業の創出や業
界標準ビジネスプラットフォームの領域拡大、M&Aなどに資金を有効
活用していきます。
　その結果としての高い利益成長に加え、資本効率も重視していきま
す。さらなる資本効率の向上に向けて、V2022ではROE14％、また、
その中間目標として、中期経営計画ではROE12％前後という数値目標
を掲げ、持続的なROE向上を目指します。2016年6月までに、約100
億円の自己株式を取得しました。

　NRIはコンサルティングとITソリューションを併せ持つ非常に特長の
ある企業であると考えています。また、これまで高い収益力を維持しな
がら持続的な成長を果たしてきました。V2022の取り組みを通して、
特長を磨き、安定感に加えて成長力があると自他ともに認められる企
業となることを目指していきます。
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新マネジメントの決意表明

　NRIグループは、使命である「新しい社会のパラダイムを洞
察し、その実現を担う」「お客様の信頼を得て、お客様とともに
栄える」の実現を目指しています。この使命を具体化したものが
「Vision2022（以下、V2022）」であり中期経営計画です。今、
NRIグループを取り巻く環境としては、顧客自身のグローバル化
の加速、デジタルエコノミーの勃興に代表されるような「潮目の
変化」が起こっており、私たちが一段の高みへと飛躍するために
は、これまでの延長線上にはない戦略を打ち出していかなけれ
ばなりません。V2022と中期経営計画は、野心的な戦略を通じ
てNRIグループが目指す姿を示したものです。

　「潮目の変化」は、NRIグループにとっての大きな挑戦であるこ
とは確かですが、同時に、コンサルティングからITソリューション
までを一元的に提供できるという私たちの独自の強みを発揮す
る好機でもあります。今後は、ビジネスモデルとITの一体化が進
むことになるため、間違いなくNRIグループの持つ総合力の真
価が活かされる局面が増えるはずです。NRIグループ一丸となっ
て、さらなる成長に邁進していきます。

NRIは、2016年４月より中期経
営計画をスタートさせるととも
に、マネジメント体制も一新しま
した。

持続的な企業価値向上に向け、
グループ内外の多様な人材の
総力を結集して新たな取り組み
を重ねていきます。

此本 臣吾
代表取締役社長

新たな体制のもと
中長期的な成長のために
挑戦を続けます
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に向けた中期経営計画がスタートしています。これ
までのNRIグループの強みをさらに強化することは
もちろん、グローバル化やビジネス価値創造の推
進など新たな挑戦が始まります。

　コーポレート部門は、これまで整えてきた会社の
仕組みを洗練させるとともに、より効率的な運営を
目指します。同時に事業部門がより積極果敢に挑戦
できるよう、これを後押しするための制度改革や、目
標達成に向けて全ての社員が挑戦しようとする風
土の醸成に取り組みます。

　また、取締役会の運営のほか、社員が安心して挑
戦することを支えるガバナンス環境をさらに高度化
させていきます。

　私たちNRIの強みは、社会や顧客との共存共栄が
事業思想の根幹に強く根付いていることであると
考えています。

　時代の変化に応じて顧客にしっかりと寄り添いな
がら歩み、悩み、ともに成長することが、NRIの事業
活動そのものです。企業だけでなく、産業全体の成
長のお手伝いを通じて、交通機関、情報通信、流通
小売サービスなどをはじめとした生活インフラの整
備に貢献することも私たちの目指す企業の在り方
です。未来に向けて、強い信念を持ってより一層尽
力していきたいと考えています。

　そして、日本で培った実績を土台に、グローバル
市場へ貢献していきたいと思います。

板野 泰之
代表取締役�
専務執行役員�

上野 歩
代表取締役�
専務執行役員�
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特集：Share	the	Next	Values!

長期経営ビジョン「Vision2022」と	
中期経営計画

V2022で目指す企業像

　NRIは、「未来創発」のコーポレート・ステートメ
ントのもと、社会のトレンドや顧客ニーズ・課題に
お応えし、高い付加価値を提供してきました。50
年以上の歴史の中で、短期の成果だけでなく長
期的で社会的な意義を志向して顧客をナビゲー
トする「洞察力」、実践的な技術・知識・ノウハウ
とやり遂げる強い意志による「実現力」、顧客の

ニーズを理解し、ともに考え、変革や革新をもた
らす「共創力」という他社にはない独自の強みを
持つ企業に成長しています。
　これらの強みを土台に、真のイノベーション
を共創し、自らもさらに進化を遂げようとするの
がV2022です。ビジョン・ステートメント「Share�
the�Next�Values！」はこうしたNRIの思いを込
めたものです。

NRIは、2023年3月期を最終年度とする新たな長期経営ビジョン「Vision2022（以下、V2022）」を2015年4月に
スタートしました。これは、顧客企業のグローバル化の加速、デジタルエコノミーの勃興、という「潮目の変化」をしっ
かりと見定め、コーポレート・ステートメント「未来創発」を実践して次なる飛躍を目指すものです。
本特集では、同ビジョンの成長戦略を、IPのラインナップ強化と生産革新、グローバル化、ビジネス価値創造の推
進、人材戦略の4つのキーワードでご紹介します。
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V2022策定の背景

　V2022でNRIが目指すイノベーションは、未
来の変化の洞察が起点となっています。
　変化のひとつはグローバル化の加速です。日
本企業のグローバル化は分野を問わずに進んで
おり、NRIが顧客からの信頼を維持し続け、持続
的成長を実現するには、グローバルな対応力が
求められています。これまで注力してきた中国・
アジア地域だけでなく欧米での事業拡大にも目
を向け、最適なサービスを提供する体制を整え
ることが必要です。
　また、デジタルエコノミーによる「新しいITの
時代」への社会の変化も大きなトレンドのひとつ
です。デジタルマーケティングやFinTechなど
の新しいIT技術活用の潮流を先取りし、顧客とと
もに未来の社会に役立てていくことは、NRIが本
領を発揮すべき領域です。
　また企業は、これまでの事務・業務効率化を主
眼とするコーポレートITから、ITを利用した新ビ
ジネスの立ち上げなど直接事業拡大に結び付く
ビジネスITへと、IT投資の方向性において大き
く舵を切ろうとしています。
　国内事業が9割以上を占め、高品質のコーポ
レートITの提供を強みとしてきたNRIにとって、
これらふたつの大きな潮流に対応することは、新

たな飛躍のために避けて通れない道であると考
えています。

V2022実現のための第1ステップ 
――中期経営計画

　NRIはV2022実現に向けた第1ステップとし
て、2017年3月期～2019年3月期の3ヵ年を対
象とする中期経営計画を策定しました。短期・中
期・長期の視点での施策を推し進めていきます。
　短期的には、生産革新のさらなる追求を進め
ます。国内得意領域の生産性向上でさらに収益
性を高め、将来の成長に向けた先行投資の原資
や人的リソースの余裕を生み出します。
　中期的には、業界標準ビジネスプラットフォー
ムの領域を拡げるとともに、既存顧客とのビジネ
スの大型化を図ることで、事業の拡大を目指しま
す。
　V2022の核となるグローバル化とビジネス
価値創造については、長期的視点での成長を目
指し、事業基盤の確立や実績づくりなど本格展
開への先行投資を進めていきます。
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さらなる収益性を目指す分野

 

 

 

中期的な成長を目指す分野 

グローバル関連事業の基盤構築

ビジネスITの創出

長期的な成長を目指す分野
（今後3年間は仕込み・実績づくり中心）

 

 

既存顧客 新規顧客 新ビジネスモデル

*B+P：ブライアリー・アンド・パートナーズ

アジア

国内

欧米ほか

グローバルな広がり

領域の広がり

新たな顧客・ビジネスへ

グ
ロ
ー
バ
ル
へ

IoT、AI等

デジタル
マーケティング

B+P*
アジア展開

FinTechフィナンシャル
グループ

新たな業界標準
ビジネス

プラットフォーム

大型生保

産業系BESTWAY
Value Direct 

生保

証券

野村
ホールディングス

流通
戦略系
コンサル

STAR
I-STAR
T-STAR

通信
損保

食品

セキュリティ

金融
グローバル

産業
グローバル

流通
グローバル

コンサル
アジア

グローバル
セキュリティ

コンサル欧米
プラクティス

中期経営計画の事業展開イメージ
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IPのラインナップ強化と生産革新

クラウドの先駆け―「STAR」

　NRIの共同利用型サービスのひとつに「STAR」
があります。長年の証券業向けのシステム構築
で蓄積した業務知識とノウハウを活用し、証券会
社で標準的に必要とされるバックオフィス業務

を集約したシステムとして開発しました。稼働し
たのはまだクラウドサービスという言葉もなかっ
た1974年でした。現在では、大手から中堅、中
小までの証券会社に幅広くご利用いただいてい�
ます。
　野村證券㈱にも2013年から、それまでの自社

業界標準ビジネス 
プラットフォームの 
領域拡大と生産革新で 
強みを磨く
NRIの強みの源泉のひとつが、業界標準ビジネスプラットフォーム（共同利用型サー
ビス）です。リテール証券会社向け総合バックオフィスシステム「STAR」、銀行等向
け投資信託窓口販売口座管理システム「BESTWAY」などは多くの顧客にご利用い
ただき、業界のデファクトスタンダードとなっています。NRIは、業界標準ビジネスプ
ラットフォームのサービス領域の拡大とともに、生産性を向上させることでさらに収
益性を高めていきます。

リテール証券会社向け
総合バックオフィスシステム

（利用社数）共同利用型サービスの例
個別開発の情報システム 共同利用型サービス

A社 B社

A社サーバ B社サーバ

NRIのデータセンター

C社内サーバ

C社 A社 B社 C社

NRIのデータセンター
STAR 68社

ホールセール証券会社向け
総合バックオフィスシステムI-STAR 26社
投資信託運用会社向け
信託財産管理システムT-STAR 73社
銀行等向け投資信託
窓口販売口座管理システム

（注）利用社数は2016年3月末現在

BESTWAY 109社

個別開発の情報システムと共同利用型サービスの違い
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システムに替えて「STAR」をご利用いただいて
います。「STAR」が業界最大手のニーズに対応し
得る機能・拡張性・信頼性・セキュリティを持って
いることが証明されたと受け止めています。
　共同利用型サービスは、複数社が共同で利用
するため、自社単独でシステムを構築するよりも
コストダウンが図れるだけでなく、制度改正への
対応の負荷も軽減されます。それにより、本来差
別化を図るべき分野に経営資源を集中できるこ
とから、多くの顧客の支持をいただいています。

拡大するサービスと高まるニーズ

　ＮＲＩは「STAR」を皮切りに、ホールセール証券
会社向け総合バックオフィスシステム「I-STAR」、
投資信託運用会社向け信託財産管理システム
「T-STAR」や、「BESTWAY」、インターネット
バンキングソリューション「Value�Direct」など
を展開して、サービスの提供対象を広げてきま�
した。
　日本企業の多くでは、単独で情報システムを
構築・運用する形態から、汎用的なサービスを利
用する形態に移行する傾向が強まっています。こ
うした情報システムの「所有から利用へ」の流れ
や、コーポレートITのコスト効率化ニーズの高ま
りにより、NRIの共同利用型サービスの事業機会
がさらに広がっています。

さらに領域を拡げ、確かな収益力のコアに

　従来の証券・資産運用分野での共同利用型シ
ステムのサービスに加え、その周辺業務を引き
受けるBPOサービスを組み合わせて提供するこ
とで、業界標準ビジネスプラットフォームの顧客
領域・サービス領域の拡大を図っています。
　2016年1月に開始されたマイナンバー制度
に対しては、共同利用型サービスと㈱だいこう
証券ビジネスの事務のBPOサービスを組み合
わせた「マイナンバーの登録・管理サービス」を
金融機関と事業会社向けに提供して、企業の事
務負荷や管理費用の軽減に貢献しています。そ

のほか、「プライム・セトルメント・サービス*」は、
「I-STAR」とNRIプロセスイノベーション㈱が
提供するBPOサービスを組み合わせたもので、
2015年秋から金融機関向けに提供しています。
*�金融機関がバックオフィスでおこなう一連のポストトレード
業務に、事務処理を代行するBPOと、業務で使うシステム環
境を提供するITOを統合し、業務の効率化を実現するサー
ビス。

生産性向上で、さらに収益性アップ

　V2022においては、生産革新のさらなる追求
も重要なテーマのひとつです。具体的には、業界
標準ビジネスプラットフォームの開発体制の最
適化や、プロジェクト監理のさらなる強化、開発
管理ツールの高度化とテスト工程のリソースの
共通化などを進めます。これらは、得意領域の生
産性向上により、さらなる収益性アップを追求す
るものです。将来の成長に向けた新領域への挑
戦に取り組むための人的リソースを生み出す意
味でも重要です。

既存顧客 国内新規顧客

（例）プライム・セトルメント・サービスの領域拡大イメージ
金融機関がバックオフィスでおこなう一連のポストトレード業務に、
事務処理を代行するBPOと、業務で使うシステム環境を提供する
ITOを統合したサービス

グローバル

新領域

BPO

ITO

サ
ー
ビ
ス
軸

グ
ロ
ー
バ
ル

プ
レ
ー
ヤ
ー
へ
の
成
長

（2016年3月期）

ＩＴホールディングス

日本ユニシス

SCSK

NRI

伊藤忠
テクノソリューションズ新日鉄住金

ソリューションズ

NTTデータ

顧客軸

「プライム・セトルメント・サービス」の
 領域拡大イメージ

プライム・
セトルメント・
サービス

既存
I-STAR

証券・資産運用分野でのITO×BPO展開等により、
顧客やサービス領域を拡大

顧客領域の拡大

グ
ロ
ー
バ
ル
へ

サ
ー
ビ
ス

領
域
の
拡
大
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グローバル化

長期的な視点で仕込み・実績づくりを推進

　日本企業の海外展開は、製造業はもちろん、
サービスや金融の分野でも加速しており、経営
そのものが急速にグローバル化しつつありま
す。
　その中で、NRI自身もグローバル化を進め、
しっかりとした対応力をつけることが求められて
います。顧客のグローバル事業展開を確実にサ
ポートすることだけでなく、海外発の先端技術や
先進的なビジネスモデルを積極的に獲得し、NRI
の新サービス創出力向上を目指します。
　グローバル化への取り組みは、長期視点で臨
む計画です。これまで注力してきた中国・アジア
に加え、欧米においても事業拡大の足がかりを
確保すべく、中期経営計画では仕込みと実績づ
くりを進めます。

3つのアプローチで展開

　グローバル戦略は大きく3つのアプローチで
展開していきます。まず１つ目としては、海外事

業展開を進める国内顧客のニーズに対応し、コ
ンサルティングおよびITソリューションの両面で
支援を拡大していきます。証券会社をはじめとす
る金融機関のグローバルIT、流通・製造業の海外
事業展開のサポートなどはもちろん、資産運用、
銀行や、食品、商社など幅広い業種の顧客に対し
てNRIがどのように貢献できるかを模索しつつ
実践していきます。
　2つ目は、NRIの既存のIPを活かしたアプロー
チです。コンサルティング部門は、既に海外進出
している日本企業にとどまらず現地政府・企業向
けにサービスを提供しており、その成長をより一
層加速させていきます。ITソリューション部門で
は、業界標準ビジネスプラットフォームをこれま
で日本国内向けに事業展開してきましたが、現
地企業との提携によるグローバル展開を図って
いきます。
　3つ目は、ビッグデータやFinTech、AI（人工
知能）といった欧米発の先端技術、新たなビジネ
スモデルやサービスを取り込み、既存IPとのシ
ナジーを活かして新たな領域への展開を目指す
ものです。既に動き出している具体的な実績とし

顧客の海外展開支援と 
IPの活用で
中国・アジアに加え 
欧米における事業基盤を拡大
V2022におけるNRIの大きな挑戦は、「グローバル化の飛躍的拡大」です。数値目
標のひとつとしてグローバル関連事業売上高1,000億円を掲げています。これは、
2016年3月期実績の約4倍とかなり高い目標であり、従来の延長線上にはない取り
組みによる成長を目指す必要があります。
既に社内体制の整備を進めており、M&Aの活用も見据え、多様なアプローチで達成
していきます。
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機会 アプローチ テーマ例

顧客とともに展開し
現地支援を拡大

既存のIPを活用した
市場参入

欧米のIPを獲得し
新領域へ展開

グローバル展開への３つのアプローチ

国内顧客の海外進出
▶証券・資産運用・銀行向けの海外展開支援
▶流通・食品・商社等の海外展開支援

▶コンサルティングの既存アジアビジネス
▶業界標準ビジネスプラットフォームのグローバル展開
▶B+Pを中心としたロイヤリティ・マーケティングの
▶アジア等への展開

▶欧米発のコンサルティング・プラクティス
▶金融分野のITO・BPO、リスク・規制関連サービス
▶顧客フロント、アナリティクス、情報セキュリティ関連 等

アジア市場の成長と
依然巨大な欧米市場

欧米発の先端技術や
新たなビジネスモデル

ては、デジタルマーケティング・サービスに関す
るコンサルティングとITソリューションを提供す
る米国の企業ブライアリー・アンド・パートナーズ
（B+P）の2015年の買収と、同社を活用したビ
ジネス展開が挙げられます。また、日本と東南ア
ジアでは、ここ数年、急速にデジタルマーケティ
ングに関する取り組みが盛んになっていること
から、2016年4月には、ブライアリー･アンド・
パートナーズ・ジャパンを設立し、日本と東南ア
ジアにおける事業展開を強化しています。
　2つ目と3つ目のアプローチを成功させるため
には、M&Aの活用も有効な手段のひとつと考え
ており、中期経営計画期間中のM&A投資規模は
約500億円を想定しています。NRIにない技術や
ノウハウを獲得できることや顧客基盤の拡大に
つながること、なおかつ企業理念・文化との親和
性があることなどを重視し、積極的に進めていき�
ます。

グローバル化を支える体制も整備

　グローバル事業の推進にあたり、組織的な整

備もおこなっています。グローバルビジネス推
進委員会を新設し、全社横断でのグローバル戦
略の共有、戦略実行段階でのナレッジ共有をお
こなうほか、事業資産の獲得に向けたM&A等
アライアンスの企画などを一元的に管理するグ
ローバル・アライアンス推進室を設立しました。
また、証券業・銀行業、産業ITソリューション・IT基
盤サービスの事業分野それぞれにグローバル事
業の推進部署を新設し、取り組みを加速していき
ます。
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ビジネス価値創造の推進

企業のIT利用の進化

　これまで企業におけるIT投資は、会計・事務処
理や管理などバックオフィス業務の効率化のた
めの「コーポレートIT」が多くを占めていました。
しかし、デジタルエコノミーによる新たなITの時
代へと大きく変化する中、ITの利用で新しい事業

を創出し企業価値向上に直結する「ビジネスIT」
へのニーズが高まっています。
　実際に、デジタルマーケティングにおけるビッ
グデータを駆使したデータ分析やFinTechにお
けるブロックチェーン技術、その他IoT*といった
新技術領域において、企業が新ビジネス創出を
模索しており、顧客と協働して実証実験をおこな

コンサルティングと 
ITソリューションが 
顧客と併走して 
新ビジネスを創出
V2022で、NRIが新たなビジネスモデルとして確立を目指すのが「コンソリューショ
ン」です。これは企業が次なる成長のために、ITを利用した新しい事業の創出を求め
る動きが強まっていることに応えるものです。その創出には、ビジネスの企画構想と
システム構築に、顧客とNRIのコンサルタント、ITエンジニアが一体となって取り組
むことが必要です。NRIは、このような顧客とのビジネスITの共創ができる体制を強
化していきます。

コーポレートＩＴ
サービスを支えるIT

コーポレートＩＴ
サービスを支えるIT
（バックオフィス）

ビジネスＩＴ
ITがサービス
そのものに

（ユーザフロント）

国内顧客の海外進出
企業の業務を支える役割だったITは、ユーザフロント領域で企業のサービスそのものに
関わり、新しいビジネスを創り出す存在へ

ITへの期待が変化
スマホに代表される
スマートデバイスでの

アプリ実装

リアル × ITによる
新産業の萌芽

ユーザエクスペリエンスの
向上がビジネスの鍵

エンドユーザがもたらす
様々なデータの活用

ビジネスITが求められる背景
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うなど、NRIの動きも加速しています。
　NRIは業界に先んじて、このような新しい潮流
に対応したビジネスモデルの確立を進めていき�
ます。
*�PCやスマートフォンだけでなく、自動車・家電・日用品・建物
などあらゆるモノをインターネットにつなげ、識別・管理・コ
ントロールできるようにする考え方。

NRIの真価が発揮できるビジネスIT

　従来のコーポレートITの構築プロジェクトは、
まず業務内容やニーズを反映した企画策定をお
こない、その後顧客の求める「要件」をシステム
に落とし込んでいく、リレー型のビジネスモデル
でした。
　しかし、ビジネスITは、事業の最前線において
新たなビジネスを創出するためのものです。顧
客からの明確な「要件」が事前に決まっていると
は限りません。NRIのコンサルタントとITエンジ
ニアが、主に顧客のビジネス部門と一体となっ
て、ビジネスの可能性は何か、その中でITがどの
ように貢献できるかを考え、試行錯誤を繰り返し
ながら新たなビジネスモデルやサービスを開拓

していく、全く新しい進め方が必要です。システ
ム構築後も、チームで継続的に仮説検証のサイ
クルを回しながら、ユーザが満足するものに仕
上げていきます。
　優秀なコンサルティング部門とITソリューショ
ン部門の両方を擁するユニークな特長を持つ
NRIにとって、ビジネスITはその真価が発揮でき
るビジネスモデルです。この一体併走型の「コン
ソリューション」ビジネスモデルの確立により、次
世代ITビジネスのリーダー的なポジションを確
立していきます。
　
長期視点で実績づくり

　ビジネスIT創出の事業拡大には、長期視点で
の取り組みが必要です。中期経営計画では、ビジ
ネスIT創出に向けたコンソリューションでの実績
づくりに取り組んでいきます。足元では、2017
年3月期中にデジタル事業の新会社設立を目指
して準備を進めているほか、FinTech関連ビジ
ネスの事業化などを検討しています。

▶デジタルマーケティングやFinTech、新技術領域への
 取り組みを推進
▶顧客・外部機関との協働（実証実験、協業）も実施

▶「コンソリューション」のイメージ

テーマ 始動した施策例

デジタル等の新領域への展開

デジタル
マーケティング

▶データ分析の実証実験 （レコメンドによる販促等）

▶ロイヤリティ・マーケティングのノウハウ横展開

FinTech
▶FinTechにおける事業機会の探索・体制強化

▶ブロックチェーン技術等の実証実験

新技術領域
▶新技術の実証実験 （IoT、人工知能等）

▶パロアルト研究所★との協業

★パロアルト研究所は、様々な革新的技術の研究開発の実績を有する
米ゼロックス社の子会社。1970年設立。

ナビゲーション

ソリューション

分析・提案

データの
　更新・蓄積

ITの
　構築（更新）
　　・拡張

　　ＩＴを
　利用した
オペレーション
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人材戦略

「真のプロフェッショナル」が人材育成の基本

　NRIを支える人材は、現場で顧客の期待を上
回る成果を残せるプロフェッショナルです。豊富
な知識・スキル・経験に裏打ちされた専門性と、
これを元にいかなる事態にも自らが取り組み、や
り遂げる力で、高い付加価値を提供し、信頼を勝
ち得てきました。こうした人材を計画的・継続的
に育てるため、NRIは社員が自らの専門分野とレ
ベルを把握し、レベルアップを図る見取り図とし
て、「キャリアフィールド」を設定しています。その
うえで複数の専門分野で能力を磨くことを奨励
し、視野が広く、的確な協業のできるプロフェッ
ショナルを育てています。
　育成手法はOJTを基本に、多様な研修講座や
自己研鑽を有機的に結合し、現場での実践と知

識の習得、さらに人間力を連動して向上させるこ
とを目指しています。また、高度な専門性を持つ
人材を社内認定資格に認定することにより、NRI
の中核的な人材育成を促進するとともに、社員
に対して、NRIにおけるプロフェッショナル人材
の目標像を示しています。
　また、グローバルに活躍できるビジネスリー
ダーを育てるため、派遣留学や中国やインドでの
システム開発研修などを充実させています。さ
らに、海外拠点でのトレーニー制度など異なる分
野で経験を積む仕組みにも力を入れています。
　人事ローテーションも育成策として重視してお
り、一定の異動経験を昇格の必須条件としてい
ます。人材のポートフォリオを人事部門がしっか
りと把握し、個々の社員の対応力を見極めなが
らローテーションをおこないます。

多様な人材の連携と結集
NRIが新たな価値を生み出していくうえで、最も重要な経営資源は「人」です。優秀な
人材を長期的な視点で採用・育成し、各人が持てる能力を最大限発揮できる場や機
会を提供することを重視しています。
高い志と専門性、多様な現場での経験など、これまでのNRIの人材の強みを維持し
つつ、未知の領域へ挑戦する「人財」を育成していく取り組みを強化していきます。

既存顧客 国内新規顧客

（例）プライムセトルメントサービスの領域拡大イメージ
金融機関がバックオフィスで行う一連のポストトレード業務に、
事務処理を代行するBPOと、業務で使うシステム環境を提供
するITOを統合したサービス

グローバル

新領域

BPO

ITO

サ
ー
ビ
ス
軸

グ
ロ
ー
バ
ル

プ
レ
ー
ヤ
ー
へ
の
成
長

顧客軸

キャリアフィールド

プライム
セトルメント
サービス

既存
I-STAR

証券・資産運用分野でのITO×BPO展開等により、
顧客やサービス領域を拡大

顧客領域の拡大
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

NRIのグローバル人材育成プログラム

グローバルビジネスリーダー

海外勤務
派遣留学
学位取得
短期

語学研修
英語・中国語

海外研修
（ＩＴ関連）
グローバルSE
（インド・中国）等

海外研修
（ビジネス）
マネージメント・
リーダーシップ

グローバル人材プール

海外
トレーニー
海外拠点での
実務研修
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V2022実現のための新人材像

　NRIはV2022で、グローバル化、ビジネスIT
への注力、新ビジネス創造など、新たな領域に挑
戦します。
　そのためには、顧客の要望に高度な専門性で
応えるだけでなく、顧客とともに試行錯誤しなが
ら、時にはリスクもとってビジネスを創っていけ
る人材を発掘し、育てていく必要があります。
　また、こうして発掘あるいは取り込んだ人材が
きちんと定着し、存分に能力を発揮できるオープ
ンな環境をつくっていきます。起業家的な人材
のロイヤルティ（帰属意識）を高めるには、成長と
自己実現を実感できる場であることが最良の処
方箋です。
　NRIはこれまでも、社員自らが研鑽に励む風土
づくりのための取り組みを、様々な形でおこなっ
てきました。「NRInnovation!�Forum」という活

動では、組織を越えて、人財育成、グローバル、女
性活躍推進などをテーマとして議論し、交流を深
めています。

ダイバーシティも新領域での飛躍に不可欠

　また、女性をはじめとする全ての社員にとって
働きがいのある会社を目指した施策も積極的に
推進しています。2010年にダイバーシティ推進
組織を設立したほか、2016年3月には、以下のよ
うな具体的数値目標を盛り込んだ2019年3月末
までの行動計画を策定・公表しました。
●女性管理職比率を7％とする
●女性就業継続率を男性の80％以上とする
●女性の採用比率を30％以上とする
　目標達成を目指して取り組むとともに、今後
も、社員一人ひとりが心身ともに充実し能力を最
大限に発揮できる環境づくりに努めます。

社内認定資格

企画
提案

業務

システム

基盤

運用

事業創造
顧客開拓

提案・コンサルティング
システム化計画 設計・開発 運用・維持管理 プロジェクト

マネジメント

対
象
と
な
る
工
程
範
囲

業務プロセス

企画
提案

業務

PM・
システム

基盤

運用

事業創造
顧客開拓

提案・コンサル
システム化改革

設計・
開発

運用・
維持管理

認
定
車
が
特
に
強
み
を
有
す
る
能
力

業務プロセス

▼ STAR導入完了（2013/1）

運輸物流業

※1 現NRI台湾　　※2 現NRIソ

運輸物流業

グローバルビジネスリーダー
グローバルビジネスリーダー

CBD
（認定ビジネスディベロッパー）

①事業創造
②顧客開拓 ＣＰＭ

（認定プロジェクト
 マネージャー）

①新規プロジェクト
②エンハンスメント
　プロジェクト

CBA
（認定ビジネスアナリスト）

ＣＡＥ
（認定アプリケーションエンジニア）

CITA
（認定ITアーキテクト）

①基盤リーダ
②先端技術者
③基盤ストラテジスト

①アプリスペシャリスト
②アプリアーキテクト
③アプリ共通基盤スペシャリスト

CISM
（認定ITサービスマネージャー）

①ＩＴサービス設計
②ＩＴサービス実装
③ＩＴサービス運用

CPM
（認定プロジェクトマネージャー）

NRInnovation! Forum

企画
提案

業務

PM・
システム

基盤

認
定
者
が
特
に
強
み
を
有
す
る
能
力

CBD
（認定ビジネスディベロッパー）

①事業創造
②顧客開拓

CPM
（認定プロジェクトマネージャー）

CBA
（認定ビジネスアナリスト）

①新規プロジェクト
②エンハンスメントプロジェクト

CITA（認定ITアーキテクト）
①基盤リーダー
②先端技術者
③基盤ストラテジスト

継続議論

NRInnovation! Forum
全体会

（社長メッセージ、
結果発表、議論 他）

人財育成 社員の人材育成に対する意識の向上と
重要性について認識を深める

グローバル 社内外のグローバル事業について知るとともに、
その必要性を認識し、自ら関心を持って行動する

チャレンジ！ NRIの「技術」「開発」に触れながら、
業務の視点とテクニカルの視点の融合を図る

女性活躍推進 NWN 
(NRI Women’s Network)

一人ひとりがいきいきと働くための、多様な働き方やキャリアに
ついて学び、そのノウハウを共有して自身に役立てる



約950名*
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セグメント	at	a	Glance

●日本有数のコンサルタント集団
● 社会提言、情報発信により蓄積されたNRIブランド

●金融分野の業界・業務知識とシステム開発ノウハウ
● 業界標準ビジネスプラットフォーム 
（共同利用型サービス）

● 事業モデル企画からシステム開発・運用までを一貫して
提供できる総合力

●顧客基盤の拡大

●IT基盤構築力
●耐災害性の高いデータセンター

金融ITサービスの世界ランキング*

国内外のコンサルタント数

外部売上高構成比

大阪第二データセンター

事業内容 競争力の源泉 ＆ Key Figures

FISC*1 ガイドライン準拠
JDCCファシリティスタンダード 
ティア4 レベル準拠*2

*1��FISC（金融情報システムセンター）は金融機関情報システムの安全対策・�
セキュリティ・監査などにガイドラインを策定している。

*2��JDCC（日本データセンター協会）が策定したファシリティ基準。�
4が最高レベル。

トップ10以内に選出
*「FinTech�Rankings」「FinTech�Forward�Rankings」

*2016年3月末現在

コンサルティング

金融ITソリューション

産業ITソリューション

IT基盤サービス

　政策提言や戦略コンサルティング、業務改革をサ
ポートする業務コンサルティング、ITマネジメント全
般にわたるシステムコンサルティングを提供してい
ます。
　中国をはじめとするアジア地域においては、日本
企業はもとより現地企業や現地政府からのコンサ
ルティング案件も獲得するなど、アジア市場にも数
多くの実績を持っています。

　主に証券業や保険業、銀行業等の金融業顧客向
けに、システムコンサルティング、システム開発およ
び運用サービスの提供、共同利用型サービス等の
ITソリューションの提供をおこなっています。
　証券業や資産運用などの分野をさらに強化する
とともに、銀行業や保険業の拡大も進め、新規顧客
の獲得と共同利用型サービスの拡充を目指してい
ます。

　流通業、製造業、サービス業や公共向けに、コン
サルティングからシステム開発、運用サービスま
で、一貫したサービスの提供をおこなっています。
　サプライチェーンマネジメント（SCM）構築や顧
客管理などのノウハウを活かした情報システムに強
みを持ち、電子商取引をサポートする業界横断の共
同利用型サービスも広範に提供しています。

　主に金融ITソリューションセグメントおよび産業
ITソリューションセグメントに対し、データセンター
の運営管理やIT基盤・ネットワーク構築等のサービ
スを提供しています。また、様々な業種の顧客に対
してIT基盤ソリューションや情報セキュリティサー
ビスを提供しています。このほか、ITソリューション
に係る新事業・新商品の開発に向けた研究や先端
的な情報技術等に関する研究をおこなっています。

2008年3月期

19%
2016年3月期

24%
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（注）�１．�2011年3月期より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用しています。
� ２．�2012年3月期、2013年3月期、および2016年3月期にセグメントの区分を一部変更しており、それぞれ前期は組み替え後の数値を記載しています。
� ３．�記載金額は、単位未満を切捨てて表示しています。
� ４．�各セグメントの売上高には内部売上高を含みます。

競争力の源泉 ＆ Key Figures 2016年3月期実績のポイントサービス事例 売上高（億円） 営業利益（億円）

　マイナンバー制度対応をはじ
めとした業務コンサルティング
や、顧客のIT部門の構造改革を
支援するシステムコンサルティ
ングが増加しました。一方で、人
件費も増加しました。
　この結果、売上高は28,823
百万円（前期比3.9％増）、営業
利益は5,487百万円（同7.9％
減）となりました。

●�政府の基幹政策・事業の実行
支援

●�多岐にわたる業界のグロー
バル戦略、新興国戦略策定・
実行支援

●�製造業グループ /金融グ
ループ等に対する本社業務
改革支援

●�グループ・グローバルでのIT
ガバナンスの確立

　大型のソフトウエア製品販売
や制度改正（マイナンバー制度
や金融所得一体課税、ジュニア
NISA）の対応等で、増収となり
ました。好調な事業環境と前期
の不採算案件の影響が解消した
ことにより、収益性が改善しまし
た。
　この結果、売上高は253,802
百万円（前期比6.8％増）、営業利
益は29,171百万円（同29.0％
増）となりました。

●�野村證券㈱の基幹系業務シ
ステムおよび情報系システム

●�㈱セブン銀行のATMネット
ワークシステムおよび勘定
系システム

●�準大手・中堅の証券会社など
68社（2016年3月末現在）
に導入され、シェア50％超を
誇るリテール証券会社向け
総合バックオフィスシステム
「STAR」

　2015年4月にNRIグループ
に加わったブライアリー・アンド・
パートナーズが増収に寄与しま
した。一方、人件費の増加や新
規分野拡大に向けた施策、子会
社取得にともなう一時的な費用
の発生が影響しました。
　この結果、売上高は102,859
百万円（前期比3.9％増）、営業
利益は9,974百万円（同15.3％
減）となりました。

●�㈱セブン＆アイ・ホールディ
ングスの受発注システムや
POS情報分析システム

●�㈱資生堂のオンラインビジ
ネス

●�製造業・卸売業・小売業を結
び、企業間・企業内の流通業
務を高度化・効率化するソ
リューション「BizMart」

　大型IT基盤構築プロジェクト
の前期の売上高が大きかったこ
との反動の影響がありました。
収益性は、前期の不採算案件の
影響が解消したことにより改善
しました。
　この結果、売上高は110,044
百万円（前期比3.0％減）、営業利
益は11,575百万円（同34.0％
増）となりました。

●�2016年4月に大阪第二デー
タセンターを開業し、関東地
区3ヵ所、関西地区2ヵ所で
データセンターを運営

●�NRIセキュアテクノロジーズ
㈱が高度セキュリティ運用・
監視やコンサルティング等
の各種サービス、ソフトウエ
アなど情報セキュリティサー
ビスをワンストップで提供
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●中期経営計画の数値目標 （外部売上高）

2016年３月期
実績 283億円
2019年３月期
目標 400億円

●2017年3月期の施策のポイント
● 経営コンサルティング、ITコンサルティングにおける顧客の大型化
● アジア顧客基盤の拡大、欧米ベストプラクティスの獲得
● デジタル戦略ソリューションへの取り組み強化

野村総合研究所34

中長期的な事業環境の見通し

　中国経済の減速などを背景に、国内景気の先行きに
不透明さが見られますが、多くの顧客企業が、経営の
グローバル化や将来を見据えた構造改革などに取り組
んでいます。その中で、顧客が抱える課題の洗い出しか
ら、戦略立案や計画遂行まで支援できるNRIのコンサ
ルティングの需要は、高まっていくと考えています。

V2022で果たす役割

　NRIでは、国内約700名のコンサルタントが活動して
おり、質・量ともに日本最大規模を誇っています。戦略コ
ンサルティングから業務コンサルティング、システムコ
ンサルティングと、幅広いコンサルティングサービスを
提供できる強みを活かして、顧客企業の競争力強化を
支援しています。

　海外では、中国・アジア地域を中心にネットワークを
拡大しており、9拠点で約250名の現地コンサルタント
が活躍しています。海外展開を進めている日本企業は
もとより現地政府からのコンサルティング案件も獲得
するなど、数多くの実績を挙げています。さらに、業務
提携なども活用し、中国・アジア地域のみならずグロー
バルネットワークの拡充が進んでいます。こうした取
り組みにより、グローバル関連事業売上高はコンサル
ティング事業関連の売上高の約3割を占めるまでに成
長しています。
　V2022の実現に向けて、国内では顧客との信頼関
係をさらに深め、案件ごとのお付き合いではなく、ビジ
ネス全般を支援する変革パートナーとして、圧倒的な
存在感を示していきたいと考えています。また、海外
拠点を欧米にも拡大し、グローバル・コンサルティング
ファームとして地位を確立していきます。

中期経営計画における重点戦略

　国内では、まず、アカウントマネジメント（顧客とのリ
レーションシップ・マネジメント）を高度化していきま
す。顧客の業務に精通し、経営層との信頼関係を構築
しながら、顧客基盤を固め、案件の大型化を推進して
いきます。さらに、デジタルビジネスへの対応も含め、
ソリューションをより充実させ、実績を積み重ねていま
す。こうした取り組みで、変革パートナー化へ向けた体
制を整備します。
　また、日本・アジアでのこれまでの実績を足がかりに
アジアでの顧客基盤拡大に努めるほか、M&Aも活用
して欧米にも事業の足場を築くことで、活動の場をグ
ローバルへ拡げていきます。

コンサルティング

事業別戦略



中長期的な事業環境の見通し

　持続的な成長を求め、金融分野の顧客企業の多く、
特に大手金融機関がグローバル展開を加速させてい
ます。また、IT投資においてはFinTechへの関心も高
く、フロント領域でのニーズが高まっています。

V2022で果たす役割

　これまで、業界標準ビジネスプラットフォーム（共同
利用型サービス）の拡充をはじめとする金融関連サー
ビスの高度化を進めてきました。マイナンバー制度や
金融所得一体課税、ジュニアNISA（未成年者少額投資
非課税制度）といった制度改正のスタートに合わせて、
共同利用型サービスに新機能を追加し提供するなど、
着実な対応で事業を拡大しています。
　V2022の実現に向けては、業界標準ビジネスプラッ
トフォームの生産革新による収益性の改善と、領域拡
大による収益力の向上を図ります。そして、生産性向上
により生み出された人的リソースで、グローバル展開

や、成長領域での顧客基盤拡大に取り組み、実績を挙
げていきます。

中期経営計画における重点戦略

　NRIの複数の業界標準ビジネスプラットフォームに
おいては、類似する機能の開発・保守体制の統合を進
めていきます。これにより生産性を上げ、さらなる収益
性の向上を目指すとともに、人的リソースを新規領域
へシフトしていきます。具体的には、FinTech等を活
用した新事業や、欧米のIPの獲得によるグローバルで
の事業基盤の拡大、既存の業界標準ビジネスプラット
フォームのグローバル展開などに取り組み、成長の足
がかりを構築していきます。
　また、2015年秋から、「I-STAR」とNRIプロセスイノ
ベーション㈱のBPOサービスを組み合わせた「プライ
ム・セトルメント・サービス」の提供を開始しています。
証券・資産運用分野で、こうしたサービス領域の拡大に
より新規顧客の獲得に取り組み、さらに事業を強化して
いきます。
　野村證券㈱の国内システム刷新プロジェクトは、予
定通り2016年3月末に完了することができました。
NRIは戦略的なパートナーとして、野村證券㈱をはじめ
とした野村グループの、グローバルITを含む今後のIT
戦略をサポートすることで、サービス領域のさらなる拡
大に努めていきます。
業界標準ビジネスプラットフォームについては、特集P24-25ご参照

金融ITソリューション
●中期経営計画の数値目標 （外部売上高）

2016年３月期
実績 2,528億円
2019年３月期
目標 2,800億円

●2017年3月期の施策のポイント

証券業 ● 証券基幹システムのBCP/DR対応
● 「STAR」の新規顧客獲得
● 証券分野でのITO×BPO展開による領域拡大
（「プライム・セトルメント・サービス」等）
● 大手証券会社のグローバルITサポートの�
立ち上げ

保険業 ● 生損保向け大型システム開発案件の獲得
● 生保大型顧客との関係強化、サービスの拡大

銀行業 ● 「BESTWAY」「Value�Direct」事業の拡大
● 大手銀行のグローバル展開支援
● 銀行フロント分野等でのソリューション�
提供への取り組み

その他金融業等 ● 資産運用向け共同利用型サービスの事業拡大
● 資産運用分野でのITO×BPO事業の拡大

「プライム・セトルメント・サービス」がウォール･ストリート・レターの
ベスト・ユーティリティー・テクノロジー賞を受賞
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●中期経営計画の数値目標 （外部売上高）

2016年３月期
実績 1,015億円
2019年３月期
目標 1,300億円

●2017年3月期の施策のポイント

流通業 ● 既存顧客のIT基盤更改対応

製造・	
サービス業等

● 産業顧客の大型化�
（プライムアカウント戦略の強化）
● パッケージ・クラウド・インテグレーション・�
サービスの強化

● B+Pを中心としたロイヤリティ・マーケティング
のアジア等への展開

野村総合研究所36

中長期的な事業環境の見通し

　消費増税や少子高齢化などを背景に、産業分野の
顧客企業の多くは、グローバル展開やデジタルマーケ
ティングなど新領域でのビジネス拡大を模索していま
す。また、コーポレートITのコスト効率化ニーズも引き
続き高い見込みです。その中で、ITだけにとどまらな
いソリューションが、NRIに求められてくると考えてい�
ます。

V2022で果たす役割

　これまで、産業分野の各業界を代表する企業に対し
てコンサルティングとITソリューションの両部門が連
携したアプローチで関係を深め、大型ITソリューショ
ン案件の獲得を目指すプライムアカウント戦略など、
顧客基盤拡大の取り組みを進めてきました。既に長い
実績のある㈱セブン＆アイ・ホールディングスに加え
て、2012年4月に情報システム子会社をNRIグループ
に迎えた味の素㈱のほか、KDDI㈱向け事業も拡大し
ており、産業分野の3大顧客といえるまでになってい�
ます。
　そのほか、SAPなどのERP（統合業務パッケージ）を
活用したシステム構築にも取り組んできました。2016
年3月に、SAPジャパン㈱が提供する次世代のERP製品

「SAP� S/4HANA�Enterprise�Management」を、
日本で初めて、しかも発売開始から約4ヵ月と短期間で
NRIセキュアテクノロジーズ㈱の基幹システムに導入
するなど、実績を積み重ねています。
　グローバル事業では、㈱セブン＆アイ・ホールディン
グスをはじめ、顧客企業のグローバル事業展開の支援
を推進しています。また、2015年4月に米国のブライ
アリー・アンド・パートナーズ（以下、B+P）を買収し、今
後の成長が期待できるデジタルマーケティングのノウ
ハウと実績を獲得しました。
　V2022の実現に向けては、プライムアカウント戦略
を強化して、まずは顧客からビジネスパートナーとして
の信頼の獲得を目指し、その結果として、顧客との取引
規模のさらなる拡大に結び付けたいと考えています。
また、グローバル関連やデジタルマーケティング等の
新領域で事業を拡大していきます。

中期経営計画における重点戦略

　ビジネスITへの関心の高まりや新技術の急激な進歩
などにより、NRIの総合力が発揮できるプライムアカウ
ント戦略の重要性が増しています。体制を強化しコン
サルティングとITソリューションの連携をさらに深める
ことで、グローバル展開や新領域でのビジネス拡大な
ども含め、提案力を高めていきます。これにより、産業
分野の3大顧客やそれに次ぐ取引規模の顧客との関係
をより強固にしてサービス領域を広げる「顧客の大型
化」で、着実な実績を挙げていきます。
　2016年4月にはB+Pが、ブライアリー・アンド・パー
トナーズ・ジャパンを設立しました。米国で獲得したノウ
ハウや新しいビジネスモデルを活用し、日本や東南ア
ジアにおける事業展開を図るとともに、NRIとB+Pのシ
ナジー効果で、より付加価値の高いサービスを提供し
ていきます。今後もNRIやNRIの顧客にとって有用な欧
米発の先端的なIT技術やビジネスモデルを獲得し、新
事業領域での事業拡大を推進します。

産業ITソリューション



中長期的な事業環境の見通し

　コーポレートITのコスト効率化ニーズが高まる一方、
新領域での事業拡大につながるビジネスITへの期待
が高まっています。IT基盤においては標準化・統合化や
先端技術への対応が求められてくると考えています。

V2022で果たす役割

　NRIは自社データセンターを活用し、NRIが提供する
共同利用型サービスや顧客から個別に運用を受託する
情報システムの安定運用を支えてきました。データセ
ンターに求められる高い耐火・耐震性や、情報漏洩およ
びトラブルを防ぐ高度なセキュリティ・監視体制を実現
し、顧客の信頼に応えています。
　また、2000年に設立したNRIセキュアテクノロジーズ
㈱は、今では、国内No.1といえる情報セキュリティ企業
となっています。そのほか、日本航空㈱と共同で、サービ
スロボットの活用による顧客サービス向上の実証実験

を実施するなど、新技術への対応に取り組んでいます。
　V2022の実現に向けては、データセンター運営品質
を高いレベルで維持・向上し、顧客の信頼を得られるよ
う努力していくのはもちろん、生産性向上や、先端技術
での新サービス創出を目指します。また、成長分野であ
る情報セキュリティ事業を強化、拡大していきます。

中期経営計画における重点戦略

　2016年4月に、大阪第二データセンターを開業し、
NRIのデータセンターは関東地区に3ヵ所、関西地区に
2ヵ所となりました。新センターは、関西地区のITアウト
ソーシングサービス、クラウドサービスの需要拡大に応
えると同時に、首都圏の広域災害を想定したBCP/DR
サイトとしても活用できる、関西地区の基幹センターで
す。耐災害性、耐障害性を備えた建物・設備に加え、利
用者の役割や権限に合わせてセンター内での動線を
分離するなど、高いレベルでのセキュリティを実現して
います。
　また、これまで開発プロジェクトごとに最適化されて
いたテスト工程について、要員や環境を共通化すること
でノウハウを蓄積し、テストの自動化や効率化を追求す
るほか、開発管理ツールの高度化など、生産性向上でさ
らなる収益性改善に貢献していきます。
　さらに、デジタルマーケティングを中心としたデジタ
ル事業を加速するために、2017年3月期中の新会社設
立を目指して準備を進めているほか、情報セキュリティ
事業については、グローバル展開やサービスの拡張・改
良による事業拡大を目指しています。

IT基盤サービス
●中期経営計画の数値目標 （外部売上高）

2016年３月期
実績 287億円
2019年３月期
目標 400億円

●2017年3月期の施策のポイント
● 情報セキュリティの事業の拡大（グローバル、IoT等）
● デジタルマーケティングを核とした新たな事業会社の設立
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大阪第二データセンター
■FISCガイドライン準拠
■ティア4レベル準拠

大阪データセンター
竣工： 1992年
延床面積： 18,695 m2
受電能力： 1万KVA

東京第一データセンター
竣工： 2012年
延床面積： 38,820 m2
受電能力： 4万KVA

横浜第一データセンター
竣工： 1990年
延床面積： 20,480 m2
受電能力： 1万KVA

横浜第二データセンター
竣工：  2007年
延床面積： 15,888 m2
受電能力： 1.5万KVA

関西地区 関東地区

竣工： 2016年
延床面積： 15,000 m2
受電能力： 7,500KVA

NRIのデータセンター
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コーポレートガバナンス（2016年7月1日現在）

野村総合研究所38

取締役

嶋
し ま も と

本  正
ただし

 
取締役会長 （94,402株）
1976年	当社入社
2001年	当社取締役	情報技術本部長
2002年	当社執行役員	情報技術本部長
2004年		当社常務執行役員	情報技術本部長	

兼研究創発センター副センター長
2008年		当社代表取締役	専務執行役員	事業部門統括
2010年	当社代表取締役社長	事業部門統括
2015年	当社代表取締役会長兼社長
2016年	当社取締役会長（現任）

鈴
す ず き

木  裕
ひ ろ ゆ き

之 
取締役副会長 （—株）
1982年	野村證券株式会社(現	野村ホールディングス株式会社)入社
2005年	野村證券株式会社執行役
2008年	野村ホールディングス株式会社執行役員
2008年	野村證券株式会社執行役員
2009年	同社常務(執行役員)
2010年	野村ホールディングス株式会社常務(執行役員)
2010年	野村證券株式会社執行役	常務(執行役員)
2011年	野村ホールディングス株式会社常務(執行役員)
2011年	野村證券株式会社専務(執行役員)
2013年	野村ホールディングス株式会社顧問
2013年	同社取締役
2016年	当社取締役副会長（現任）

末
す え な が

永  守
まもる

 
取締役 （56,327株）
1979年	当社入社
2000年		当社取締役	証券システム本部長兼	

システムコンサルティング事業本部長
2002年	当社取締役	常務執行役員	証券・保険ソリューション部門長
2004年	当社常務執行役員	基盤ソリューション事業本部長
2007年	当社取締役	専務執行役員	流通・サービス・	
	 産業関連システム担当
2009年	当社専務執行役員	システムマネジメント・技術支援・	
	 品質監理担当
2012年	当社監査役
2016年	株式会社だいこう証券ビジネス取締役会長（現任）
2016年	当社取締役（現任）

板
い た の

野  泰
ひ ろ し

之
代表取締役 専務執行役員 
コーポレート部門管掌 （30,500株）
1980年	当社入社
2005年	当社執行役員	サービス・産業システム事業本部副本部長
2009年		当社常務執行役員	サービス・産業システム事業本部長兼	

関西支社長、中部支社長
2014年	当社取締役	専務執行役員	コーポレート部門担当、	
	 リスク管理、コンプライアンス担当
2015年	当社代表取締役	専務執行役員	コーポレート部門担当、	
	 リスク管理、コンプライアンス、健康経営担当
2016年	当社代表取締役	専務執行役員	コーポレート部門管掌（現任）

上
う え の

野  歩
あゆむ

代表取締役 専務執行役員 
コンサルティング部門、 
産業ITソリューション部門管掌、 
コンサルティング事業担当 （13,627株）
1983年	当社入社
2008年	当社執行役員	経営ITイノベーションセンター副センター長
2013年		当社常務執行役員　流通・情報通信・産業ソリューション事業	

担当、流通・情報通信ソリューション事業本部長
2015年		当社取締役	専務執行役員	流通・情報通信・	

産業ソリューション事業、中国・アジアシステム事業担当、	
産業ITイノベーション事業本部長

2016年	当社代表取締役	専務執行役員	コンサルティング部門、	
	 産業ITソリューション部門管掌、コンサルティング事業担当（現任）

槍
う つ だ

田  松
し ょ う え い

瑩 
取締役（注1）

（三井物産株式会社顧問） （1,539株）
1967年	三井物産株式会社入社
1997年	同社取締役
2002年	同社代表取締役社長
2007年	株式会社東京放送ホールディングス社外取締役（現任）
2009年	三井物産株式会社取締役会長
2009年	株式会社TBSテレビ社外取締役（現任）
2013年	株式会社三越伊勢丹ホールディングス社外取締役（現任）
2014年	当社取締役（現任）
2015年	三井物産株式会社取締役
2015年	同社顧問（現任）

室
む ろ い

井  雅
ま さ ひ ろ

博 
取締役副会長 （19,221株）
1978年	当社入社
2000年		当社取締役	ナレッジソリューション部門企画・	

業務本部長兼ECナレッジソリューション事業本部長
2002年		当社取締役	常務執行役員	ｅ－ソリューション部門長
2007年		当社取締役	専務執行役員	企画、広報、	

情報システム担当、研究創発センター長
2009年		当社代表取締役	専務執行役員	本社機構統括、	

内部統制、経営企画、コーポレートコミュニケーション、	
情報システム担当

2013年		当社代表取締役副社長	コーポレート管掌、	
品質・生産革新、リスク管理担当

2015年	当社取締役副会長（現任）

此
こ の も と

本  臣
し ん ご

吾
代表取締役社長 （21,222株）
1985年	当社入社
2004年	当社執行役員	コンサルティング第三事業本部長
2010年	当社常務執行役員	コンサルティング事業本部長
2015年	当社代表取締役	専務執行役員	ビジネス部門担当、	
	 コンサルティング事業担当
2016年	当社代表取締役社長（現任）

土
ど い

井  美
み わ こ

和子
取締役（注1）

（ 国立研究開発法人情報通信研究機構監事) （—株）
1979年	東京芝浦電気株式会社(現	株式会社東芝)入社
2005年	同社研究開発センター技監
2008年	同社研究開発センター首席技監
2014年		独立行政法人情報通信研究機構(現	国立研究開発法人	

情報通信研究機構)監事(現任)
2015年	当社取締役（現任）

松
ま つ ざ き

﨑  正
ま さ と し

年
取締役（注1）

（ コニカミノルタ株式会社取締役 取締役会議長) （—株）
1976年	小西六写真工業株式会社(現コニカミノルタ株式会社)入社
2003年		コニカミノルタビジネステクノロジーズ株式会社	

(現	コニカミノルタ株式会社)取締役
2005年	コニカミノルタホールディングス株式会社	
	 (現	コニカミノルタ株式会社)執行役
2005年	コニカミノルタテクノロジーセンター株式会社	
	 (現	コニカミノルタ株式会社)代表取締役社長
2006年	コニカミノルタホールディングス株式会社常務執行役
2006年	同社取締役	常務執行役
2009年	同社取締役	代表執行役社長
2013年	コニカミノルタ株式会社取締役	代表執行役社長
2014年	同社取締役	取締役会議長(現任)
2016年	いちごグループホールディングス株式会社社外取締役（現任）
2016年	日本板硝子株式会社社外取締役（現任）
2016年	当社取締役（現任）

*（　）内は2016年3月31日現在に所有する当社株式数

独立社外

役員一覧

独立社外

独立社外
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監査役

執行役員および経営役 （取締役兼務は除く）

（注）1.  槍田松瑩、土井美和子、松﨑正年は社外取締役です。なお、NRI
は3名を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定
し、同取引所に届け出ています。

2.  青木実、能仲久嗣、山﨑清孝は社外監査役です。なお、NRIは
能仲久嗣および山﨑清孝を東京証券取引所の定めに基づく独
立役員として指定し、同取引所に届け出ています。

専務執行役員 齊藤  　春海
常務執行役員 三ツ木  義人
常務執行役員 綿引  　達也
常務執行役員 滝本  　雅樹
常務執行役員 船倉  　浩史
常務執行役員 上田  　　肇
常務執行役員 淵田  　眞弘
常務執行役員 臼見  　好生
常務執行役員 松尾  　正人
常務執行役員 横山  　賢次
常務執行役員 村田  　佳生
常務執行役員 深美  　泰男
常務執行役員 林  　　滋樹

北
き た が き

垣  浩
ひ ろ ふ み

史 
監査役（常勤）
1985年	当社入社
2000年	当社資産運用システムサービス事業部長
2002年	当社監査役室長
2006年	当社内部統制推進部長
2010年	当社統括支援室長
2011年	当社経営戦略室長
2015年	当社総合企画センター主席
2015年	当社監査役（現任）

山
や ま ざ き

﨑  清
き よ た か

孝
監査役（注2）

（仰星監査法人 理事 代表社員)
1979年	芹沢政光公認会計士事務所入所
1983年	公認会計士登録
2005年	監査法人芹沢会計事務所（現	仰星監査法人）代表社員
2006年	仰星監査法人理事代表社員
2007年	同法人副理事長代表社員	東京事務所長
2010年	同法人理事長代表社員　
2014年	当社監査役（現任）
2014年	仰星監査法人理事代表社員（現任）

青
あ お き

木  実
みのる

 
監査役（常勤）（注2）

1982年	野村證券株式会社（現	野村ホールディングス株式会社）入社
2001年	野村證券株式会社営業相談室長兼総務審理室長
2004年	同社執行役	営業業務本部支店経営担当（東京）兼本店長
2008年	同社執行役員	名古屋支店長
2009年	野村ビジネスサービス株式会社執行役副社長
2011年	同社取締役副社長
2013年	野村證券株式会社顧問
2014年	当社監査役（現任）

原
は ら だ

田  豊
ゆたか

 
監査役（常勤）
1982年	当社入社
2008年	当社執行役員	保険システム事業本部副本部長
2010年	当社執行役員	保険システム事業本部長
2013年	当社常務執行役員	保険ソリューション事業本部長
2014年	当社常務執行役員	システムコンサルティング事業本部長
2016年	当社顧問
2016年	当社監査役（現任）

能
の な か

仲  久
ひ さ つ ぐ

嗣
監査役（注2）

1970年	東京芝浦電気株式会社（現	株式会社東芝）入社
2003年	株式会社東芝執行役常務
2005年	同社執行役上席常務
2007年	同社執行役専務
2008年	同社取締役	代表執行役副社長
2009年	同社常任顧問
2011年	みらかホールディングス株式会社社外取締役（現任）
2013年	当社監査役（現任）

執行役員 三浦  　智康
執行役員 坂田  太久仁
執行役員 迫  　　尚宏
執行役員 嵯峨野  文彦
執行役員 小粥  　泰樹
執行役員 稲田  　陽一
執行役員 増谷  　　洋
執行役員 藤田  　勝彦
執行役員 山本  　明雄
執行役員 竹本  　具城
執行役員 立松  　博史
執行役員 舘野  　修二
執行役員 安齋  　豪格
執行役員 横手  　　実
執行役員 久保  　並城
執行役員 江波戸  　謙

執行役員 肥後  　雄一
執行役員 村上  　勝俊
執行役員 中島  　久雄
執行役員 安丸  　　徹
執行役員 野口  　智彦
経営役 金井  　　進
経営役 西村  　元也
経営役 西本  　　進
経営役 渡辺  　徹郎
経営役 大元  　成和
経営役 小原  　康司
経営役 川浪  　宏之
経営役 大野  　庄一
経営役 松本  　　晃
経営役 北川  　園子
経営役 小田島  　潤

独立社外

独立社外
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コーポレートガバナンスの充実に向けた主な取り組み

取締役からのメッセージ

板
い た の

野  泰
ひ ろ し

之
代表取締役 専務執行役員 
コーポレート部門管掌

　NRIは、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値向上を実現するた
めには、株主・投資家の皆様をはじめとするステークホルダーの立場を踏
まえたうえで、透明・公正かつ迅速・的確な意思決定をおこなうことが必
要不可欠であると考えています。そのための仕組みが、コーポレートガ�
バナンスです。
　2015年10月には、①ステークホルダーとの協働、②情報開示とコミュ
ニケーション、③コーポレートガバナンス体制、の各項目について、基本
的な考え方と取り組み方針を定めた「NRIコーポレートガバナンス・ガイ
ドライン」を制定しました。経営の監督・監視、企業倫理に基づく行動やコ
ンプライアンス、公正性・透明性の確保などは、企業が健全な成長を続け
るための基本的な要件です。NRIグループとして、これらに魂を入れるべ
く、全ての役職員が意識を合わせて、日々、不断の取り組みを続けていき�
ます。
　長期経営ビジョン「Vision2022」における成長戦略を推進していくた
めには、新しい挑戦を支え、それを後押しする仕組みが必要です。とりわ
け、「グローバル化の飛躍的拡大」「ビジネス価値創造の推進」を実現して
いくためには、これまでとは次元の異なる取り組みが不可欠となります。
これまでのガバナンス体制をさらに一段と強化することで、ダイナミック
な事業展開を実効的にサポートし、以ってビジョンの実現に貢献していき
ます。
　コーポレートガバナンス・ガイドラインについても、常に見直し、進化さ
せ、さらなる高みを追い求めていきたいと考えています。

新しい挑戦を後押しする 
理想のガバナンスを追求

野村総合研究所40

2002	年

●�経営と執行の分離を進めるため、執行役員制度を導入
●��多角的な視点から取締役会における適切な意思決定と監督の実現を図るため、取締役の員数を20名以内に減員し、�
独立社外取締役を選任

●�監査役の監査機能の強化のため、社外監査役を増員

2003	年 ●��企業理念の実現のため、ステークホルダーに対する行動指針を「NRIグループ倫理綱領（2010年「NRIグループ企業行動�
原則」に改訂）」および「NRIグループビジネス行動基準」を制定

2005	年 ●��取締役の報酬等について透明性の向上を図るため、社外の有識者で構成される報酬諮問委員会を設置
2006	年 ●��取締役の員数を15名以内に減員
2008	年 ●��株主の権利行使機会の拡大のため、機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに参加
2010	年 ●��監督と執行の分離を図るため、取締役会の議長に、非業務執行取締役を選任
2012	年 ●��業務遂行上発生しうるリスクを適切に管理するため、統合リスク管理部を新設

2015	年

●��独立社外取締役を2名から3名に増員
●��取締役会における議論に積極的に貢献するとの観点から、独立社外取締役および独立社外監査役で構成する独立役員会議
を設置

●��「NRIコーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定



社外取締役からのメッセージ

社外監査役からのメッセージ

槍
う つ だ

田  松
し ょ う え い

瑩 
社外取締役 

（三井物産株式会社顧問）

山
や ま ざ き

﨑  清
き よ た か

孝
社外監査役

（仰星監査法人 理事 代表社員)

　社外取締役の役割とは、経営の意思決定が、株主など社外のステークホ
ルダーから見ても健全なものかどうかをしっかり監視し、助言することであ
ると考えています。三井物産㈱の経営に携わっていた経験なども活かし、
大局的にNRIの経営をチェックする役割を果たしていきたいと思います。
　NRIの持続的な成長と高い収益力は、レベルの高いコーポレートガバナ
ンスがあってこそ実現できていると考えています。日ごろからNRIの取締
役会では、細かい点までしっかりと、かつ、活発な議論がなされていると感
じています。
　「Vision2022」は、グローバル化が大きなテーマのひとつであり、総合
商社で培った私の経験や知見がお役に立つはずです。海外企業のM&Aに
際しては、相手の国・地域の商慣習や企業風土を大切にしながら経営を進
めていく必要があります。また、現場の第一線の判断を尊重し、権限を委譲
しつつも、本社がきちんとチェック機能を果たすことも重要です。その点
NRIは、きちんと手順を踏んで丁寧に仕事を進めていると思います。
　NRIに対する希望を強いて言うならば、若手社員がダイナミックに挑戦
できる場をもっと増やしていって欲しいと願ってやみません。

　多くの企業の監査に携わり、経営者とも意見を交わす公認会計士という
立場からNRIのコーポレートガバナンスに貢献することが、社外監査役で
ある私の役割であると思っています。
　NRIはITソリューションなどを通じて社会インフラを支える公的な役割
が大きい企業であり、この点を踏まえたうえでの発展と利益成長、そして
コーポレートガバナンスが社会から求められています。実効あるガバナン
スには、制度・ルールに加えて、人、すなわち企業文化・風土が伴わなければ
なりません。NRIには、客観的に意思決定しようとする企業風土があると感
じています。取締役会でも、執行側と監督側に役割を分け、忌憚のない意
見が交わされています。
　また社外監査役へのサポートも、きめ細かくおこなわれています。例え
ば、社外監査役が取締役会に出席できるだけでなく、全部署の責任者にヒ
アリングを実施でき、現場の率直な意見を聞くことができます。こうした風
通しの良さは、NRI社員が誇ってよい伝統だと思います。
　今後も、このような企業風土を守り、“質”の高いサービスにこだわりなが
ら、「Vision2022」の実現を目指していただきたいと考えています。

グローバルな経験も活かし 
大局的な視点で経営をサポート

コーポレートガバナンスの実効性を 
高める風通しの良い企業風土
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コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　ＮＲＩは、健全で持続的な成長と中長期的な企業価値
向上のため、社会、お客様、社員、取引先、株主等のス
テークホルダーの立場を踏まえたうえで、透明・公正
かつ迅速・的確な意思決定をおこなうための仕組みが
コーポレートガバナンスであるとの認識に立ち、以下の
基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンスの充
実に取り組んでいます。

(1) ステークホルダーとの協働
� �ＮＲＩは、ステークホルダーの利益を尊重し、ステー
クホルダーと適切に協働する。特に株主に対して
は、その権利が実質的に担保されるよう適切な対
応をおこなうとともに実質的な平等性を確保する。

(2) 情報開示とコミュニケーション
� �ＮＲＩは、法令および東京証券取引所の規則で定め

られている情報、並びにステークホルダーにＮＲＩを
正しく理解してもらうために有用な情報を、迅速、
正確かつ公平に開示し透明性を確保するとともに、
株主との間で建設的な対話をおこなう。

(3) コーポレートガバナンス体制
� �ＮＲＩは、監査役会制度を基礎として、独立社外取締
役・独立社外監査役の選任や、社外の有識者を主
たる構成員とする取締役会の諮問機関の設置によ
り、経営監督機能を強化する。

　ＮＲＩは、2015年6月に適用開始された「コーポレー
トガバナンス・コード」を踏まえ、2015年10月に「ＮＲＩ
コーポレートガバナンス・ガイドライン」を制定しまし
た。本ガイドラインにおいて、ＮＲＩのコーポレートガバナ
ンスの基本的な考え方や方針を定めています。

株主総会

報酬諮問委員会 

統合リスク管理会議
コンプライアンス会議
システム開発会議
システムリリース会議
事業評価会議
情報開示会議

経営会議

危機管理会議

監査役室

統合リスク管理部

主管部署

取締役会（取締役） 監査役（監査役会）

リスク管理担当役員

会計監査人

業務執行 非業務執行

本社機構

リスク管理統括部署

リスクごとに
主管部署を設置

事業部門 

指導
サポート
モニタリング   

選定・監督

取締役の選任・解任 会計監査人の選任・解任監査役の選任・解任

監査 会計監査

*

*独立役員

* * **

報告

社外役員

役員

業務推進委員会

子会社

代表取締役社長 内部監査室

部
門
内
管
理
部
署

部・室

指導
サポート
管理 

指導
サポート
管理 
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経営・執行体制

　NRIの取締役は社外取締役3人を含む10人です。任期
を1年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体
制を確立するとともに、各年度における経営責任を明確
にしています。NRIは、取締役会の監督機能の充実と公
正で透明性の高い経営の実現を図るため社外取締役を
選任しており、その人選については、独立性に加え、NRI
の経営を客観的な視点で監督するにふさわしい豊富な

経験と高い見識を重視しています。
　取締役会は、月1回開催するほか、必要に応じて随時開
催しています。�NRIは、業務執行の権限および責任を大
幅に執行役員および経営役に委譲しており、取締役会は
もっぱら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定
と取締役の職務執行の監督を担当しています。また、取
締役会の諮問機関として、社外の有識者等で構成される
報酬諮問委員会を設置しています。
　取締役会の決議により選任された執行役員および経
営役は、取締役会が決定した方針に基づき業務を執行し
ています。事業活動の総合的な調整と業務執行の意思
統一のため、代表取締役を中心に執行役員等が参加す
る経営会議を週1回開催し、経営全般の重要事項の審議
をおこなっています。

2016年3月期の主な会議体の開催状況

取締役会 15回（前回14回）

監査役会 19回（前回17回）

社外取締役の取締役会への出席状況 88%

社外監査役の取締役会への出席状況 98%

社外監査役の監査役会への出席状況 98%

最近の取締役会の意思決定の事例

●�日本生命保険相互会社との資本業務提携
●�SinoCom Software GroupのNRI向けオフショア開発事業の譲り受け
●�株式の分割
●�NRIコーポレートガバナンス・ガイドラインの制定
●�自己株式の取得
●�中期経営計画の策定

取締役は社外取締役3人を含む計10人

各委員会・会議体の役割と活動

報酬諮問委員会 社外有識者等で構成され、取締役の報酬等の体系および水準について客観的かつ公正な観点から審議する。

経営会議 業務執行の意思統一のため、原則として週1回開催され、会社経営の全般的な重要事項を審議する。

統合リスク管理会議 取締役社長の指示に基づき、リスク管理に関する重要事項を審議する。

コンプライアンス会議 取締役社長の指示に基づき、倫理・法令等の遵守体制の整備、再発防止等、倫理・コンプライアンス経営の推進に
係る重要事項を審議する。

システム開発会議 取締役社長の指示に基づき、システム開発に関する重要事項を審議する。

システムリリース会議 取締役社長の指示に基づき、システムリリースに関する重要事項を審議する。

事業評価会議 取締役社長の指示に基づき、事業化投資や受託事業におけるソフトウエア開発投資等に関する重要事項を�
審議する。

情報開示会議 取締役社長の指示に基づき、有価証券報告書等の開示に関する重要事項を審議する。

危機管理会議 取締役社長の指示に基づき、危機発生時における迅速な体制の整備と支援等を目的として設置される。

業務推進委員会 本社機構と事業部門の部門内管理部署が参加し、有効性・効率性の高い内部統制の定着を図る。
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社外取締役選任理由

監査体制

　監査役は、社外監査役3人を含む5人*であり、取締役
会その他の重要な会議に出席するほか、必要に応じて役
職員に対して報告を求め、取締役の職務執行に関して厳
正な監査をおこなっています。社外監査役については、
監査体制の中立性・独立性を確保するため、取締役の職
務執行を客観的な立場から監査し、公正な視点で意見形

監査役は社外監査役3人を含む計5人

社外監査役選任理由

NRIの主要事業分野のひとつである
証券業界における豊富な経験と高い
見識をお持ちであり、客観的な立場
からNRI取締役の職務執行を監査し
ていただくことを期待し、選任してい
ます。

監査法人の理事代表社員を務めら
れ、公認会計士としての長年にわた
る経験をお持ちであります。過去に
会社の経営に関与されたことはあり
ませんが、その経歴を通じて培われ
た財務・会計に関する豊富な経験と
高い見識を活かして、客観的な立場
からNRI取締役の職務執行を監査し
ていただくことを期待し、選任してい
ます。

長年にわたり㈱東芝の経営に携わっ
てこられました。その経歴を通じて
培われた企業経営に関する豊富な経
験と高い見識を活かして、客観的な
立場からNRI取締役の職務執行を監
査していただくことを期待し、選任し
ています。

青
あ お き

木  実
みのる

 
監査役（常勤）

能
の な か

仲  久
ひ さ つ ぐ

嗣
監査役

山
や ま ざ き

﨑  清
き よ た か

孝
監査役 （仰星監査法人 理事 代表社員)

企業経営 財務・会計金融業

情報技術分野における研究開発部
門の研究者および責任者としての
長年にわたる経験をお持ちでありま
す。社外取締役となること以外の方
法で会社の経営に関与されたことは
ありませんが、その経歴を通じて培
われた専門家としての豊富な経験と
高い見識を活かして、客観的な立場
からNRIの経営を監督していただく
ことを期待し、選任しています。

長年にわたりコニカミノルタ㈱の経
営に携わってこられました。その経歴
を通じて培われた企業経営に関する
豊富な経験と高い見識を活かして、
客観的な立場からＮＲＩの経営を監督
していただくことを期待し、選任して
います。

長年にわたり三井物産㈱の経営に
携わってこられました。その経歴を
通じて培われた企業経営に関する豊
富な経験と高い見識を活かして、客
観的な立場からNRIの経営を監督し
ていただくことを期待し、選任してい 
ます。

槍
う つ だ

田  松
し ょ う え い

瑩 
（三井物産株式会社顧問）

土
ど い

井  美
み わ こ

和子
（ 国立研究開発法人情報通信研究機構監事)

松
ま つ ざ き

﨑  正
ま さ と し

年
（ コニカミノルタ株式会社取締役 取締役会議長)

企業経営 企業経営グローバル グローバルIT技術 R&D
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役員報酬

●取締役の報酬等の決定に関する方針
　取締役の報酬等の総額の上限は年10億円（ストックオ
プションを含む。使用人兼務取締役の使用人分給与は含
まない。）です。NRIは、取締役の報酬等について透明性
の向上を図ることを目的として社外の有識者等で構成さ
れる報酬諮問委員会を設置し、報酬等の体系および水準
について客観的かつ公正な観点から審議しています。そ
の諮問結果を踏まえ、取締役会において、取締役の報酬
等の決定に関する方針を決定しています。
　取締役の報酬制度は、役職位を基本としていますが、
業績の一層の向上を図るため、業績連動性を重視した制
度としています。その水準は、情報サービス産業におけ
るリーディングカンパニーたるべき水準を、市場水準お
よび動向等を参考に決定しています。

取締役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　�　役職位に応じた固定給（本人給と役割給）と、前期の
業績達成度に応じた変動給からなります。

成ができる人材を選任しています。監査役会は、監査の
方針その他監査に関する重要事項の協議・決定および監
査意見の形成・表明をおこなっています。監査役は、会計
監査人から監査計画、監査実施状況の報告を受けるほ
か、NRIの内部監査部門である内部監査室から内部監査
結果の報告を受けるなど、会計監査人および内部監査室
と連携して監査を進めています。また、監査役は、各種規
程の遵守状況のモニタリング結果等の内部統制の状況

②賞与
　�　当該期の業績を反映し、個人別評価を加味して決定
します。
③株式関連報酬（ストックオプション）
　�　中長期的な業績向上への意欲と士気を高め、また
株主との利害の一致という観点から、株式関連報酬と
してストックオプションを付与します。行使価額が時価
を基準に決定されるものと、行使価額が１円のものの
２種類を発行し、その付与数は役職位に応じて決定し
ます。なお、取締役は「役員自社株保有ガイドライン」
に基づき役職位に応じた一定数以上のNRI株式を保
有することになっています。
　なお、社外取締役には、基本報酬の変動給部分、賞与
および株式関連報酬は支給しません。

●監査役の報酬等の決定に関する方針
　監査役の報酬等の総額の上限は年2億5千万円です。
監査役の報酬等の決定に関する方針は、監査役の協議
により決定しています。監査役は独立した立場から取締

に関する報告を、リスク管理統括部署から適宜受けてい
ます。監査役による監査が実効的におこなわれることを
確保するため、監査職務を支援する監査役室を設置して
います。監査役室の人事については、代表取締役または
人事担当役員が監査役室の独立性に留意し監査役と協
議し決定しています。
*�監査役山﨑清孝は、公認会計士の資格を持っており、財務および会計
に関する相当程度の知見を有しています。

●役員区分ごとの報酬等の総額等
　2016年３月期における役員の報酬等の額は次のとおりです。

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 賞与 ストックオプション その他

取締役（社外取締役を除く） 582 281 147 149 3 9

監査役（社外監査役を除く） 79 58 19 — 1 3

社外役員 93 83 9 — 0 6

(注)�1.�上記には、2015年6月19日開催の第50回定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役2人および監査役1人を含んでいます。
� 2.�「その他」には、確定拠出年金の掛金および傷害保険の保険料を記載しています。
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株主・投資家の皆様とのコミュニケーション

●基本的な考え方
　NRIは健全かつ中長期にわたって持続的な成長と利益
目標の達成に努め、株主・投資家の皆様の期待に応えて
いきたいと考えています。
　積極的な対話を通じて、株主・投資家の皆様の信頼を
得るとともに、資本市場で適切な評価を受けることが大
切です。そのため、フェアディスクロージャーを基本に、
NRIの事業や中長期的な成長戦略などの理解の促進と、
株主・投資家層のさらなる拡充に取り組んでいます。

●株主総会の充実に向けた取り組み
　株主総会の活性化と議決権行使の円滑化のため、よ
り多くの株主の皆様に出席いただける開催日の設定
や、招集通知の早期発送、インターネットによる議決権
行使制度の導入や機関投資家向け議決権電子行使プ
ラットフォームへの参加をおこなっています。また、株主
総会後に経営報告会を実施し、主に個人株主向けにNRI
の状況や今後の取り組みを伝える場を設けるなど、株主
の皆様とのコミュニケーションを向上させるための活動
にも取り組んでいます。

● 株主・投資家の皆様との直接的なコミュニケーション
の充実
　株主・投資家層の拡大を目指して、直接的なコミュニ
ケーションによるNRIの事業活動や成長戦略の理解促進
に努めています。具体的には、機関投資家やアナリスト向
けに国内外での説明会およびミーティングを実施してい
るほか、国内外の機関投資家向けのフォーラムに参加し
ています。また、より多くの地域の個人投資家の皆様に
NRIを知ってもらうため、個人投資家を対象とした会社説
明会も開催しています。

●株主アンケートの実施
　NRIは株主の皆様とのコミュニケーションの一環とし
て、株主アンケートを実施しています。
　2016年3月期に実施した2回のうち、1回目は、NRI
の情報を入手する主な媒体や「NRIだより」で紹介して
ほしい事業テーマなどを質問し、株主10,545名のうち
2,024名より回答がありました（回収率19.2％）。2回目
は、株式購入の時期やきっかけ、保有方針などを質問し、
株主10,887名のうち2,455名より回答がありました（回
収率22.6％）。
　NRIは株主の皆様からのご要望・ご意見の把握に一層
努め、ご期待に応えていきたいと考えています。

●適切な情報開示
　NRIは、経営の透明性向上、株主・投資家をはじめとす
るステークホルダーに対する説明責任を果たすため、適
時開示の遂行と情報開示およびIR機能の一層の充実に
努めています。開示書類の一層の信頼性向上のため、情
報開示会議において、計算書類や有価証券報告書等の
作成プロセスやその適正性の確認をおこなっています。
　ホームページの「IR情報」にて決算情報等の最新情報
を速やかに掲載するとともに、個人投資家向けの専用の
サイトを設け、開示情報の充実とわかりやすさの向上に
努めています。

2016年3月期の直接コミュニケーションの状況

機関投資家・ 
アナリスト 延べ539名（前期比�1.6％減）

個人投資家
説明会実施数：�東京2回、札幌・大阪・福岡にて�
� 各1回、計5回（前期計�4回）
参加者数：� 延べ1,062名（前期比�90％増）

IR情報トップページ
http://www.nri.com/jp/ir/index.html

役の職務執行を監査する役割ですが、NRIの健全で持
続的な成長の実現という点では取締役と共通の目的を
持っていることから、固定給に加え、常勤の監査役に対し
ては業績に応じた変動給を一部取り入れています。
　報酬等の水準は、良質なコーポレートガバナンスの確
立と運用に重要な役割を果たすにふさわしい人材を確
保するために必要な水準としています。

監査役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　�　本人の経験・見識や役割等に応じた固定給（本人給
と役職給）に加え、常勤の監査役に対しては、前期の業
績達成度に応じた変動給を支給します。
②賞与
　�　常勤の監査役を対象とし、当該期の業績を反映して
決定します。



リスク分類と対応

全社的なリスク リスク管理統括部署が状況を把握し、経営の意志のもと、主管部署と連携して全体最適を図っている。

事業活動にともなうリスク リスクごとに主管部署および関連規程を定め、必要に応じて専門性のあるメンバーを集めた会議で適切な対策を
講じ、リスク管理の有効性の向上を図っている。

災害や事故などによる危機 「事業の重大な障害・瑕疵」「重大な情報漏洩」「災害等の緊急事態」を対象とし、リスク管理統括部署主導のもと、
対応体制や手順などを定めて対策をおこなっている。

内部統制

コンプライアンス

　代表取締役社長直属の組織である内部監査室（社員
21人）が、リスク管理体制やコンプライアンス体制等の
有効性、取締役の職務執行の効率性を確保するための
体制等について、NRIグループの監査をおこなっていま
す。監査結果は代表取締役社長等に報告され、是正・改

　倫理・コンプライアンス体制については、その実効性
を確保するため、最高倫理責任者およびコンプライアン
ス担当役員を置き、コンプライアンス会議を設置するほ
か、企業行動原則、ビジネス行動基準およびコンプライ
アンスに関する規程を設けています。リスク管理、コンプ
ライアンス等に関する研修や啓発活動を継続的に実施

善の必要がある場合には、リスク管理統括部署、主管部
署および事業部門が適宜連携し、改善に努めています。
また、内部監査室は、会計監査人との間で内部監査の実
施計画や結果に関して定期的に意見交換をおこない、連
携を図っています。

することで、その定着と実効性の向上を図っています。ま
た、反社会的勢力に対しては、取引を含め一切の関係を
持たないことを基本方針として行動規範に定めており、
主管部署が情報収集および取引防止に関する管理・対応
をおこなっています。

統合リスク管理会議

コンプライアンス会議

危機管理会議

統合リスク管理部

主管部署

最高倫理責任者
（此本臣吾 代表取締役社長）

リスク管理担当役員／コンプライアンス担当役員
（板野泰之 代表取締役 専務執行役員）

本社機構

リスク管理統括部署

リスクごとに
主管部署を設置

事業部門 

指導
サポート
モニタリング   

業務推進委員会

子会社

代表取締役社長
（此本臣吾 代表取締役社長）

内部監査室

部
門
内
管
理
部
署

部・室

指導
サポート
管理 

指導
サポート
管理 
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リスク管理、内部統制およびコンプライアンス

リスク管理

　NRIグループ全般にわたって内部統制システムを整備
し、かつ継続的な改善を図るため、リスク管理担当役員
を任命するとともに、リスク管理統括部署を設置してい
ます。また、統合リスク管理会議を開催して全社的な内
部統制の状況を適宜点検するとともに、各事業部門が出

席する業務推進委員会を通じて内部統制システムの定
着を図っています。事業活動にともなう主要リスクに対し
ては、リスクごとに主管部署を定めており、必要に応じて
専門性を持った会議で審議し、主管部署が事業部門と連
携して適切な対応を講じています。



品質管理

野村総合研究所48

情報システムの品質向上への取り組み

● 品質向上に向けた様々な 
角度からの支援体制
　NRIでは、情報システム
を新規に構築するプロジェ
クトから、保守・運用のプロ
ジェクトに至るまで、品質
管理や生産革新を専門と
する組織を中心に、全社を
挙げて品質にこだわり、支
える体制を整えています。

● 情報システム構築の品質を支える 
プロジェクト監理活動
　情報システムを新規に構築するプロジェクトに対して、
「監視機能」と「推進・支援機能」の両面で各事業本部
を支えています。
　NRIでは、各プロジェクトを実践・成功させるための
「管理」とは別に、プロジェクトの品質向上を目指し、問
題の早期発見、早期対策を支援する「プロジェクト監理
活動」を推進しています。
　社内レビューを単なるプロセスチェックに終わらせ
ず、各本部から集まった委員がシステムの内容まで厳
しくチェックをおこなうシステム開発会議、システムリ
リース会議および全社プロジェクトウォッチング活動

が、品質管理活動の重要な役割を担っています。
　不採算案件の発生抑止に向けては、常に仕組みを見
直し改善しています。2014年に不採算案件の早期把
握のため、各事業本部にプロジェクトリスクマネジメン
ト部を新設しています。顧客への提案段階で問題が発
生するケースが増えていることから、2015年には新た
に提案審査委員会を設置しました。また、管理職の意識
や対応能力を向上するためのプロジェクト運営リスク
マネジメント研修を実施し、全社体制で取り組みを進め
ています。

NRIは創立以来、一貫して「品質へのこだわり」を重視してきました。社会インフラとしての 
情報システムを担う責任の大きさを認識し、サービスの品質向上に取り組んでいます。

システム構築、保守・運用、コンサルティングサービスのプロジェクト実施にあたっては、各事業本部が責任を持っ
て品質管理をおこなうとともに、各事業本部の品質管理活動を推進・支援し、統括する組織を置いています。

ナビゲーション

働く環境の品質

ソリューション

情報セキュリティの
品質 情報システム

構築の品質

稼働システム
の品質

データセンター
運営の品質

経営戦略立案 情報システムの
企画・構築

情報システムの
保守・運用

NRI-QMS
（品質マネジメントシステム）

NRI
標準フレームワーク

情報システム
新規構築
プロジェクト

計画 構築 リリース 運用・改善

情報システム
エンハンスメント
プロジェクト

生産革新
（方法論・基盤・人材育成・

パートナー戦略）
障害削減

プロジェクト監理 リスク管理 エンハンスメント
業務革新
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情報セキュリティの品質

働く環境の品質

　NRIでは、社会の規範となる高度な情報セキュリティ
管理の枠組みを、オフィスやデータセンター、パート
ナー企業において確立することで、顧客や社会から信
頼され続けることを目指しています。情報セキュリティ
統括責任者のもと、情報セキュリティに関わる法令や�

　NRIでは、社員が健全に仕事に取り組める職場環境づ
くりを目指して、多様な人材の活用、グローバル人材の
育成、労務環境の改善など、様々な取り組みを進めてい
ます。2015年には、社員の活力や生産性の向上、組織
の活性化をもたらす「健康経営」をテーマに、その実践に
向けてCHO（健康経営責任者）を設置しました。企業とし

情報技術の進展に対応し、規程・ルールの整備、ISMS（情
報セキュリティマネジメントシステム）やプライバシー
マークの認証取得、社員への啓発活動も積極的におこ
なっています。

て、社員が心身ともに健康に働くための後押しをする体
制を強化しています。全社で社員の健康管理を考え、社
員の意識を変えていくことで、ワークライフバランスの
改善にも取り組んでいます。社員一人ひとりが健康で、
能力を発揮しながらいきいきと働ける環境が、NRIの成
長の礎だと考えています。

統合レポート2016 49

● 稼働システムの品質も重視
　完成した情報システムを高い品質で保守・運用して
いくことは、顧客との信頼関係を築くだけでなく、顧客
ビジネスの効率化や発展に向けた「改善・提案」の機会
を生み出します。NRIでは、このような意味で、保守・運
用プロジェクトを「エンハンスメントプロジェクト」と呼
び、新規の情報システム構築プロジェクトと同様に重視
しています。

● 安定稼働を支えるデータセンター運営品質
　情報システムの安定稼働には、情報システム自体の
品質に加え、その情報システムを管理・運用するデータ
センターの運営品質も非常に重要です。NRIでは、情報
システムの重大障害を撲滅し、安全・安心なサービスを
提供するため、システム基盤の再点検、障害撲滅会議
の実施、障害発生時のリスクの可視化、データセンター
での大規模障害を想定した訓練、センター設備を連動
させた点検等をおこなっています。

社内レビュー体系 全社プロジェクト
ウォッチング活動

経営会議

本部設計会議

部内設計会議／
プロジェクト内レビュー

システム
開発会議

システム
リリース会議

・ プロジェクトの
 認知

・ 定例報告からの
 ウォッチング

・ 各種レビュー、
 定例会への参加

・ プロジェクト
 成果物の確認

・ プロジェクト
 状況評価と対策

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

プロジェクト監理活動



CSR方針

CSRの重点テーマ

　NRIはCSR活動を推進するうえで、特に重点的に取り組む項目を「重点テーマ」として特定しています。

野村総合研究所50

未来に向けた持続可能な社会づくり

人々の暮らしを支える情報インフラの提供

イノベーションを創出する人づくり

1

2

3

攻めのCSR
本業を通じて
社会への責任を果たす

守りのCSR
社会との
信頼関係を築く

NRIらしい
社会貢献
心にとどく社会貢献を目指す

3つのCSR活動
──本業の責任、社会とのきずな

NRIは、第一に本業を通じて社会への責任を果たすことを目指します。同時に、本業の遂行に間
違いや不正が起こらないよう留意し、社会との信頼関係の構築に努めます。本業における日々の
確かな積み重ねこそ、NRIのCSRが目指すものです。そして、人々の心にとどく社会貢献をおこ
なうことで、ステークホルダーとの深いきずなを構築します。



情報発信・提言

2003年から実施している「NRIメディアフォーラム」

創立50周年記念出版

　「NRIメディアフォーラム」は、報道関係者を対象に、情
報提供や意見交換を目的として2003年から継続的に開
催しています。2015年には、以下のようなテーマで発表
しました。
　●�2025年の住宅市場�
（空き家の実態と有効活用に向けた検討）

　●�確定拠出年金の利用実態調査報告�
（法改正を見越した実態報告）

　●�中国人訪日旅行者の実態とニーズ�
（「爆買い」中国人の本当の姿）

　●�生活者1万人アンケートにみる�
日本人の価値観・消費行動の変化

　●�「ITナビゲーター2016年版」�
（ICT・メディア市場の予測）

　社会や企業が抱える様々な課題に応える提言を、記念出版シリーズとして刊行しました。

　●�なぜ日本企業は真のグローバル化ができないのか
　●�2030年のIoT
　●�日本は「パッケージ型事業」でアジア市場で勝利する
　●�2020年の中国

　●�ITナビゲーター2016年版
　●�ITロードマップ2016年版
　●�ラストキャリア
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NRIは、創立当初から多様な分野において調査・研究活動をおこなっています。得られた成果は
事業に活かすとともに、定期刊行物やレポート、書籍、フォーラムなどのイベントを通じて情報発
信を続けています。
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NRIメディアフォーラムの様子



人づくり

野村総合研究所52

“新たな自分の可能性に気づく”キャリア教育プログラム

未来に目を向け、考える機会の提供

　NRIでは、子どもたちや学生が自分で将来の進路や職
業を選択し、社会で能力を発揮できる大人になってほし
いとの思いから、小・中・高校生向けのキャリア教育プロ
グラムを提供しています。社会の便利を支える仕事を学

　学生たちに、自ら考え、発表する機会を提供する活
動もおこなっています。例えば、高校生・大学生・留学生
が未来について考える「NRI学生小論文コンテスト」を、
2006年から毎年開催しています。募集テーマは毎年異
なるものの、未来社会に向けて応募者が描く夢と、その
実現方法を提案することで一貫しています。10回目の
開催を迎えた2015年は、“2030年に向けて—「守るも
の」、「壊すもの」、「創るもの」”をテーマに作品を募ったと

ぶ「IT戦略体験プログラム」、正解のない課題に挑戦する
「コンサル1日体験プログラム」、自分を知り、相手を理
解し、チームを作る「チームビルディング研修」などがあ
り、第一線で働く社員が講師を務めています。

ころ、過去最高となる合計2,622作品の応募がありまし
た（2006年の応募論文数は133件）。コンテストはこの
10年で、日本全国の高校・大学に広まりました。
　そのほか、大学生から参加できるイベントとして、
NRIが収集した消費者マーケティングデータを活用した
「マーケティング分析コンテスト」や、多様な人材がチー
ムを組み、1～2日間で新しいアイデアをかたちにする
「NRIハッカソン」も実施しています。

IT戦略体験プログラム

NRIハッカソン

NRIは、10,000人を超えるプロフェッショナル集団です。経営コンサルタント、ITコンサルタン
ト、システムエンジニア、プロジェクトマネージャーなど職種も多岐にわたっており、様々な第一
級の人材がそろっています。NRIでは、こうした人材が日常の事業を通じて培った経験やノウハ
ウを活かして、様々な人づくりプログラムを提供しています。



「気候変動情報開示先進企業」に選定
NRIは、2015年の「気候変動情
報開示先進企業（CDLI）」に選定
されました。NRIの地球温暖化防

止への取り組みが、企業の気候変動に関する情報開示を
評価・格付けする国際非営利団体CDPから高く評価され
た結果です。対象となる日本企業500社の中で、NRIは
ディスクロージャースコアで満点を獲得しました。

2023年3月期に向けた環境目標を策定
NRIグループの事業活動から生じる温室効果ガスの排出
量を、2014年3月期比で2019年3月期に18％、2023
年3月期に25％、それぞれ削減する目標を策定しました。

トピックス

トピックス

環境
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NRIでは、豊かな未来を目指し、人類と自然とが調和する地球環境保全のため
に、全役職員が環境負荷低減に向けた取り組みをおこなっていきます。

Green by NRI

「Green by NRI」とは、NRIが提供するサービスや政策
提言活動を通じて、顧客の事業や社会システムの効率化
と生産性向上を図り、これにより環境負荷低減に貢献す
ることをいいます。

●  共同利用型サービスの活用による 
CO2排出の大幅削減
　NRIはひとつの情報システムを複数の企業で利用す
る「共同利用型サービス」を、多様な分野で提供してい
ます。複数企業が同一システムを共同で利用すれば、
各社が独自にシステムを開発・運用する場合より、消費
電力量やCO2排出量、コストを大幅に軽減することが
できます。リテール証券会社向け総合バックオフィスシ
ステム「STAR」の場合、CO2排出量を73.9％削減でき
ると試算しています。

Green of NRI

「Green of NRI」とは、NRIのデータセンターやオフィス
ビルの設備やIT機器の省エネルギー化、一人ひとりがお
こなう省エネ活動などの環境対策により、NRIグループ
自身の環境負荷低減を進める活動をいいます。

● 高度な環境性能を誇るデータセンター
　NRIでは、電力使用量を含めたエネルギー使用量の
約8割を、共同利用型サービスをはじめとするシステム
を運用するデータセンターで使用しています。そのた
め、全てのデータセンターにおいて環境マネジメントシ
ステムを構築し、環境マネジメントの国際標準規格であ
るISO14001の認証を取得して、環境負荷低減の取り
組みを重点的におこなっています。
　東京第一データセンターは、データセンターの未来
形ともいえる「ダブルデッキシステム」*3を採用し、こ
れをベースに複数の省エネルギー技術を組み合わせ
ることにより、消費電力の大幅な削減を実現しました。
PUE*4は、業界最高水準の1.28（設計値）となってい�
ます。
*3��ダブルデッキシステムは、サーバ機器を置くフロアと、空調や電源などの設
備関連機器を置くフロアを完全分離する方式。熱の発生源と空調システム
を分離することで効率的かつ柔軟性の高い空調を実現し、消費電力の大幅
な削減を可能にする。

*4��PUE（Power�Usage�Effectiveness）とは、データセンターの電気使用効
率を表す指標。標準的なデータセンターのPUEは2.0程度といわれる。

0

500

1,000

1,500

2,000

自社開発システム*2 共同利用型サービス
*1 経済産業省が提示している東京電力の実排出係数を電力量に
 乗じて算出。
*2 「STAR」を利用している顧客が同等のシステムを個別に運用すると
 仮定し、サンプルデータの回帰分析で近似曲線を求め積算して算出。
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*1 73.9％削減

▼ STAR導入完了（2013/1）

運輸物流業

※1 現NRI台湾　　※2 現NRIソ

運輸物流業

グローバルビジネスリーダー
グローバルビジネスリーダー
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C
O
2
排
出
量
　（ト
ン
ー
C
O
2
）

※1 73.9％削減

各社開発システムと共同利用型サービスの
年間CO2排出量の比較
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野村総合研究所54

11年間の主要連結財務データ

（百万円）

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 2015.3 2016.3

会計年度 会計年度
　売上高 285,585 322,531 342,289 341,279 338,629 326,328 335,554 363,891 385,932 405,984 421,439 　売上高
　売上原価 213,706 234,578 238,537 240,854 245,641 233,119 235,515 262,315 276,664 289,210 287,270 　売上原価
　販売費及び一般管理費 35,409 44,055 51,087 50,711 52,911 54,782 56,886 57,608 59,450 65,287 75,873 　販売費及び一般管理費
　EBITDA（注2） 53,043 63,692 69,181 70,476 70,992 69,091 74,027 86,441 83,934 77,286 90,893 　EBITDA（注2）
　営業利益 36,469 43,897 52,664 49,713 40,077 38,426 43,152 43,967 49,816 51,486 58,295 　営業利益
　経常利益 38,252 46,099 55,517 51,731 40,947 40,073 44,686 45,858 52,360 52,942 61,001 　経常利益
　親会社株主に帰属する当期純利益 22,518 27,019 28,157 24,513 21,856 23,188 32,920 28,612 31,527 38,880 42,648 　親会社株主に帰属する当期純利益

　受注残高 132,030 135,129 143,199 176,021 182,759 169,286 175,242 191,012 209,202 227,188 228,310 　受注残高
　外注実績 87,335 102,324 118,596 121,446 109,825 101,156 112,039 116,166 132,825 141,925 139,303 　外注実績
　設備投資額 18,343 29,903 36,438 70,083 29,000 20,755 41,165 31,048 33,878 31,080 48,325 　設備投資額
　減価償却費 16,574 19,795 16,517 20,763 30,915 30,665 30,875 42,474 34,118 25,800 32,598 　減価償却費
　研究開発費 2,501 2,864 4,915 4,104 3,561 3,564 3,643 3,643 3,903 4,222 5,110 　研究開発費

会計年度末 会計年度末
　純資産（期末） 209,301 216,232 207,363 205,466 220,237 231,074 258,276 290,818 331,408 403,467 425,409 　純資産（期末）
　総資産（期末） 311,786 371,458 362,447 354,487 363,368 380,032 402,784 432,222 469,010 593,213 621,695 　総資産（期末）
　従業員数（期末）（人） 5,013 5,303 5,711 6,118 6,263 6,594 6,881 7,738 8,123 9,012 10,757 　従業員数（期末）（人）

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
　営業活動によるキャッシュ・フロー 48,875 39,583 31,806 46,180 58,060 48,777 53,067 68,600 33,839 58,710 81,470 　営業活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動によるキャッシュ・フロー 17,853 △18,578 △47,925 △70,994 △16,175 △27,723 △47,731 △36,019 △32,234 △1,093 △75,344 　投資活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動によるキャッシュ・フロー △54,828 44,040 △23,537 △22,414 △10,348 1,590 △10,438 △10,723 △8,773 △10,536 9,326 　財務活動によるキャッシュ・フロー
　現金及び現金同等物の期末残高 50,752 115,854 75,524 28,228 59,775 82,085 77,043 99,623 92,792 140,567 154,949 　現金及び現金同等物の期末残高

1株当たり情報（円）（注3） 1株当たり情報（円）（注3）
　当期純利益（EPS） 94 120 125 114 102 108 153 132 144 176 188 　当期純利益（EPS）
　純資産 936 964 944 956 1,023 1,072 1,190 1,331 1,506 1,765 1,811 　純資産
　配当金 25 32 45 47 47 47 47 47 50 63 76 　配当金

株価情報（3月31日終値ベース） 株価情報（3月31日終値ベース）
　株価（円）（注3） 2,623 3,154 2,368 1,390 1,936 1,669 1,866 2,196 2,963 4,109 3,790 　株価（円）（注3）
　時価総額（億円） 6,493 7,807 5,861 3,443 4,793 4,131 4,619 5,436 7,335 10,170 9,380 　時価総額（億円）

財務指標（%） 財務指標（%）
　ROE（注4） 10.2� 12.7� 13.3 11.9 10.3 10.3 13.5 10.5 10.2 10.8 10.6 　ROE（注4）
　ROA（注5） 12.2� 13.5� 15.1 14.4 11.4 10.8 11.4 11.0� 11.6 10.0 10.0 　ROA（注5）
　売上高営業利益率 12.8� 13.6� 15.4 14.6 11.8 11.8 12.9 12.1 12.9 12.7 13.8 　売上高営業利益率
　EBITDAマージン 18.6 19.7 20.2 20.7 21.0 21.2 22.1 23.8 21.7 19.0 21.6 　EBITDAマージン
　自己資本比率 67.1� 58.1� 57.0� 57.7 60.3 60.5 63.8 66.9 70.4 65.6 66.2 　自己資本比率
　配当性向 26.2� 27.1 35.7 41.3 46.3 44.4 31.8 36.6 35.9 36.5 41.1 　配当性向
（注） 1. 記載金額は、百万円未満（1株当たり情報、株価は円未満）を切捨てて表示しています。
 2. EBITDA=営業利益＋減価償却費
 3.  NRIは2015年10月1日付で、普通株式1株につき1.1株の割合で株式分割をおこないました。これにともない、1株当たり情報および株価は、株式分割の影響を 

過年度分について遡及して算出しています。
 4. ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 純資産（期首・期末平均）
 5. ROA = 経常利益 / 総資産（期首・期末平均）
 6．  2014年3月期より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」を適用しており、2013年3月期については当該変更を反映した 

遡及処理後の数値を記載しています。
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（百万円）

2006.3 2007.3 2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3 2014.3 2015.3 2016.3

会計年度 会計年度
　売上高 285,585 322,531 342,289 341,279 338,629 326,328 335,554 363,891 385,932 405,984 421,439 　売上高
　売上原価 213,706 234,578 238,537 240,854 245,641 233,119 235,515 262,315 276,664 289,210 287,270 　売上原価
　販売費及び一般管理費 35,409 44,055 51,087 50,711 52,911 54,782 56,886 57,608 59,450 65,287 75,873 　販売費及び一般管理費
　EBITDA（注2） 53,043 63,692 69,181 70,476 70,992 69,091 74,027 86,441 83,934 77,286 90,893 　EBITDA（注2）
　営業利益 36,469 43,897 52,664 49,713 40,077 38,426 43,152 43,967 49,816 51,486 58,295 　営業利益
　経常利益 38,252 46,099 55,517 51,731 40,947 40,073 44,686 45,858 52,360 52,942 61,001 　経常利益
　親会社株主に帰属する当期純利益 22,518 27,019 28,157 24,513 21,856 23,188 32,920 28,612 31,527 38,880 42,648 　親会社株主に帰属する当期純利益

　受注残高 132,030 135,129 143,199 176,021 182,759 169,286 175,242 191,012 209,202 227,188 228,310 　受注残高
　外注実績 87,335 102,324 118,596 121,446 109,825 101,156 112,039 116,166 132,825 141,925 139,303 　外注実績
　設備投資額 18,343 29,903 36,438 70,083 29,000 20,755 41,165 31,048 33,878 31,080 48,325 　設備投資額
　減価償却費 16,574 19,795 16,517 20,763 30,915 30,665 30,875 42,474 34,118 25,800 32,598 　減価償却費
　研究開発費 2,501 2,864 4,915 4,104 3,561 3,564 3,643 3,643 3,903 4,222 5,110 　研究開発費

会計年度末 会計年度末
　純資産（期末） 209,301 216,232 207,363 205,466 220,237 231,074 258,276 290,818 331,408 403,467 425,409 　純資産（期末）
　総資産（期末） 311,786 371,458 362,447 354,487 363,368 380,032 402,784 432,222 469,010 593,213 621,695 　総資産（期末）
　従業員数（期末）（人） 5,013 5,303 5,711 6,118 6,263 6,594 6,881 7,738 8,123 9,012 10,757 　従業員数（期末）（人）

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー
　営業活動によるキャッシュ・フロー 48,875 39,583 31,806 46,180 58,060 48,777 53,067 68,600 33,839 58,710 81,470 　営業活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動によるキャッシュ・フロー 17,853 △18,578 △47,925 △70,994 △16,175 △27,723 △47,731 △36,019 △32,234 △1,093 △75,344 　投資活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動によるキャッシュ・フロー △54,828 44,040 △23,537 △22,414 △10,348 1,590 △10,438 △10,723 △8,773 △10,536 9,326 　財務活動によるキャッシュ・フロー
　現金及び現金同等物の期末残高 50,752 115,854 75,524 28,228 59,775 82,085 77,043 99,623 92,792 140,567 154,949 　現金及び現金同等物の期末残高

1株当たり情報（円）（注3） 1株当たり情報（円）（注3）
　当期純利益（EPS） 94 120 125 114 102 108 153 132 144 176 188 　当期純利益（EPS）
　純資産 936 964 944 956 1,023 1,072 1,190 1,331 1,506 1,765 1,811 　純資産
　配当金 25 32 45 47 47 47 47 47 50 63 76 　配当金

株価情報（3月31日終値ベース） 株価情報（3月31日終値ベース）
　株価（円）（注3） 2,623 3,154 2,368 1,390 1,936 1,669 1,866 2,196 2,963 4,109 3,790 　株価（円）（注3）
　時価総額（億円） 6,493 7,807 5,861 3,443 4,793 4,131 4,619 5,436 7,335 10,170 9,380 　時価総額（億円）

財務指標（%） 財務指標（%）
　ROE（注4） 10.2� 12.7� 13.3 11.9 10.3 10.3 13.5 10.5 10.2 10.8 10.6 　ROE（注4）
　ROA（注5） 12.2� 13.5� 15.1 14.4 11.4 10.8 11.4 11.0� 11.6 10.0 10.0 　ROA（注5）
　売上高営業利益率 12.8� 13.6� 15.4 14.6 11.8 11.8 12.9 12.1 12.9 12.7 13.8 　売上高営業利益率
　EBITDAマージン 18.6 19.7 20.2 20.7 21.0 21.2 22.1 23.8 21.7 19.0 21.6 　EBITDAマージン
　自己資本比率 67.1� 58.1� 57.0� 57.7 60.3 60.5 63.8 66.9 70.4 65.6 66.2 　自己資本比率
　配当性向 26.2� 27.1 35.7 41.3 46.3 44.4 31.8 36.6 35.9 36.5 41.1 　配当性向
（注） 1. 記載金額は、百万円未満（1株当たり情報、株価は円未満）を切捨てて表示しています。
 2. EBITDA=営業利益＋減価償却費
 3.  NRIは2015年10月1日付で、普通株式1株につき1.1株の割合で株式分割をおこないました。これにともない、1株当たり情報および株価は、株式分割の影響を 

過年度分について遡及して算出しています。
 4. ROE = 親会社株主に帰属する当期純利益 / 純資産（期首・期末平均）
 5. ROA = 経常利益 / 総資産（期首・期末平均）
 6．  2014年3月期より「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」を適用しており、2013年3月期については当該変更を反映した 

遡及処理後の数値を記載しています。
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経営者による財政状態および経営成績に関する説明および分析

した。
　データセンター事業においては、首都圏における災害時
の事業継続を目的として大阪第二データセンターを建設し、
2016年4月に開業しています。同センターのサービス提供を
通じて、今後も顧客の事業継続および事業拡大に貢献してい
きます。
　このほか、持続的な成長と企業価値向上に向け、環境問題
に対しては、高度な環境性能を備えるデータセンターを活用
し、共同利用型サービスの提供を拡大することで、社会全体
の温室効果ガスの削減を推進しています。当期は、企業の環
境活動を評価する国際非営利団体であるＣＤＰ*からNRIの地
球温暖化防止への取り組みが評価され、「気候変動情報開示
先進企業」に選定されました。
　NRIの当期の売上高は、コンサルティング、金融ＩＴソリュー
ションおよび産業ＩＴソリューションで増加し、421,439百万円
（前期比3.8％増）となりました。人件費が人員増加に加え業
績改善等にともなう賞与の増加により増えましたが、不採算
案件が減少し、売上原価は287,270百万円（同0.7％減）、売
上総利益は134,168百万円（同14.9％増）となりました。販売
費及び一般管理費は、人件費のほか、子会社取得や研究開発
に係る外部委託費が増加し、75,873百万円（同16.2％増）と
なりました。この結果、営業利益は58,295百万円（同13.2％
増）、営業利益率は13.8％（同1.2ポイント増）、経常利益は
61,001百万円（同15.2％増）となりました。親会社株主に帰
属する当期純利益は42,648百万円となり前期比9.7％増と
なりました。
*ＣＤＰ：英国に拠点を置く環境評価をおこなう国際非営利団体。世界の機関投
資家の支援のもと、上場企業の環境活動に関する調査および評価をしていま
す。

　当期（2016年3月期）の日本経済は、中国経済の減速など
を背景に弱さが見られたものの、国内景気は総じて緩やかな
回復基調となりました。企業収益に改善の動きが見られる中、
情報システム投資は堅調に推移しました。
　このような環境のもと、NRIは、コンサルティングからシス
テム開発・運用まで一貫して提供できる総合力をもって事業
活動に取り組みました。また、中長期的な成長を実現するた
め、強みをさらに伸ばしつつ事業領域の拡大に向けた施策を
推し進めました。
　マイナンバー制度（社会保障・税番号制度）については、NRI
の広範囲なソリューションを活用し、導入に向けたコンサル
ティングサービスやマイナンバーの登録から管理までを一体
で提供するサービスを開始しました。新日銀ネット（日本銀行
金融ネットワークシステム）の全面稼働、金融所得課税の一体
化およびジュニアＮＩＳＡ（未成年者少額投資非課税制度）につ
いては、NRIの共同利用型サービスに新しい機能を追加して
サービスを提供しています。今後も制度改正に着実に対応し、
共同利用型サービスの一層の事業拡大に努めていきます。
　海外事業においては、日本企業の海外展開のサポートや現
地政府・企業向け事業の開拓に加え、新たな事業領域の拡大
に向け、新技術や経験、優れたネットワークを持つ企業との協
業やＭ＆Ａなども進めました。デジタルマーケティング領域の
事業拡大を目的に、米国のブライアリー・アンド・パートナーズ
を子会社化したことに加え、米国で展開している事業を日本
および東南アジアで本格的に展開するために、ブライアリー・�
アンド・パートナーズ・ジャパンを2016年4月に設立していま
す。また、システム開発・保守の体制を強化するため、北京智明
創発有限公司をはじめとする中国の事業会社を子会社としま
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ンの提供をおこなっています。
　マイナンバー制度については、NRIの広範囲なソリューショ
ンを活用し、導入に向けたコンサルティングサービスやマイ
ナンバーの登録から管理までを一体で提供するサービスを開
始しました。新日銀ネットの全面稼働、金融所得課税の一体化
およびジュニアＮＩＳＡについては、NRIの共同利用型サービス
に新しい機能を追加してサービスを提供しています。今後も
制度改正に着実に対応し、共同利用型サービスの一層の事業
拡大に努めていきます。
　当期の売上高は、大型の製品販売があった証券業向け開
発・製品販売や、保険業向け開発・製品販売を中心に、増加し
ました。収益性は、不採算案件が減少したことにより改善しま�
した。
　この結果、売上高253,802百万円（前期比6.8％増）、営業
利益29,171百万円（同29.0％増）となりました。

(百万円） 2015年3月期 2016年3月期
売上高 237,649 253,802
営業利益 22,621 29,171
　営業利益率 9.5% 11.5%

産業ＩＴソリューション
　当セグメントは、流通業、製造業、サービス業や公共向けに、
システムコンサルティング、システム開発および運用サービ
ス等の提供をおこなっています。
　顧客基盤の拡大に向け、産業分野においても多くの顧客を
持つコンサルティング部門と連携してＩＴソリューションの提案
をおこなう取り組みを進めています。また、各企業の独力によ

　セグメントごとの業績（売上高には内部売上高を含む。）は
次のとおりです。
　なお、当期にセグメントの区分を一部変更しており、以下、
前期比較については、当該変更後の区分による前期の数値を
用いています。

コンサルティング
　当セグメントは、政策提言や戦略コンサルティング、業務改
革をサポートする業務コンサルティング、ＩＴマネジメント全般
にわたるシステムコンサルティングを提供しています。
　政府・企業が構造改革を推し進める中、コンサルティングの
需要は高い水準にあります。NRIは顧客のニーズに的確に対
応し、海外も含めた顧客基盤の拡大に努めました。
　当期は、マイナンバー制度対応をはじめとした業務コンサ
ルティングや、顧客のIT部門の構造改革を支援するシステム
コンサルティングが増加しましたが、一方で人件費も増加しま
した。この結果、売上高28,823百万円（前期比3.9％増）、営
業利益5,487百万円（同7.9％減）となりました。

(百万円） 2015年3月期 2016年3月期
売上高 27,749 28,823
営業利益 5,959 5,487
　営業利益率 21.5% 19.0%

金融ＩＴソリューション
　当セグメントは、主に証券業や保険業、銀行業等の金融業
顧客向けに、システムコンサルティング、システム開発および
運用サービスの提供、共同利用型システム等のＩＴソリューショ
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端的な情報技術等に関する研究をおこなっています。
　顧客基盤の拡大に向け、顧客に対し、ＩＴ基盤の刷新だけで
なく、業務改善や収益改善につながるＩＴ基盤ソリューションを
提案する取り組みを進めています。
　データセンター事業については、大阪第二データセンター
の建設を完了し、2016年4月に開業しました。
　また、システム開発・保守の体制を強化するため、北京智明
創発有限公司をはじめとする中国の事業会社を子会社としま
した。
　当期は、ＩＴ基盤構築に係る開発・製品販売や商品販売が減
少し、外部顧客に対する売上高は減少しました。一方、不採算
案件が減少したことにより収益性は改善しました。
　この結果、売上高110,044百万円（前期比3.0％減）、営業
利益11,575百万円（同34.0％増）となりました。

(百万円） 2015年3月期 2016年3月期
売上高 113,505 110,044
営業利益 8,636 11,575
　営業利益率 7.6% 10.5%

その他
　上記4つ以外の事業セグメントとして、システム開発や運用
サービスの提供をおこなう子会社などがあります。
　当期において、売上高は12,924百万円（前期比0.1％増）、
営業利益は子会社におけるソフトウエアの評価減等があり
919百万円（同43.1％減）となりました。

③  特別損益、法人税等および親会社株主に帰属する当期純
利益

　投資有価証券売却益および退職給付信託設定益が発生し、
特別利益4,039百万円を計上しました。一方、本社移転に向
けたオフィス再編費用の発生により、特別損失2,734百万円
を計上しました。この結果、特別損益は1,304百万円（前期は
6,132百万円）となりました。
　法人税等は、税効果会計適用後の法人税等の負担率が
31.3％となり、19,513百万円（前期比1.6％増）となりました。
　以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は42,648
百万円（同9.7％増）となりました。

るＩＴ対応が難しくなりつつある中、企業のＩＴ部門の構造改革
支援を、NRIのシステムコンサルティングとＩＴソリューションを
活かして進めています。
　事業拡大を目的に、米国のブライアリー・アンド・パートナー
ズを子会社化したことに加え、2016年4月に同社の子会社と
なるブライアリー・アンド・パートナーズ・ジャパンを設立しま
した。また、インドネシアにノムラ･リサーチ･インスティテュー
ト・インドネシアを設立しました。
　当期の売上高は、開発・製品販売が製造・サービス業で減少
したものの、運用サービスが流通業、製造・サービス業ともに
増加しました。コスト面では、人件費のほか、のれん償却費が
増加し、また子会社取得にともなう費用が発生しました。
　この結果、売上高102,859百万円（前期比3.9％増）、営業
利益9,974百万円（同15.3％減）となりました。

(百万円） 2015年3月期 2016年3月期
売上高 98,974 102,859
営業利益 11,769 9,974
　営業利益率 11.9% 9.7%

ＩＴ基盤サービス
　当セグメントは、主に金融ＩＴソリューションセグメントおよび
産業ＩＴソリューションセグメントに対し、データセンターの運
営管理やＩＴ基盤・ネットワーク構築等のサービスを提供してい
ます。また、様々な業種の顧客に対してＩＴ基盤ソリューション
や情報セキュリティサービスを提供しています。このほか、ＩＴ
ソリューションに係る新事業・新商品の開発に向けた研究や先

① 売上高および営業利益
　業績概況に記載のとおり、当期のNRIの売上高は421,439
百万円（前期比3.8％増）、営業利益は58,295百万円（同
13.2％増）となり、営業利益率は13.8％（同1.2ポイント増）と
なりました。

② 営業外損益および経常利益
　営業外収益は、保有有価証券の受取配当金が増加したこ
とに加え、為替相場が円安に推移し為替差損から為替差益に
転じたことにより、2,883百万円（前期比61.0％増）となりま
した。営業外費用は177百万円（同47.1％減）、営業外損益は
2,705百万円（同85.8％増）となり、経常利益は61,001百万円
（同15.2％増）となりました。

2016年3月期の経営成績の分析
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おこなうことができる旨を定款に定めています。
*�連結配当性向＝年間配当金総額(ＮＲＩグループ社員持株会専用信託に対す
る配当金を含む。)÷親会社株主に帰属する当期純利益

（2）剰余金の配当の状況
　当期末（2016年3月31日）を基準日とする配当金は、上
記方針および当期の業績を踏まえ、1株につき40円としまし
た。NRIは2015年10月1日付で普通株式1株につき1.1株
の割合で株式分割をおこなっていますが、これにともなう1
株当たり配当金の調整はおこなわないため、実質4円の増
配となります。
　年間の配当金は、2015年11月に実施済みの配当金40
円と合わせ、1株につき80円（前期と比べ10円の増配（実
質14円の増配））となり、連結配当性向は41.1％となりま�
した。

（1）剰余金の配当等の決定に関する方針
　NRIは、企業価値の継続的な向上が最も重要な株主還
元と考えています。剰余金の配当については、中長期的な
事業発展のための内部留保を確保しつつ、安定した配当を
継続することを基本とし、連結配当性向*35％を目安に、事
業収益およびキャッシュ・フローの状況等を勘案して決定し�
ます。
　内部留保資金については、既存事業の強化や新規事業展
開のための設備投資および研究開発投資、ならびに人材育
成投資、Ｍ＆Ａなどの戦略的投資など、今後の事業展開に向
けて活用していきます。また、資本効率の向上、経営環境の
変化に対応した機動的な資本政策の一環として自己の株式
の取得に充当することがあります。
　NRIは、会社法第459条に基づき、9月30日および3月31
日を基準日として、取締役会の決議により剰余金の配当を

　基準日が当期に属する剰余金の配当は次のとおりです。
取締役会決議日 配当金の総額 (百万円 ) 1 株当たり配当額 (円 ) 基準日

2015年10月23日 8,345 40 2015年9月30日
2016年05月13日 9,182 40 2016年3月31日

（注）��配当金の総額は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託に対する配当金支払額（2015年10月決議分73百万円、2016年5月決議分96百万円）
を含んでいます。

た有価証券が一部繰上償還されたことなどによるものです。
　投資有価証券は3,916百万円増加し120,397百万円（同
3.4％増）となりました。余資の運用目的による有価証券の購
入があった一方、保有株式の価格下落がありました。
　有価証券は公社債投資信託（現金同等物）および残存償還
期間が1年内の短期債券であり、また、投資有価証券は、株
式等76,658百万円（同17.7％減）、債券43,325百万円（同
88.2％増）および投資事業組合等への出資金413百万円（同
43.2％増）です。

③ 有形固定資産について
　建物及び構築物は、大阪第二データセンターが完成し、前
期末と比べ8,723百万円増加し41,915百万円（前期末比
26.3％増）となりました。機械及び装置は1,320百万円増加
し6,304百万円（同26.5％増）、工具、器具及び備品は2,405

① 概要
　当期末におけるNRIの財政状態は、前期末と比べ、流動資
産は8,378百万円増加の306,943百万円（前期末比2.8％
増）、固定資産は20,103百万円増加の314,751百万円（同
6.8％増）、流動負債は21,095百万円増加の134,304百万円
（同18.6％増）、固定負債は14,661百万円減少の61,327
百万円（同19.3％減）、特別法上の準備金は107百万円増加
の654百万円（同19.6％増）、純資産は21,941百万円増加
の425,409百万円（同5.4％増）、総資産は28,482百万円増
加の621,695百万円（同4.8％増）となりました。

② 有価証券について
　有価証券は、前期末と比べ18 , 966百万円減少し、
100,572百万円（前期末比15.9％減）となりました。これはマ
イナス金利政策の影響を受け、余資の運用目的で保有してい

2016年3月期末の財政状態の分析

利益配分に関する基本方針および配当
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⑥ 退職給付について
　退職給付については、前期末と比べ、退職給付に係る資産
は8,781百万円減少し25,907百万円（前期末比25.3％減）、
退職給付に係る負債は1,098百万円増加し6,396百万円（同
20.7％増）となりました。これは主に、マイナス金利政策を受
け市場金利が下がり、割引率が低下したことによるものです。

⑦ その他
　子会社による金融事業において、営業貸付金が4,010百万
円減少し6,758百万円、信用取引資産が6,425百万円減少
し10,338百万円、短期借入金が8,375百万円減少し2,270
百万円、信用取引負債が5,970百万円減少し6,344百万円と
なりました。
　当第1四半期に日本生命保険 を割当先とする第三者割
当による自己株式の処分をおこなったことなどにより、自己
株式は9,060百万円減少し48,396百万円、資本剰余金は
12,852百万円増加し27,944百万円となっています。
　このほか、売掛金が2,594百万円増加の64,876百万円、
開発等未収収益が4,006百万円減少の32,585百万円、未払
金が4,410百万円増加の12,082百万円、未払法人税等が
12,139百万円増加の14,325百万円、前受金が4,822百万
円増加の12,440百万円、繰延税金負債が7,616百万円減少
の10,575百万円となりました。

百万円増加し9,714百万円（同32.9％増）となりました。有
形固定資産の合計額は11,468百万円増加し65,384百万円
（同21.3％増）となり、総資産に占める割合は10.5％となり
ました。当期は、大阪第二データセンターの建設のほか、既存
のデータセンター関連の設備を中心に投資し、有形固定資産
投資額は20,285百万円（前期比143.0％増）でした。

④ 無形固定資産について
　ソフトウエア（ソフトウエア仮勘定を含む。）は、前期末と比
べ2,615百万円増加し56,602百万円（前期末比4.8％増）と
なり、総資産に占める割合は9.1％となりました。当期は、共同
利用型システムの開発にともなうソフトウエア投資を中心に
投資し、ソフトウエア投資額は28,040百万円（前期比23.4％
増）でした。のれんは、米国のブライアリー・アンド・パートナー
ズなどを子会社化したことにともない、6,828百万円増加し
7,864百万円となりました。

⑤ 借入金について
　1年内返済予定の長期借入金は、前期末と比べ1,082百万
円増加し3,230百万円（前期末比50.4％増）、長期借入金は、
6,636百万円増加し27,969百万円（同31.1％増）となりま
した。これは主に、2016年3月に信託型従業員持株インセン
ティブ・プランに基づき設定されたＮＲＩグループ社員持株会
専用信託が借入れをおこなったことによるものです。
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　NRIは、㈱格付投資情報センター（R&I）から格付けを取得
しています。
　2016年3月末現在の発行体格付けは以下のとおりです。

格付け機関名 ㈱格付投資情報センター（R&I）

格付け（格付けの方向性） AA-（安定的）

　当期末の現金及び現金同等物は、前期末から14,381百万
円増加し154,949百万円となりました。
　当期において、営業活動により得られた資金は81,470
百万円となり、前期と比べ22,760百万円多くなりました。こ
れは、営業利益が増加したことに加え、法人税等の支払額が
大きく減少したことによるものです。
　投資活動による支出は75,344百万円となりました。前期
は、投資有価証券の売却や連結の範囲の変更を伴う子会社
株式の取得による収入があり支出額は1,093百万円でした
が、当期は、余資の運用目的での有価証券の取得や大阪第
二データセンターなどの有形固定資産の取得による支出が
増え、また連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出があったことから、前期と比べ74,251百万円増加しま�
した。
　財務活動による収入は9,326百万円（前期は10,536百万
円の支出）となりました。短期借入金の返済や配当金の支払
いによる支出が増加しましたが、日本生命保険 を割当先と
する第三者割当による自己株式処分による収入26,209百万
円や信託型従業員持株インセンティブ・プランの導入にとも
なう長期借入れによる収入があり、収入が支出を上回りま�
した。
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設備の状況・研究開発

　NRIの当期末における翌1年間の設備投資計画は、総額
45,000百万円であり、セグメントごとの内訳は次のとおり�
です。
　なお、経常的な設備の更新のための除却および売却を除
き、重要な設備の除却および売却の計画はありません。

研究開発会議を設置しており、立案から成果活用に至るまで
プロジェクトの審査をおこなっています。
　当期における研究開発費は5,110百万円です。

　NRIは、当期において、総額48,325百万円の設備投資（無
形固定資産を含む。）を実施しました。ＩＴ基盤サービスにおい
て、大阪第二データセンターを建設し、また、既存のデータセ
ンター関連の設備投資をおこないました。金融ＩＴソリューショ
ンにおいては、高付加価値サービス拡充のための共同利用型
システムの開発をおこないました。
　セグメントごとの内訳は次のとおりです。

セグメントの名称 投資金額�(百万円)
コンサルティング 72
金融ITソリューション 20,633
産業ITソリューション 4,048
IT基盤サービス 22,488
その他 458
全社(共通) 623
　　計 48,325

　NRIは、次の3つの領域において研究開発をおこなってい
ます。
1.��新規事業・新商品開発に向けた研究ならびに事業性調査、
プロトタイプ開発、実証実験

2.��情報技術に関する先端技術、基盤技術、生産・開発技術の
研究

3.�新しい社会システムに関する調査・研究
　研究開発は、NRIの技術開発を担うＩＴ基盤イノベーション
本部、および政策提言・先端的研究機能を担う未来創発セン
ターにおいて定常的に取り組んでいるほか、各事業部門にお
いても、中長期的な視点に立った事業開発・新商品開発に取
り組んでおり、必要に応じ社内横断的な協業体制のもとで進
めています。研究開発戦略を提起するとともに全社的な視点
から取り組むべき研究開発プロジェクトを選定する場として、
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研究開発費 （億円）

セグメントの名称
投資予定金額�
(百万円) 設備等の主な内容・目的

コンサルティング 100 ・オフィス設備
金融IT�
ソリューション 20,000 ・�金融業等顧客へサービスを提供するための自社利用ソフトウエアおよび販売目的ソフトウエアの開発

・金融業等顧客向けのシステム開発用機器、データセンターに設置するサービス提供用機器

産業IT
ソリューション 9,000

・�流通業、製造・サービス業等顧客へサービスを提供するための自社利用ソフトウエアおよび販売目的ソフト
ウエアの開発
・�流通業、製造・サービス業等顧客向けのシステム開発用機器、データセンターに設置するサービス提供用機器

IT基盤サービス 9,000 ・�データセンター関連設備の取得
・�IT基盤サービスを提供するための自社利用ソフトウエアの開発

その他 1,000 ・顧客へサービスを提供するための自社利用ソフトウエアおよび機器
全社（共通） 5,900 ・オフィス設備

計 45,000

研究開発 ▶セグメントごとの主な研究開発活動については有価証券報告書ご参照

設備の状況 ▶主な設備については有価証券報告書ご参照



統合レポート2016 63

事業等のリスク

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

N
RI
の
価
値
創
造

次
代
に
向
け
た
新
た
な
価
値
創
造
戦
略

「
未
来
創
発
」を
体
現
す
る
C
SR
活
動

財
務
セ
ク
シ
ョ
ン

会
社
デ
ー
タ

攻
め
と
守
り
を
支
え
る
ガ
バ
ナ
ン
ス

④�ソフトウエア投資について
　NRIは、製品販売、共同利用型サービスおよびアウトソーシ
ングサービス等の事業展開を図るため、ソフトウエア投資を
おこなっています。多くの場合、ソフトウエアは特定用途別に
設計するため、転用しにくい性質を持っており、投資にあたっ
ては慎重な検討が求められます。
　NRIは、事業計画の妥当性を十分に検討したうえでソフトウ
エアの開発に着手しています。また、開発途中および完成後
であっても、事業計画の進捗状況の定期的なチェックをおこ
ない必要に応じて速やかに事業計画を修正する社内体制を
整えています。
　しかしながら、投資の回収可能性は必ずしも保証されてい
るわけではなく、資金回収ができずに損失を計上する可能性
があります。

⑤�特定業種および特定顧客への依存について
　NRIの売上高は、特定業種および特定顧客への依存度が高
くなっています。当期において、金融サービス業向けを主とす
る金融ＩＴソリューションの外部売上高は、連結売上高の6割を
占めています。また、主要顧客である野村ホールディングス㈱
および㈱セブン＆アイ・ホールディングス（それぞれの子会社
を含む。）向けの売上高の合計は、連結売上高の4分の1を占
める規模となっています。
　金融サービス業向け事業等で培った業務ノウハウ、大規模
システム・先端システムの構築・運用ノウハウは、NRIの強み
であり、これを他業種向けのサービスに活かし、新規顧客の
開拓を積極的に進めていきます。主要顧客に対しては、この
強みをさらに研鑽することにより競合他社との差別化を図り、
また戦略的な人員出向をおこなうなど、顧客との関係をより
強固なものとしていきます。
　しかしながら、特定業種における法制度の変更や事業環境
の急変、主要顧客における経営状況の変化やＩＴ戦略の抜本
的見直しが、NRIの業績に重大な影響を与える可能性があり
ます。また、新規顧客の獲得が想定どおりに進まない可能性
があります。

⑥�出資、Ｍ＆Ａ、提携について
　NRIは、将来の事業機会をにらみ各事業会社に出資してい
るほか、事業上の関係強化を図るため、取引先等に対して投
資採算性等を考慮に入れつつ出資しています。また、事業基
盤の強化に向けＭ＆Ａや提携をおこなうことがあります。
　これらの実施にあたっては、対象となる企業の財務内容や
事業について詳細な事前審査をおこない、意思決定のために
必要かつ十分な情報収集と検討をおこなったうえで決定して
います。

　NRIの事業等において、投資者の判断に重要な影響を及ぼ
す可能性のある事項には、次のようなものがあります。
　なお、これらは当期末における事業等に関するリスクのう
ち代表的なものであり、実際に起こり得るリスクはこの限りで
はありません。また、本文中の将来に関する事項は、当期末現
在においてNRIが判断したものです。

（1） 経営戦略について
①�情報サービス産業における価格競争について
　情報サービス産業では、事業者間の競争が激しく、他業種
からの新規参入や海外企業の台頭、パッケージ製品の普及も
進んでいることから、価格競争が発生する可能性があります。
　このような環境認識のもと、NRIは、コンサルティングから
システム開発・運用に至る総合力をさらに高め、サービスの高
付加価値化により競合他社との差別化を図るとともに、生産
性の向上に取り組んでいます。
　しかしながら、想定以上の価格競争が発生した場合には、
NRIの業績が影響を受ける可能性があります。

②�情報サービス産業における技術革新について
　情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれにと
もなう市場ニーズの変化に迅速に対応することが求められて
います。
　このような環境認識のもと、NRIは、情報技術に関する先端
技術や基盤技術、生産・開発技術の調査・研究に、社内横断的
な体制で取り組むことで、技術革新への迅速な対応に努めて
います。
　しかしながら、広範な領域において技術革新が急速に進展
し、その対応が遅れた場合には、NRIの業績が影響を受ける
可能性があります。

③�運用サービス事業の安定性について
　運用サービスを展開するにあたっては、データセンターに
係る不動産や運用機器、ソフトウエア等の投資が必要であり、
投資額の回収は顧客との運用サービス契約に基づき長期間
にわたっておこなわれます。
　運用サービスの契約は複数年にわたるものが多く、また単
年契約であっても自動更新されることが多いため、売上高は
比較的安定していると考えられます。さらに、NRIは慎重な事
業進捗管理と継続的な顧客の与信管理をおこなうことによ
り、投資額の回収に努めています。
　しかしながら、運用サービスの売上高の安定性は将来にわ
たって保証されているわけではなく、顧客の経営統合や経営
破綻、ＩＴ戦略の抜本的見直しなどにより、NRIとの契約が更新
されない可能性があります。
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資源であり、積極的に特許を出願することによってNRIの知
的財産権の保護にも努めています。
　このような取り組みにもかかわらず、NRIの製品やサービ
スが第三者の知的財産権を侵害した場合には、損害賠償請求
を受ける可能性があるほか、情報システムの使用差止請求を
受けサービスを停止せざるを得なくなるなど、業務遂行に支
障を来す可能性があります。また、第三者によりNRIの知的財
産権が侵害される可能性があります。

（4） 法令・規制について
　NRIは、事業活動をおこなううえで、国内外の法令および規
制の適用を受けています。NRIでは、コンプライアンス体制を
構築し、法令遵守の徹底に努めています。
　しかしながら、法令違反等が発生した場合、また新たな法規
制が追加された場合には、NRIの事業および業績が影響を受
ける可能性があります。

（5） 情報セキュリティについて
　インターネットがインフラとして定着し、あらゆる情報が瞬
時に広まりやすい社会になっています。こうした技術の発展に
より、利用者の裾野が広がり利便性が増す一方で、サイバー
攻撃等の外部からの不正アクセスによる情報漏洩のリスクが
高まっており、情報セキュリティ管理が社会全般に厳しく問わ
れるようになっています。特に情報サービス産業は、顧客の機
密情報を扱う機会が多く、より高度な情報セキュリティ管理や
社員教育の徹底が求められます。
　マイナンバーを含む個人情報の管理においてはプライバ
シーマークの付与認定(個人情報保護マネジメントシステム
の適合性認定)を受け、また、一部の事業について情報セキュ
リティマネジメントシステムの認証を取得し、機密情報の適切
な管理をおこなっています。常に高度なセキュリティレベルを
維持するため、システムによる入退館の管理や、パソコンのセ
キュリティ管理の徹底、個人情報保護に関する研修の実施等
をおこなっています。特に、顧客の基幹システムの運用をおこ
なうデータセンターでは、Ｘ線検査装置による持込持出チェッ
クなど、厳重な入退館管理システムを採用しています。
　このような取り組みにもかかわらず、情報漏洩が発生した
場合には、顧客等からの損害賠償請求やNRIの信用失墜等に
より、業績が影響を受ける可能性があります。

（6） サービスの品質について
　NRIは、顧客の経営目標の実現に向けた戦略を提示し、成
果として結実させるための手段を提供する「ナビゲーション×
ソリューション」を基本戦略とし、コンサルティングからシステ
ム開発・運用に至る総合力をもって付加価値の高いサービス
を顧客に提供することを目指しており、顧客からも品質の高
いサービスが求められています。

　しかしながら、実施後にNRIが認識していない問題が明ら
かになった場合や、期待した成果を上げられなかった場合に
は、のれんの減損処理をおこなう必要が生じるなど、NRIの業
績が影響を受ける可能性があります。

⑦��野村ホールディングス㈱およびその関係会社との資本関
係について

　当期末において、野村ホールディングス㈱がNRIの議決権
を36.8％保有（間接保有30.6％を含む。）しています。また、
同社の関連会社（㈱ジャフコ、髙木証券㈱）がNRIの議決権を
8.5％保有しています。
　NRIに対する野村ホールディングス㈱およびその関係会社
の議決権比率は、将来にわたって一定であるとは限りません。
また、野村ホールディングス㈱およびその関係会社による議
決権行使が、NRIの他の株主の利益と必ずしも一致しない可
能性があります。

（2） 事業継続について
　事業活動のグローバル化やネットワーク化の進展にともな
い、災害やシステム障害など万一の事態に想定される被害規
模は大きくなってきており、危機管理体制の一層の強化が求
められています。
　NRIは、大規模災害、大規模障害、事業や業務遂行に関わ
る事件・事故が発生した場合に備えて、初動体制と行動指針
をまとめたコンティンジェンシープラン(緊急時対応計画)を
策定し、事前対策や訓練を重ね、より円滑な事業継続に向け
た体制の構築や事業継続に必要なインフラの整備など、危機
管理体制の整備・強化に取り組んでいます。NRIが保有する
データセンターはセキュリティ対策や耐震等の災害対策にお
いても国内最高の水準にありますが、そのデータセンター内
にあるNRIの情報資産についてバックアップ体制のさらなる
強化を図るとともに、顧客から預かった情報資産については
顧客と合意した水準に基づいて対策を進めています。
　しかしながら、一企業のコントロールを超える特別な事情
や状況が発生し、業務の中断が不可避となった場合には、顧
客と合意した水準でのサービス提供が困難となり、NRIの業
績が影響を受ける可能性があります。

（3） 知的財産権について
　電子商取引に関連する事業モデルに対する特許など、情報
システムやソフトウエアに関する知的財産権の重要性が増し
ています。
　このような環境認識のもと、NRIは、情報システムの開発等
にあたっては第三者の特許を侵害する可能性がないかを調
査するとともに、教育研修等を通じて知的財産権に対する社
員の意識向上に努めています。一方、知的財産は重要な経営
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27001に準拠した情報セキュリティマネジメントシステムお
よびＩＳＯ20000に準拠したＩＴサービスマネジメントシステム
により、運用サービスの品質の維持および向上に継続的に努
めています。また、金融サービス業のシステムについては重
点的に管理状況等の点検をおこなうほか、万一障害が発生し
た場合の対応整備を進めています。
　データセンターについては、経済・社会に不可欠なインフラ
であり、その重要性を強く認識しています。一層の安全確保
に向けて運営体制を整備し、その運営の評価・検証を定期的
におこなっています。
　しかしながら、運用上の作業手順が遵守されないなどの人
的ミスや機器・設備の故障、電力等のインフラの障害等によ
り、顧客と合意した水準での安定稼働が実現できなかった場
合には、NRIの業績が影響を受ける可能性があるほか、NRIの
信用を失う可能性があります。

（7） 協力会社について
　NRIは、生産能力の拡大や生産性の向上および外部企業の
持つノウハウ活用等のため、外部企業に業務委託しています
が、これらの多くは請負契約のもとでおこなわれています。

① 良好な取引関係について
　当期において、生産実績に占める外注実績の割合は5割で
あり、NRIが事業を円滑におこなうためには、優良な協力会社
の確保と良好な取引関係の維持が必要不可欠になります。
　NRIは、定期的に協力会社の審査を実施するほか、国内外
を問わず協力会社の新規開拓をおこなうなど、優良な協力会
社の安定的な確保に努めています。また、特に専門性の高い
業務ノウハウ等を持つ協力会社である「ｅパートナー契約」締
結先企業とのプロジェクト・リスクの共有や、協力会社に対す
るセキュリティおよび情報管理の徹底の要請など、協力会社
も含めた生産性向上および品質向上活動に努めています。
　協力会社は、中国をはじめとする海外にも広がっており、中
国企業への委託は外注実績の1.5割を占めています。このた
め、役職員が中国を中心に海外の協力会社を定期的に訪問
し、プロジェクトの状況確認をおこなうなど、協力体制の強化
に努めています。
　このような取り組みにもかかわらず、優良な協力会社の確
保や良好な取引関係の維持が実現できない場合には、事業
を円滑におこなうことができなくなる可能性があります。特
に、海外の協力会社への委託については、日本とは異なる政
治的、経済的、社会的要因により、予期せぬ事態が発生する可
能性があります。

② 請負業務について
　請負契約のもとでおこなわれる業務委託にあたっては、労
働関係法令に則った適切な対応が求められます。

① コンサルティングサービス
　NRIに蓄積されたノウハウ等の情報を幅広く共有するため
のインフラを整備するなど、品質の高いサービスを提供でき
る体制の確立に努めています。さらに、顧客満足度調査を実
施し、その結果を分析・フィードバックすることにより、今後の
さらなる品質向上に努めています。
　しかしながら、顧客の期待する高い品質のサービスを提供
できない場合には、その後の業務の受託に支障を来す可能
性があります。

② システム開発
　情報システムの開発は、原則として請負契約であり、納期ま
でに情報システムを完成させ納品するという完成責任を負っ
ていますが、顧客要請の高度化・複雑化や完成までの諸要件
の変更等により、作業工数が当初の見積り以上に増加し、納
期に遅延することがあります。また、引渡し後であっても性能
改善をおこなうなど、契約完遂のため想定以上に作業が発生
することがあります。特に複数年にわたる長期プロジェクト
は、環境の変化や技術の変化に応じた諸要件の変更等が発
生する可能性が高くなります。また、情報システムは重要な社
会インフラであり、完成後の安定稼働に向け、開発段階から
の品質管理、リスク管理が重要であると考えています。特に
金融サービス業のシステムについては、NRIの顧客のみでな
く金融市場全体の信頼性に関わる場合もあり、その重要性を
強く認識しています。
　NRIは、教育研修等を通じプロジェクトマネージャーの管理
能力の向上に努め、また、ＩＳＯ（国際標準化機構）9001に準拠
した品質マネジメントシステムを整備するなど、受注前の見
積り審査や受注後のプロジェクト管理を適切におこなう体制
を整えています。特に一定規模以上のプロジェクトは、システ
ム開発会議など専用の審査体制を整え、プロジェクト計画か
ら安定稼働まで進捗状況に応じたレビューの徹底を図ってい
ます。また、金融サービス業のシステムについては重点的に
システム開発プロセスの点検・改善を進めています。
　しかしながら、作業工数の増加や納品後の性能改善等によ
る追加費用が発生した場合には、最終的な採算が悪化する可
能性があります。また、納期遅延やシステム障害等により顧客
の業務に支障を来した場合には、損害賠償請求を受ける可能
性があるほか、NRIの信用を失う可能性があります。

③ 運用サービス
　NRIが開発する情報システムは、顧客の業務の重要な基盤
となることが多く、完成後の安定稼働が重要であると考えて
います。特に金融サービス業のシステムについては、NRIの
顧客のみでなく金融市場全体の信頼性に関わる場合もあり、
その重要性を強く認識しています。
　NRIは、運用面での品質の向上に注力しており、ＩＳＯ
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ては、株式市場動向、金利動向等により変動します。
　また、年金制度を変更する場合、退職給付に係る資産・負債
が影響を受ける可能性があります。

（11） 訴訟について
　NRIは、2015年4月30日付で日本郵政インフォメーション
テクノロジー㈱から訴訟の提起を受け、現在係争中です。同
社は、全国の郵便局等を結ぶ通信ネットワークを新回線へ移
行するにあたり、ソフトバンク㈱に対し回線サービスの調達・
保守業務を、NRIに対しネットワークの移行管理・調整業務を、
発注しました。この新回線への移行が遅延し損害を被ったと
して、日本郵政インフォメーションテクノロジー㈱は、ソフトバ
ンク㈱およびNRIに対し、16,150百万円を連帯して支払うよ
う求めています。
　当該訴訟の結果によっては、NRIの業績が影響を受ける可
能性があります。

　NRIは、請負業務に関するガイドラインを策定し全社的な
問題意識の共有化・定着化を図り、また、協力会社を対象とし
た説明会を開催するなど、適正な業務委託の徹底に努めてい
ます。
　このような取り組みにもかかわらず、請負業務の趣旨から
逸脱して業務が遂行され、偽装請負問題などが発生した場合
には、NRIの信用を失う可能性があります。

（8） 人材について
　NRIは、社員個々人の高い専門性こそが、高付加価値サー
ビスを顧客に提供するための土台であると考えています。専
門性を備えた人材を確保・育成し、十分に能力を発揮できる
人事制度や労務環境を整備することが、NRIが中長期的に成
長するために必要であると考えています。
　NRIは、人的資源を「人財」ととらえ、その確保・育成のため
の仕組みづくりを進めています。人材確保については、優れ
た専門性を有した人材の採用に努め、また、ワークライフバラ
ンスを重視し、働き方や価値観の多様化に対応した人事制度
の構築や労務環境の整備に取り組んでいます。人材育成につ
いては、各種資格の取得を支援する制度を設けているほか、
教育研修の専用施設等で、多くの人材開発講座を開催してい
ます。また、NRI独自の社内認定資格を用意するなど社員に
自己研鑽を促しています。
　このような取り組みにもかかわらず、顧客の高度な要請に
的確に応え得る人材の確保・育成が想定どおり進まなかった
場合には、NRIの業績が影響を受ける可能性があります。ま
た、労務環境が悪化した場合には、社員の心身の健康が保て
なくなり、労働生産性の低下や人材流出につながる可能性が
あります。

（9） 保有有価証券について
　NRIは、取引先との関係強化などを目的として株式を、また
資金運用を目的として債券等を、保有しています。
　これらの有価証券について、発行体の業績悪化や経営破綻
等が発生した場合には、会計上減損処理をおこなうことや、投
資額を回収できないことがあります。また、経済環境、市場動
向や発行体の業績動向等によって時価が変動するため、NRI
の財政状態に影響を与えます。

（10） 退職給付に係る資産・負債について
　NRIは、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度
および退職一時金制度を設けています。退職給付に係る資
産・負債は、退職給付債務と年金資産等の動向によって変動
します。
　退職給付債務については、従業員の動向、割引率等多くの
仮定や見積りを用いた計算によって決定されており、その見
直しによって大きく変動することがあります。年金資産につい
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③ 退職給付会計について
　退職給付債務および年金資産は、割引率、年金資産の長期
期待運用収益率等の将来に関する一定の見積数値に基づい
て算定されています。退職給付債務の計算に用いる割引率
は、安全性の高い債券の利回りを基礎として決定しています。
また、年金資産の長期期待運用収益率は、将来の収益に対す
る予測や過去の運用実績を考慮して決定しています。
　見積数値と実績数値との差異や、見積数値の変更は、将来
の退職給付債務および退職給付費用に重要な影響を及ぼす
可能性があります。

④ 繰延税金資産について
　NRIは、将来の課税所得を合理的に見積り、回収可能性を
判断したうえで繰延税金資産を計上しています。将来の課税
所得は過去の業績等に基づいて見積っているため、税制改正
や経営環境の変化等により課税所得の見積りが大きく変動し
た場合等には、繰延税金資産の計上額が変動する可能性が
あります。

⑤  従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に 
ついて

　NRIは、従業員（連結子会社の従業員を含む。以下この項に
おいて同じ。）に対する中長期的なNRIの企業価値向上への
インセンティブ付与および福利厚生の拡充等によりNRIの恒
常的な発展を促すことを目的として、信託型従業員持株イン
センティブ・プランを導入しています。同プランは、ＮＲＩグルー
プ社員持株会に加入する全ての従業員を対象に、NRI株式の
株価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランであり、同
プランを実施するためNRIはＮＲＩグループ社員持株会専用信
託（以下この項において「持株会信託」という。）を設定してい
ます。持株会信託は、信託の設定後3年間にわたりＮＲＩグルー
プ社員持株会が取得すると見込まれる規模のNRI株式を、あ
らかじめ一括して取得し、ＮＲＩグループ社員持株会の株式取
得に際して当該株式を売却していきます。株価が上昇し信託
終了時に持株会信託内に利益がある場合には、従業員に金銭
が分配されます。なお、NRIは持株会信託がNRI株式を取得
するためにおこなった借入れについて保証しており、信託終
了時に借入債務が残っている場合には保証契約に基づきNRI
が弁済することになります。
　会計処理については、期末における持株会信託の資産およ
び負債をNRIの連結貸借対照表に計上し、持株会信託が保有
するNRI株式については、持株会信託の帳簿価額で純資産の
部の自己株式に計上します。持株会信託における利益は、将
来精算されることになる仮勘定として負債に計上します。持
株会信託が損失となる場合は、将来精算されることになる仮
勘定として資産に計上したうえで、信託終了時に借入債務が
残ることが見込まれるときは引当金を計上します。

　NRIの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づき作成されています。その
作成には、資産、負債、収益および費用の額に影響を与える仮
定や見積りを必要とします。これらの仮定や見積りは、過去の
実績や現在の状況等を勘案し合理的に判断していますが、見
積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積
りと異なる可能性があります。
　NRIの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、有価証
券報告書に記載していますが、特に以下の重要な会計方針お
よび見積りが連結財務諸表に大きな影響を与えると考えて
います。

① 工事進行基準の適用について
　NRIは、受注制作のソフトウエアおよびコンサルティングプ
ロジェクトの売上高および売上原価の認識方法について、原
則として工事進行基準を適用しています。具体的には、売上
原価を発生基準で計上し、原価進捗率（プロジェクトごとの見
積総原価に対する実際発生原価の割合）に応じて売上高を計
上しています。期末時点で未完成のプロジェクトに係る売上
高に対応する債権を、連結貸借対照表上「開発等未収収益」と
して計上しています。
　工事進行基準の採用にあたっては、売上高を認識する基と
なるプロジェクトごとの総原価および進捗率が合理的に見積
り可能であることが前提となります。NRIでは、プロジェクト
管理体制を整備し、受注時の見積りと受注後の進捗管理を適
切におこなうとともに、見積総原価に一定割合以上の変動が
あったときはその修正を速やかにおこなっており、売上高計
上額には相応の精度を確保していると判断しています。

② ソフトウエアの会計処理について
　パッケージ製品の開発、共同利用型サービスおよびアウト
ソーシングサービスで使用する情報システムの開発におい
て、発生した外注費や労務費等を費用処理せず、NRIの投資
としてソフトウエアおよびソフトウエア仮勘定に資産計上する
ことがあります。その場合、完成した情報システムを顧客に販
売またはサービスを提供することによって、中長期的に開発
投資を回収しています。
　その資金の回収形態に対応して、パッケージ製品等の販売
目的ソフトウエアは、残存有効期間（原則3年）に基づく均等
配分額を下限として、見込販売数量もしくは見込販売収益に
基づき償却しています。また、共同利用型サービス等で使用
するサービス提供目的の自社利用ソフトウエアについては、
利用可能期間（最長5年）に基づく定額法により償却していま
す。これらの償却に加えて、事業環境が急変した場合等には、
回収可能額を適切に見積り、損失を計上することがあります。
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連結財務諸表

前連結会計年度�
(平成27年3月31日)

当連結会計年度 
(平成28年3月31日)

資産の部
　流動資産
　　現金及び預金 26,469 62,138
　　売掛金 62,282 64,876
　　開発等未収収益 36,592 32,585
　　有価証券 119,539 100,572
　　営業貸付金 10,769 6,758
　　信用取引資産 16,764 10,338
　　商品 524 540
　　仕掛品 254 281
　　前払費用 4,778 5,143
　　繰延税金資産 9,144 12,140
　　短期差入保証金 7,754 7,527
　　その他 3,883 4,210
　　貸倒引当金 △191 △172
　　流動資産合計 298,565 306,943
　固定資産
　　有形固定資産
　　　建物及び構築物 67,292 79,015
　　　　減価償却累計額 △34,100 △37,099
　　　　建物及び構築物（純額） 33,191 41,915
　　　機械及び装置 24,725 25,117
　　　　減価償却累計額 △19,741 △18,813
　　　　機械及び装置（純額） 4,984 6,304
　　　工具、器具及び備品 27,363 29,156
　　　　減価償却累計額 △20,054 △19,441
　　　　工具、器具及び備品（純額） 7,308 9,714
　　　土地 7,448 7,446
　　　リース資産 116 114
　　　　減価償却累計額 △104 △110
　　　　リース資産（純額） 12 4
　　　建設仮勘定 970 －
　　　有形固定資産合計 53,915 65,384
　　無形固定資産
　　　ソフトウエア 39,668 42,038
　　　ソフトウエア仮勘定 14,318 14,563
　　　のれん 1,035 7,864
　　　その他 559 618
　　　無形固定資産合計 55,582 65,085
　　投資その他の資産
　　　投資有価証券 116,480 120,397
　　　関係会社株式 2,158 1,959
　　　長期貸付金 8,175 8,297
　　　従業員に対する長期貸付金 44 31
　　　リース投資資産 504 386
　　　差入保証金 13,025 16,634
　　　退職給付に係る資産 34,688 25,907
　　　繰延税金資産 1,218 1,684
　　　その他 9,031 9,138
　　　貸倒引当金 △179 △156
　　　投資その他の資産合計 185,148 184,280
　　固定資産合計 294,647 314,751
　資産合計 593,213 621,695

連結貸借対照表

▶連結財務諸表の詳細は有価証券報告書ご参照
http://www.nri.com/jp/ir/financial/yuuhou.html

（単位：百万円）
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前連結会計年度�
(平成27年3月31日)

当連結会計年度 
(平成28年3月31日)

負債の部
　流動負債
　　買掛金 24,197 22,177
　　短期借入金 10,645 2,270
　　1年内償還予定の社債 － 15,000
　　1年内返済予定の長期借入金 2,147 3,230
　　信用取引負債 12,314 6,344
　　リース債務 254 243
　　未払金 7,672 12,082
　　未払費用 6,661 7,429
　　未払法人税等 2,185 14,325
　　前受金 7,617 12,440
　　短期受入保証金 8,676 8,708
　　賞与引当金 16,284 17,147
　　受注損失引当金 3,911 1,345
　　その他 10,639 11,559
　　流動負債合計 113,208 134,304
　固定負債
　　社債 30,000 15,000
　　長期借入金 21,333 27,969
　　リース債務 290 156
　　繰延税金負債 18,192 10,575
　　退職給付に係る負債 5,297 6,396
　　資産除去債務 747 963
　　その他 127 265
　　固定負債合計 75,988 61,327
　特別法上の準備金
　　金融商品取引責任準備金 547 654
　　特別法上の準備金合計 547 654
　負債合計 189,745 196,286

純資産の部
　株主資本
　　資本金 18,600 18,600
　　資本剰余金 15,091 27,944
　　利益剰余金 352,220 378,083
　　自己株式 △57,457 △48,396
　　株主資本合計 328,454 376,231
　その他の包括利益累計額
　　その他有価証券評価差額金 48,914 39,231
　　繰延ヘッジ損益 △27 △25
　　為替換算調整勘定 418 △1,289
　　退職給付に係る調整累計額 11,662 △2,597
　　その他の包括利益累計額合計 60,967 35,317
　新株予約権 889 1,033
　非支配株主持分 13,156 12,825
　純資産合計 403,467 425,409
負債純資産合計 593,213 621,695

（単位：百万円）
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前連結会計年度
（自�平成26年4月 1日
至�平成27年3月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年4月 1日

至 平成28年3月31日）
売上高 405,984 421,439
売上原価 289,210 287,270
売上総利益 116,774 134,168
販売費及び一般管理費 65,287 75,873
営業利益 51,486 58,295
営業外収益
　受取利息 337 328
　受取配当金 1,063 1,630
　投資事業組合運用益 15 －
　持分法による投資利益 45 92
　保険返戻金 － 255
　為替差益 － 187
　その他 329 387
　営業外収益合計 1,791 2,883
営業外費用
　支払利息 133 138
　投資事業組合運用損 16 12
　為替差損 158 －
　その他 26 26
　営業外費用合計 335 177
経常利益 52,942 61,001
特別利益
　投資有価証券売却益 9,458 2,277
　投資有価証券償還益 － 49
　負ののれん発生益 3,374 －
　関係会社株式売却益 － 357
　退職給付制度終了益 1,470 －
　退職給付信託設定益 － 1,345
　新株予約権戻入益 262 9
　特別利益合計 14,565 4,039
特別損失
　段階取得に係る差損 1,664 －
　固定資産売却損 3,231 －
　投資有価証券売却損 85 0
　投資有価証券評価損 106 111
　オフィス再編費用 3,098 2,515
　退職給付費用 105 －
　金融商品取引責任準備金繰入れ 140 107
　特別損失合計 8,432 2,734
税金等調整前当期純利益 59,075 62,305
法人税、住民税及び事業税 11,422 18,050
法人税等調整額 7,786 1,463
法人税等合計 19,209 19,513
当期純利益 39,866 42,792
�（内訳）
　親会社株主に帰属する当期純利益 38,880 42,648
　非支配株主に帰属する当期純利益 985 143
その他の包括利益
　その他有価証券評価差額金 25,217 △9,795
　繰延ヘッジ損益 10 1
　為替換算調整勘定 1,300 △1,623
　退職給付に係る調整額 3,498 △14,487
　持分法適用会社に対する持分相当額 △188 △85
　その他の包括利益合計 29,838 △25,989
包括利益 69,705 16,802
�（内訳）
　親会社株主に係る包括利益 68,707 16,998
　非支配株主に係る包括利益 997 △196

連結損益及び包括利益計算書 （単位：百万円）
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（単位：百万円）前連結会計年度（自�平成26年4月1日��至�平成27年3月31日）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,600 15,002 325,476 △ 59,870 299,208

会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した�
当期首残高 18,600 15,002 325,476 △ 59,870 299,208

当期変動額

　剰余金の配当 △ 12,137 △ 12,137

　親会社株主に帰属する当期純利益 38,880 38,880

　自己株式の取得 △ 0 △ 0

　自己株式の処分 88 2,413 2,502

　�株主資本以外の項目の�
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 88 26,743 2,413 29,245

当期末残高 18,600 15,091 352,220 △ 57,457 328,454

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配�
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ�
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 24,036 △ 37 △ 967 8,110 31,141 972 85 331,408

会計方針の変更による累積的影響額 －

会計方針の変更を反映した�
当期首残高 24,036 △ 37 △ 967 8,110 31,141 972 85 331,408

当期変動額

　剰余金の配当 △ 12,137

　親会社株主に帰属する当期純利益 38,880

　自己株式の取得 △ 0

　自己株式の処分 2,502

　�株主資本以外の項目の�
当期変動額（純額） 24,877 10 1,386 3,552 29,826 △ 83 13,070 42,813

当期変動額合計 24,877 10 1,386 3,552 29,826 △ 83 13,070 72,059

当期末残高 48,914 △ 27 418 11,662 60,967 889 13,156 403,467

連結株主資本等変動計算書



当連結会計年度（自�平成27年4月1日��至�平成28年3月31日）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 18,600 15,091 352,220 △ 57,457 328,454

会計方針の変更による累積的影響額 △ 334 △ 334

会計方針の変更を反映した�
当期首残高 18,600 15,091 351,886 △ 57,457 328,120

当期変動額

　剰余金の配当 △ 16,451 △ 16,451

　親会社株主に帰属する当期純利益 42,648 42,648

　自己株式の取得 △ 9,522 △ 9,522

　自己株式の処分 12,874 18,583 31,458

　非支配株主との取引に係る�
　親会社の持分変動 △ 21 △ 21

　株主資本以外の項目の�
　当期変動額（純額）

当期変動額合計 － 12,852 26,197 9,060 48,111

当期末残高 18,600 27,944 378,083 △ 48,396 376,231

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配�
株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ�
損益

為替換算
調整勘定

退職給付に
係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 48,914 △ 27 418 11,662 60,967 889 13,156 403,467

会計方針の変更による累積的影響額 △ 334

会計方針の変更を反映した�
当期首残高 48,914 △ 27 418 11,662 60,967 889 13,156 403,133

当期変動額

　剰余金の配当 △ 16,451

　親会社株主に帰属する当期純利益 42,648

　自己株式の取得 △ 9,522

　自己株式の処分 31,458

　非支配株主との取引に係る�
　親会社の持分変動 △ 21

　株主資本以外の項目の�
　当期変動額（純額） △ 9,682 1 △ 1,708 △ 14,259 △ 25,649 144 △ 330 △ 25,836

当期変動額合計 △ 9,682 1 △ 1,708 △ 14,259 △ 25,649 144 △ 330 22,275

当期末残高 39,231 △ 25 △ 1,289 △ 2,597 35,317 1,033 12,825 425,409

野村総合研究所72

（単位：百万円）
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前連結会計年度
（自�平成26年4月 1日
至�平成27年3月31日）

当連結会計年度
（自 平成27年4月 1日

至 平成28年3月31日）
営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 59,075 62,305
減価償却費 25,800 32,598
貸倒引当金の増減額（△は減少） △115 △42
受取利息及び受取配当金 △1,400 △1,959
支払利息 133 138
投資事業組合運用損益（△は益） 1 12
持分法による投資損益（△は益） △45 △92
固定資産売却損益（△は益） 3,231 －
投資有価証券売却損益（△は益） △9,372 △2,276
投資有価証券評価損益（△は益） 106 111
投資有価証券償還損益（△は益） － △49
負ののれん発生益 △3,374 －
関係会社株式売却損益（△は益） － △357
段階取得に係る差損益（△は益） 1,664 －
退職給付信託設定損益（△は益） － △1,345
新株予約権戻入益 △262 △9
オフィス再編費用 3,098 2,515
売上債権の増減額（△は増加） 4,866 7,391
たな卸資産の増減額（△は増加） 510 △44
仕入債務の増減額（△は減少） △2,376 △2,537
賞与引当金の増減額（△は減少） 824 765
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △9,727 △10,530
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 752 936
受注損失引当金の増減額（△は減少） 828 △2,566
差入保証金の増減額（△は増加） △1,084 △3,588
営業貸付金の増減額（△は増加） 1,531 4,010
信用取引資産の増減額（△は増加） △4,963 6,425
短期差入保証金の増減額（△は増加） △742 226
信用取引負債の増減額（△は減少） 7,468 △5,970
短期受入保証金の増減額（△は減少） 755 31
金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 140 107
その他 3,070 △1,615
小計 80,393 84,591
利息及び配当金の受取額 1,428 2,031
利息の支払額 △150 △142
法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △22,960 △5,010
営業活動によるキャッシュ・フロー 58,710 81,470

投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △863 △1,247
定期預金の払戻による収入 1,415 1,017
有価証券の取得による支出 △6,000 △9,002
有価証券の売却及び償還による収入 1,000 7,000
有形固定資産の取得による支出 △9,673 △19,180
有形固定資産の売却による収入 4,296 22
無形固定資産の取得による支出 △22,671 △27,863
無形固定資産の売却による収入 3 －
資産除去債務の履行による支出 △106 △25
投資有価証券の取得による支出 △10,578 △32,097
投資有価証券の売却及び償還による収入 36,438 14,824
関係会社株式の取得による支出 △803 △528
関係会社株式の売却による収入 － 530
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △8,806
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 6,436 －
従業員に対する長期貸付けによる支出 △4 △9
従業員に対する長期貸付金の回収による収入 16 20
投資活動によるキャッシュ・フロー △1,093 △75,344

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△は減少） 426 △8,577
長期借入れによる収入 1,000 10,200
長期借入金の返済による支出 △2,853 △2,481
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △36 △26
自己株式の処分による収入 3,173 36,381
自己株式の取得による支出 △0 △9,530
配当金の支払額 △12,137 △16,451
非支配株主への配当金の支払額 △205 △187
非支配株主からの払込みによる収入 98 －
財務活動によるキャッシュ・フロー △10,536 9,326

現金及び現金同等物に係る換算差額 694 △1,071
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 47,775 14,381
現金及び現金同等物の期首残高 92,792 140,567
現金及び現金同等物の期末残高 140,567 154,949

連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）
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NRIグループ�（2016年7月1日現在）

NRIの海外拠点 NRI ITソリューションズ・アメリカ
パシフィック支店

NRI北京
NRI上海 北京支店

北京智明

NRI

NRI大連
大連智明

NRIセキュア 北米支社

brierley+partners ロサンゼルス支店 

カッター・アソシエイツ

NRIアメリカ
NRIホールディングス・アメリカ

brierley europe

NRIヨーロッパ

カッター・アソシエイツ・
ヨーロッパ

NRIヨーロッパ
ルクセンブルク支店

NRI ITソリューションズ・アメリカ

brierley+partners

吉林智明

brierley japan

NRIソウル

NRI台湾

NRIインドネシア

NRIシンガポール
マニラ支店

NRIシンガポール

NRIタイ

NRI APAC

NRI上海
NRI北京 上海支店
上海智明

上海智明 杭州支店
北京智明 成都支店

無鍚智明

モスクワ支店

NRI FT India
NRIインド

NRI香港

株式会社野村総合研究所
http://www.nri.com/jp

　丸の内総合センター（本社）
　〒100-0005
　東京都千代田区丸の内1-6-5
　丸の内北口ビル

　木場総合センター
　���［タワーN棟］
　〒135-0042
　東京都江東区木場1-5-15�タワーN棟

　���［タワーS棟］
　〒135-0042
　東京都江東区木場1-5-25�タワーS棟

　横浜総合センター
　〒240-0005
　神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134�NRIタワー

　横浜みなと総合センター
　〒221-0056　
　神奈川県横浜市神奈川区金港町1-7
　横浜ダイヤビル

　大阪総合センター
　〒530-0004
　大阪府大阪市北区堂島浜1-4-16
　アクア堂島西館

　モスクワ支店
　Moscow Branch

NRIネットコム株式会社
〒530-0004
大阪府大阪市北区堂島浜1-4-16
アクア堂島西館
〒105-7114
東京都港区東新橋1-5-2
汐留シティセンター
http://www.nri-net.com

NRIセキュアテクノロジーズ株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町1-7-2
東京サンケイビル
http://www.nri-secure.co.jp

北米支社
NRI Secure Technologies, Ltd.
North America Branch

NRIワークプレイスサービス株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134�NRIタワー

NRIデータiテック株式会社
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-25�タワーS棟
http://www.n-itech.com

NRIサイバーパテント株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-2-1�新大手町ビル
http://www.patent.ne.jp

NRI社会情報システム株式会社
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-25�タワーS棟
http://www.nri-social.co.jp

NRIプロセスイノベーション株式会社
〒141-0001
東京都品川区北品川5-5-15�大崎ブライトコア
http://www.nri-pi.com

NRIシステムテクノ株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134�NRIタワー
http://www.nri-st.co.jp

株式会社だいこう証券ビジネス
〒135-0052
東京都江東区潮見2-9-15
http://www.daiko-sb.co.jp

NRIみらい株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ヶ谷区神戸町134�NRIタワー
http://www.nri-mirai.com/

日本智明創発ソフト株式会社
〒104-0033
東京都中央区新川1-16-14��
アクロス新川ビル･アネックス�
https://www.zhimingsoft.jp/

NRIリテールネクスト株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ヶ谷区神戸町134�NRIタワー

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ 
ホールディングス・アメリカ

Nomura Research Institute Holdings  
America, Inc. 

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・アメリカ
Nomura Research Institute America, Inc.
http://www.nria.com/jp

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・アイ・ティ・
ソリューションズ・アメリカ

Nomura Research Institute IT Solutions America, Inc. 

パシフィック支店
Pacific Branch 

ブライアリー・アンド・パートナーズ
Brierley+Partners, Inc.
http://www.brierley.com/

ロサンゼルス支店
Los Angeles Branch 

ブライアリー・アンド・パートナーズ・ヨーロッパ
Brierley Europe Limited

ブライアリー・アンド・パートナーズ・ジャパン
Brierley+Partners Japan, Inc.

カッター・アソシエイツ
Cutter Associates, LLC
http://www.cutterassociates.com/index.cfm

カッター・アソシエイツ・ヨーロッパ
Cutter Associates Europe, Ltd.

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ヨーロッパ
Nomura Research Institute Europe Limited

ルクセンブルク支店
Luxembourg Branch

野村総合研究所（北京）有限公司
Nomura Research Institute (Beijing), Ltd.
http://beijing.nri.com.cn/jp

上海支店
Shanghai Branch
http://shanghai.nri.com.cn/jp

野村総合研究所（上海）有限公司
Nomura Research Institute Shanghai Limited
http://consulting.nri.com.cn

北京支店
Beijing Branch

野村総合研究所（大連）有限公司
Nomura Research Institute (Dalian), Ltd.

北京智明創発有限公司
Zhiming Software Beijing, Ltd.

成都支店
Chengdu Branch

上海智明創発有限公司
Zhiming Software Shanghai, Ltd.

杭州支店
Hangzhou Branch

大連智明創発有限公司
Zhiming Software Dalian, Ltd.

無錫智明創発有限公司
Zhiming Software Wuxi, Ltd.

吉林智明創発有限公司
Zhiming Software Jilin, Ltd.

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・アジア・ 
パシフィック（NRI APAC）

Nomura Research Institute Asia Pacific  
Private Limited
http://www.nrisg.com

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ホンコン
Nomura Research Institute Hong Kong Limited
http://www.nrihk.com

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ 
シンガポール

Nomura Research Institute Singapore Pte. Ltd.

マニラ支店
Manila Branch

野村総合研究所台湾有限公司
Nomura Research Institute Taiwan Co., Ltd.
http://www.nri.com.tw

野村総合研究所ソウル
Nomura Research Institute Seoul Co., Ltd.
http://www.nri-seoul.co.kr/jp

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・インディア
Nomura Research Institute India Private Limited
http://india.nri.com

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・インドネシア
PT. Nomura Research Institute Indonesia

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ 
フィナンシャル・テクノロジーズ・インディア 

（NRI FT India）
Nomura Research Institute Financial Technologies 
India Pvt. Ltd.
http://www.nrifintech.com

野村総合研究所タイ
Nomura Research Institute Thailand
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会社概要
会社名� 株式会社野村総合研究所
英文社名� Nomura�Research�Institute,�Ltd.
所在地� 〒100-0005�東京都千代田区丸の内一丁目6番5号

丸の内北口ビル
資本金� 186億円
代表者� 代表取締役社長　此本　臣吾
従業員数� 5,979名／NRIグループ10,757名（2016年3月31日現在）

所有者別持株比率（2016年3月31日現在）

大株主（2016年3月31日現在）
株主名 持株比率（％）

野村アセットマネジメント株式会社 47,725 19.28�
野村ファシリティーズ株式会社 20,460 8.27�
株式会社ジャフコ 16,505 6.67�
野村ホールディングス株式会社 14,300 5.78
ステート�ストリート�バンク�アンド�トラスト�カンパニー�505223�
��（常任代理人�株式会社みずほ銀行決済営業部） 13,757 5.56

NRIグループ社員持株会 8,039 3.25
日本生命保険相互会社 7,493 3.03
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,574 2.66
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,621 2.27
ザ�バンク�オブ�ニューヨーク�133522�
��（常任代理人�株式会社みずほ銀行決済営業部） 4,346 1.76

（注）�自己株式（所有株式数17,928千株、発行済株式総数に対する所有株式数の�
割合7.24%）は、上記の表には含めていません。

株式の概況（2016年3月31日現在）
発行可能株式総数� 825,000,000�株
発行済株式の総数� 247,500,000�株
単元株主数� 11,845�名

株主メモ
・株券電子化にともない、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることと
なっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。
・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、下記特別口座管理機関（三菱
ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
・未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店または証券代行部テレホンセンターまでお問い合わせください。
事業年度� 4月1日～翌年3月31日�
定時株主総会� 6月�
単元株式数� 100株�
公告方法� 電子公告（公告掲載URL�http://pn.nri.com/）� �

ただし、事故その他のやむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
株主名簿管理人および� 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号�
特別口座の口座管理機関� 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社�
同事務取扱場所� 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社�証券代行部�
（連絡先・照会先）� 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社�証券代行部�

〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号� �
0120-232-711（通話料無料）�

株価チャート
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本統合レポートに関するお問い合わせ先：株式会社野村総合研究所　IR室　E-mail:	ir@nri.co.jp

所有株式数（千株）
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